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第１章 研究会再開の経緯

１．１ ＬＲＩＣモデルの策定の経緯

（１） 接続料算定における長期増分費用方式の導入

昭和６０年の電気通信制度改革によって新規参入事業者（以下「ＮＣＣ」という。）が

電気通信事業に参入し、平成６年度より、ＮＣＣが日本電信電話株式会社（以下「ＮＴ

Ｔ」という。）の役務提供区間も含めて通話料を設定するいわゆる「エンドエンド料金」

の設定が本格実施された。しかし、相当な規模の加入者回線を有するＮＴＴは、接続

協議において圧倒的に優位な立場にあったため、ＮＴＴと他事業者との間で接続協議

が円滑に進んでいない事例が生じていた。 

そこで、平成８年１２月の電気通信審議会（当時）答申「接続の基本的ルールの在

り方について」において、透明、公平、迅速かつ合理的な条件による接続を確保する

ことによって競争を促進し、利用者利便の増進を図るための接続ルールの策定が提

言された。その後、平成９年の電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）改正等を経

て、平成１１年度より接続会計に基づく接続料の算定が開始された。 

しかし、会計結果を基礎として算定する実際費用方式では対象設備における非効

率性を接続料の原価算定上排除することができない点が問題として指摘されていた。

こうした問題を解決するため、平成１２年の電気通信事業法改正により、加入者交換

機能や中継交換機能等 1に係る接続料の算定に、非効率性を排除した費用算定が可

能な方式として長期増分費用方式が導入されることとなった 2。【資料１】 

  長期増分費用モデル（以下「ＬＲＩＣ3モデル」という。）は、需要に応じたネットワーク

を、現時点で利用可能な最も低廉で効率的な設備と技術を用いて構築した場合のコ

ストを算定するための技術モデルである。平成１１年９月に第一次モデルが策定され

て以降、これまで累次の見直しが行われ、直近では平成２９年７月に第八次モデルが

策定されている。【資料２、資料３】 

1 第一種指定電気通信設備接続料規則（平成１２年郵政省令第６４号）第５条に規定されている機

能。 
2 電気通信事業法第３３条第５条の規定による。 
3 ＬＲＩＣ：Long-Run Incremental Costs の略。 
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（２） 第一次モデル 

我が国におけるＬＲＩＣモデルの構築に関する取組は、平成８年１２月の電気通信

審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」において、長期増分費用方式

に関する検討を行う必要性が提言されたことに端を発する。同答申を受け、郵政省

（当時）は、モデル構築を目的として、平成９年３月、「長期増分費用モデル研究会」を

設置した。同研究会は、米国モデルを参考としつつも、日本の法令制度及び地理的

条件等を加味した日本独自のＬＲＩＣモデルについて検討を進め、平成１１年９月に第

一次モデルを策定した。 

 

第一次モデルの策定を受けて、平成１２月２月の電気通信審議会答申「接続料算

定の在り方について」（以下「平成１２年答申」という。）では、加入者交換機能や中継

交換機能等に係る接続料の算定に長期増分費用方式を用いること、その原価の算

定に同モデルを適用することが適当とされた。その後、平成１２年の電気通信事業法

改正により、平成１２年度の接続料算定から長期増分費用方式が導入された。 

（３） 第二次モデル 

平成１２年答申では、第一次モデルの検討課題についても指摘がなされ、速やか

にモデルの見直しに着手すべきとされた。郵政省は、この指摘事項等を検討するた

め、平成１２年９月に「長期増分費用モデル研究会」（以下「本研究会」という。）を再

設置し、本研究会は平成１４年１１月に報告書を取りまとめた。 

 

このモデル見直しにおいては、より適切に接続料原価を算定できるよう、また、ユニ

バーサルサービス制度に係る補填対象額を具体的に算定できるよう、電気通信審議

会や各界からの指摘事項に加え、広く一般への公募により提案のあった検討事項を

踏まえ、第一次モデルを全面的に見直し第二次モデルとして改修を行った。 

 

平成１４年９月の情報通信審議会答申「長期増分費用モデルの見直しを踏まえた

接続料算定の在り方について」（以下「平成１４年答申」という。）では、同モデルを平

成１５年度から平成１６年度までの２年間、接続料算定に用いることが適当とされた。 

 

これを受け、総務省は平成１５年４月に接続料規則（平成１２年郵政省令第６４号）

（現在の第一種指定電気通信設備接続料規則 4）について所要の改正を行い、同モ

デルは平成１５年度から平成１６年度までの接続料算定に用いられることとなった。 

                                                   
4 省令改正（平成２８年５月２１日施行）により、題名改正。 
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（４） 第三次モデル 

平成１４年答申におけるモデル見直しの指摘事項や、平成１５年３月の情報通信審

議会答申における「平成１７年度以降の接続料の算定方式については、トラヒックの

減少及び新規投資の抑制等の大きな環境変化を前提とした方法を検討すること」と

いった要請を踏まえ、平成１７年度以降の接続料の算定に適用可能なモデルを検討

するため、本研究会は平成１５年９月に検討を再開し、平成１６年４月に報告書を取り

まとめた。 

 

このモデル見直しにおいては、データ系サービスとの設備共用を反映するロジック

の追加や新規投資抑制を考慮した経済的耐用年数の見直し等を行い、第三次モデ

ルとして改修を行った。また、平成１７年１０月、このモデルを基にユニバーサルサー

ビス制度に係る補填対象額の算定ロジックを追加する改修を行った。 

 

平成１６年１０月の情報通信審議会答申「平成１７年度以降の接続料算定の在り方

について」では、同モデルを、平成１７年度から平成１９年度までの３年間、接続料原

価の算定に用いることが適当とされた。また、接続料原価に含まれているＮＴＳ（Non 

Traffic Sensitive）コスト 5を、平成１７年度以降、毎年度２０％ずつ段階的に、接続料

原価から基本料の費用に付け替えることが適当とされた。【資料４】 

 

これを受け、総務省は平成１７年２月に接続料規則について所要の改正を行い、

同モデルは平成１７年度から平成１９年度までの接続料算定に用いられることとなっ

た。 

（５） 第四次モデル 

平成１８年７月の閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」や、

同年９月に総務省が公表した「新競争促進プログラム２０１０」を踏まえ、平成２０年度

以降の接続料の算定に適用可能なモデルを検討するため、本研究会は平成１８年１

０月に検討を再開し、平成１９年４月に報告書を取りまとめた。 

 

このモデル見直しにおいては、新規投資抑制を考慮した経済的耐用年数の見直し、

経済的耐用年数の適正化、交換機設備の維持延命に伴うコストの反映等を行い、第

四次モデルとして改修を行った。 

 

                                                   
5 通信量に依存しない固定的な費用。回線数によって増減する費用であり、一般に加入者回線に

依存する費用を指す。 
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平成１９年９月の情報通信審議会答申「平成２０年度以降の接続料算定の在り方

について」（以下「平成１９年答申」という。）では、同モデルを、平成２０年度から平成

２２年度までの３年間、接続料原価の算定に用いることが適当とされた。また、ユニバ

ーサルサービス制度に係る補填対象額の算定方法の変更に併せて、ＮＴＳコストのう

ちき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト 6を、平成２０年度以降、毎年度２０％ずつ段階的に

接続料原価に付け替えることが適当とされた。【資料４】 

 

これを受け、総務省は平成２０年２月に接続料規則について所要の改正を行い、

同モデルは平成２０年度から平成２２年度までの接続料算定に用いられることとなっ

た。 

（６） 第五次モデル 

平成１９年答申では、新たな接続料算定方式の在り方について平成２１年度中に

改めて検討を開始することとされた 7ことを踏まえ、平成２３年度以降の接続料の算定

に適用可能なモデルを検討するため、本研究会は平成２１年６月に検討を再開し、平

成２２年３月に報告書を取りまとめた。 

 

このモデル見直しにおいては、最新の実態への即応性や精密化の観点から、加入

電話の回線数算定方式の変更、加入者交換機（ＧＣ）と遠隔収容装置（ＲＴ8）の設置

基準の見直し、加入者交換機（ＧＣ）－中継交換機（ＩＣ9）間伝送における分岐挿入伝

送装置（ＡＤＭ10）１０Ｇの採用、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト算定の精緻化、遠隔

収容装置（ＲＴ）の耐用年数の見直し、最新の税制改正の反映、加入者交換機（ＧＣ）

に係る施設保全費のうち固定的費用の算定方式の変更等を行い、第五次モデルとし

て改修を行った。 

 

平成２２年９月の情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成

２３年度以降の算定の在り方について」（以下「平成２２年答申」という。）では、同モデ

ルを、平成２３年度から平成２４年度までの２年間、接続料原価の算定に用いること

                                                   
6 き線点遠隔収容装置（ＦＲＴ：Feeder Remote Terminal）と加入者交換機（ＧＣ：Group Remote 

Terminal）間の伝送路コストのうち、遠隔収容装置設置局と加入者交換機設置局間のもの。 
7 平成１９年答申４４ページにおいて、「現行方式を抜本的に見直す場合、十分な検討期間を設け

ることが必要であることから、新モデル適用期間後における接続料算定方式の在り方について、

（中略）平成２１年度中に総務省においてフィージビリティスタディなどを行い、その検討結果を踏

まえて改めて検討することが適当である」と記されている。 
8 ＲＴ：Remote Terminal の略。 
9 ＩＣ：Intra-zone Center の略。 
10 ＡＤＭ：Add-Drop Multiplexer の略。 
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が適当とされた。 

 

これを受け、総務省は平成２３年２月に接続料規則について所要の改正を行い、

同モデルは平成２３年度から平成２４年度までの接続料算定に用いられることとなっ

た。 

（７） 第六次モデル 

平成２２年答申では、トラヒックの減少やＩＰ網への移行の進展といった公衆交換電

話網（ＰＳＴＮ11）を取り巻く状況を踏まえ、今後の環境変化に対応した接続料算定の

在り方について、適時適切に検討を進めていくことが適当であるとされた。これを踏ま

え、平成２５年度以降の接続料の算定に適用可能なモデルを検討するため、本研究

会は平成２３年７月に検討を再開し、平成２４年３月に報告書を取りまとめた。 

 

このモデル見直しにおいては、回線数の減少に対応したネットワーク構成の見直し

の観点から局設置ＦＲＴの導入、東日本大震災を踏まえたネットワークの信頼性の確

保の観点から中継伝送路の予備ルート、可搬型発動発電機、局舎の投資コストへの

災害対策コストの追加などを行い、第六次モデルとして改修を行った。 

 

平成２４年９月の情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成

２５年度以降の算定の在り方について」（以下「平成２４年答申」という。）では、同モデ

ルを、平成２５年度から平成２７年度までの３年間、接続料原価の算定に用いること

が適当とされた。また、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行の進展を考慮し、交換機等の償却

済み比率の上昇を適切に反映するための補正措置を導入することが適当とされた。 

 

これを受け、総務省は平成２５年１月に接続料規則について所要の改正を行い、

同モデルは平成２５年度から平成２７年度までの接続料算定に用いられることとなっ

た。 

（８） 第七次モデル 

平成２４年答申では、次期ＬＲＩＣモデルの検討に際して、ＰＳＴＮを取り巻く今後の

環境変化、ＩＰ網への移行の進展を踏まえた本格的な見直し検討が必要であるとされ

た。これを踏まえ、平成２８年度以降の接続料の算定に適用可能なモデルを検討す

るため、本研究会は平成２５年６月に検討を再開し、平成２７年１月に報告書を取りま

                                                   
11 ＰＳＴＮ：Public Switched Telephone Network の略。 
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とめた。 

 

このモデルの見直しにおいては、ハブ機能として中継交換機を利用する通信（ＩＣト

ランジット呼）のコスト算定対象サービスへの追加、加入者交換機（ＧＣ）と遠隔収容

装置（ＲＴ）の設置基準の見直し、光ケーブルの経済的耐用年数の見直し等を行い、

第七次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとして改修を行った。また、ＰＳＴＮではなくＩＰ網をベース

としたネットワーク・機器構成等を想定し、ＰＳＴＮに係る接続料のコストを算定するた

めのモデル（第七次ＩＰ－ＬＲＩＣモデル）の検討を行った。 

 

平成２７年９月の情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成

２８年度以降の算定の在り方」（以下「平成２７年答申」という。）では、第七次ＩＰ－ＬＲＩ

Ｃモデルは、接続料算定に適用するモデルとしては大きな課題が残されていることか

ら、第七次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルを平成２８年度から平成３０年度までの３年間、接続

料原価の算定に用いることが適当とされた。 

 

これを受け、総務省は平成２８年１月に接続料規則について所要の改正を行い、

第七次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルが平成２８年度から平成３０年度までの接続料算定に用

いられることとなった。 

 

（９） 第八次モデル 

平成２７年答申では、事業者のネットワークは今後もＩＰ化が進展していくことが想

定されるため、ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの適用可能性について継続して検討を行っていくこ

とが適当とされた。これを踏まえ、令和元年度以降の接続料の算定に適用可能なモ

デルを検討するため、本研究会は平成２８年１０月に検討を再開し、平成２９年７月に

報告書を取りまとめた。 

 

このモデル見直しにおいては、第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとして、電力設備等の

耐用年数の見直し、駐車スペースのコスト配賦方法の見直し、局舎に設置する電力

設備の仕様の追加、RT 局の蓄電池保持時間の長延化等を行った。また、第八次ＩＰ-

ＬＲＩＣモデルとして、音声品質確保の方法やコスト算定対象とするサービス・機能の

範囲についての見直しを行った。【資料５、資料６、資料７】 

 

平成３０年１０月の情報通信審議会答申「平成３１年度以降の接続料算定における

長期増分費用方式の適用の在り方について」（以下「平成３０年答申」という。）では、

第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル等を令和元年度から令和３年度までの３年間、接続料

6



 

 

原価の算定に用いることが適当とされた。また、当該期間を、ＩＰ網を前提とした接続

料原価の算定に向けた段階的な移行の時期として、まずは、第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣ

モデルにより接続料の算定を行うこととし、当該接続料の水準により価格圧搾のおそ

れが生じる場合は、第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルと第八次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの組合せ

（４対１等）へ移行の段階を進めることが適当とされた。 

 

これを受け、総務省は平成３１年３月に第一種指定電気通信設備接続料規則につ

いて所要の改正を行い、第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル等が令和元年度から令和３年

度までの接続料算定に用いられることとなった。 
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１．２ ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの検討経緯 

本研究会は、累次のＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル見直しとあわせて、平成１５年度（第三

次モデル検討時）以降、ネットワークのＩＰ網への移行が進展している状況などを踏ま

え、ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの検討を進めてきた。現行のＬＲＩＣモデル（第八次モデル）にお

いて、ＩＰ－ＬＲＩＣモデルはＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとともに省令に規定されている。 

 

（１） 第三次モデル 

第三次モデル検討時には、ＶｏＩＰ技術を用いた音声サービスが従来型固定電話の

有力な代替手段となる可能性が指摘され、ＶｏＩＰ技術をモデルに適用することについ

て議論を行った。しかしながら、ＶｏＩＰ技術を前提にモデルを構築した場合、そのコス

トは既存事業者の固定電話網のコストとは大幅に異なったものとなる可能性があり、

モデルのネットワーク構成が既存事業者のネットワーク構成から極端に乖離するの

は望ましくなく、ＶｏＩＰ技術を導入する際は、このような点にも十分配慮していくことが

必要とされた。 

 

（２） 第四次モデル 

第四次モデル検討時には、フルＩＰ網のＬＲＩＣモデルを構築し、音声サービス相当

のコストを算出するとした場合、どのような課題があるかについて論点の整理を行っ

た。しかしながら、フルＩＰ網のモデル化に向けた課題（ＮＧＮの技術標準が策定中で

あり、現時点では時期尚早）、ＩＰ網が持つ特徴に起因する課題（ＰＳＴＮと比較してモ

デルが急速に変わりやすく、安定したコスティングは困難）、ＩＰ網における音声サービ

スのコスティングの課題（ネットワーク構成が明確でないことから、コストドライバの議

論が困難）等があり、今後のＩＰ網に関する技術の成熟度等を総合的に勘案し、 

検討を進めることが必要とされた。 

 

（３） 第六次モデル 

第六次モデル検討時には、関係事業者からＩＰ－ＬＲＩＣモデルの具体的な提案がな

され、幅広い観点からの検討や課題の整理を行った。しかしながら、ＩＰ－ＬＲＩＣモデ

ルの前提となる考え方やＩＰ－ＬＲＩＣモデルを構築する際のネットワーク構成に係る技

術的課題などについて、更に検討を要する事項が多く存在することから、ＰＳＴＮからＩ
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Ｐ網への移行の進展状況やＩＰ網の技術的発展動向を適切に把握した上で、適時適

切に詳細な検討を行うことが必要とされた。 

 

（４） 第七次モデル 

第七次モデル検討時には、ＰＳＴＮ接続料の算定を前提に、ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの構

築を行った。当該モデルについては、音声品質を確保するための具体的な方式やコ

ストが整理されていない等の課題が残されており、接続料算定への適用は見送られ

た。他方で、事業者のネットワークについては、今後もＩＰ化が進展していくことも想定

されるため、引き続き、接続料算定に長期増分費用方式を適用する場合には、ＩＰ－Ｌ

ＲＩＣモデルの適用可能性についても、継続して検討を行っていくことが適当とされた。 

 

（５） 第八次モデル 

第八次モデル検討時には、第七次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルを基に見直しを行い、音声品

質の確保は音声パケットの優先制御によって行うこと、輻輳対策は原則として音声パ

ケット優先制御機能及びＳＩＰサーバの同時接続数制限によって対応すること、また、

コスト算定対象の範囲について、ＣＷＤＭ構成ではコア局経由で接続した方が経済合

理的であるためＧＣ接続のコスト算定は行わない等の整理を加えた。 

 

ＧＣ接続のコスト算定等いくつかの事項は第八次モデル検討報告書においてモデ

ルの留意点とされたが、平成３０年答申では、ＧＣ接続に係る相当コストは、それら機

能単体で切り出して算定することはされないが、ＩＣ接続のコストに反映されているも

のとみなされる等の見解が示された。 

 

これを踏まえ、総務省は第一種指定電気通信設備接続料規則について所要の改

正を行い、第八次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルは第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとともに省令に規

定されることとなった。 

  

9



 

 

１．３ 次期ＬＲＩＣモデルの検討 

 

平成３０年答申では、今後の接続料算定に用いる方法としてＬＲＩＣモデルを検討す

るに当たっては、ＩＰ網へ移行後の市場環境を見据えつつ、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話

の設備構成を踏まえると、長期増分費用方式を適用するサービスや機能の範囲、満

たすべき要件等の整理、また、光ファイバなど技術の進展を反映した設備構成による

更なる効率化が必要とされた。 

 

さらに、次期適用期間は、ＩＰ網への接続ルートの切替やメタルＩＰ電話サービスの

提供開始、一部サービスの提供終了が想定されるところ、そうした環境変化による接

続料水準への影響を改めて整理した上で、メタルＩＰ電話の接続料算定において適正

性・公平性・透明性の確保が可能な算定方法の在り方を検討する必要があることか

ら、これらモデルの見直しや接続料算定の在り方に関する検討には２年から３年程度

の期間を要することが想定されるとの指摘があった。 

 

これらを踏まえ、本研究会は、令和４年度以降の接続料算定に適用可能なＬＲＩＣモ

デル（以下「次期ＬＲＩＣモデル」という。）の検討を行うため、令和元年６月に検討を再

開することとした。 
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第２章 市場環境の動向等 
 

 

２．１ 契約数、トラヒック等の推移 

（１） 音声通信サービスの契約数等の推移 

音声通信サービスの契約数等の推移について、「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数は、

平成９年度の６，２８５万加入をピークに、それ以降、減少傾向が継続しており、平成

２９年度の契約数は、２，１３５万加入であり、前年度比で約７％減少している。 

 

一方、平成２５年度以降、「ＩＰ電話」の利用番号数 12は、「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約

数を上回る結果となっている。（図２－１） 

 

 
図２－１ 音声通信サービスの契約数等の推移 

 

 

このうち、ＮＴＴ東日本・西日本の「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数についても、減少傾

向が継続しており、平成３０年度の契約数は、１，８５０万契約であり、前年度比で約

７％減少している。一方、平成３０年度のひかり電話のチャネル数は、１，８２４万チャ

                                                   
12 ここでのＩＰ電話の利用番号数は、０５０－ＩＰ電話と０ＡＢＪ－ＩＰ電話を合わせたもの。 
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ネルである。（図２－２） 

 

 
 

図２－２ ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話の契約数等の推移 

 

（２） 音声通信量の推移 

固定電話 13の音声通信量（通信回数及び通信時間）は、携帯電話やインターネット

の普及に伴い、平成１２年度をピークに、発着信ともに減少傾向が継続している。固

定電話における発着の傾向をみると、発信よりも着信の方が回数が多く、時間も長い

傾向にある。 

 

ここ数年、携帯電話・ＰＨＳの音声通信量は減少又は横ばい傾向にある。これは、

スマートフォンの著しい普及に伴うＳＮＳの利用等、コミュニケーション手段の多様化

により通信量が減少している一方で、携帯電話の通話料金定額制プランの提供が増

加要因として互いに相殺する効果を持っているものと考えられる。 

 

総音声通信量に占める固定電話の割合について、平成２９年度の固定電話発の

通信回数は約１７５億回（全体の約２１％）、通信時間は約４．８億時間（全体の約１

５％）、固定電話着の通信回数は約３２７億回（全体の約４０％）、通信時間は約１０億

時間（全体の約３０％）であり、いずれも減少傾向にある。（図２－３、図２－４） 

                                                   
13 ここでの固定電話の通信量は、発信については、加入電話、ＩＳＤＮ及び公衆電話の合計を、着

信については、加入電話とＩＳＤＮの合計を表す。 
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図２－３ 音声通信量（発信）の推移 

 

 

 

 

図２－４ 音声通信量（着信）の推移 

 

ＮＴＴ東日本・西日本の交換機を経由する通信量は、通信回数・通信時間ともに減

少傾向が継続しているが、特に加入者交換機（ＧＣ交換機）を経由する通信量は、平

成３０年度の通信回数は約２２０億回（対前年度比約１２％減）、通信時間は約６．４
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億時間（対前年度比約１２％減）と、より顕著に減少している。（図２－５14） 

 

 

図２－５ ＮＴＴ東日本・西日本の交換機を経由する通信量の推移 

 

  

                                                   
14 ＩＣ経由トラヒックについては、平成２６年度まではＧＣを経由するもののみを計上しており、平成２

７年度はそれに加えてＧＣを経由しないものも計上している。また、図２－５中、ＧＣ経由又はＩＣ経

由は、ＧＣ交換機又はＩＣ交換機を経由する通信回数及び通信時間を、ＮＧＮ（ＩＧＳ）は、ひかり電

話に発着信する通信回数及び通信時間を計上しているため、例えば、ＮＴＴ東日本・西日本のＰ

ＳＴＮとひかり電話との間を発着信するトラヒックは、ＩＣ経由（ＧＣを経由するもの）とＮＧＮ（ＩＧＳ）の

いずれにも計上されている。 
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２．２ 接続料等の推移 

 

ＰＳＴＮに係る接続料（ＧＣ接続、ＩＣ接続等）15は、上述の通り平成１２年度より長期

増分費用方式を用いて算定している。 

 

ＬＲＩＣモデルを用いて算定する接続料原価は低廉化傾向にあり、令和２年度の接

続料原価は９６３億円、前年度比約７％減となっている。（図２－６） 

 

 
図２－６ 接続料原価の推移 16 

 

しかし、接続料原価の低廉化よりも、音声トラヒックの減少が大きいため、平成２４

年度以降、接続料の水準は上昇を続け、令和２年度はＧＣ接続料７．４７円／３分、ＩＣ

接続料８．７１円／３分となっている。（図２－７） 

 

                                                   
15 ＧＣ接続料は、加入者交換機能に係る接続料、ＩＣ接続料は、加入者交換機能、加入者交換機

回線対応部共用機能、中継伝送共用機能、中継交換機回線対応部共用機能、中継交換機能に

係る接続料の合計からなる。【資料８】 
16 控除されたNTSコストには、SLIC（加入者ポート）、き線点遠隔収容装置（FRT）等のコストが含ま

れている。ＮＴＳコスト（Non-Traffic Sensitive Cost）とは通信量に依存せず、加入者回線数に依

存する費用。当初、NTS コストは接続料で回収されていたが、基本料で回収することが望ましい

費用であることから、平成１７年度より段階的に接続料原価から控除されたが、そのうちき線点ＲＴ

－ＧＣ間伝送路コストについては現在は接続料原価に算入。 
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図２－７ 接続料の推移 
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２．３ ネットワークのＩＰ化の動向 

 ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移行の在り方 

 

平成２７年１１月、日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ」という。）は、「『固定電話』

の今後について」という同社の構想を発表した。 

 

ＮＴＴの構想は、電話サービスのために用いられているＰＳＴＮの設備（中継交換

機・信号交換機）が、２０２５年頃に維持限界を迎える中で、今後、ＰＳＴＮを順次ＩＰ網

へ移行しようとするものである 17。具体的には、移行後も、メタル回線はアクセス回線

として維持し、加入者交換機は、メタル回線を収容する装置として引き続き利用する

こととしている。（図２－８） 

 

 

図２－８ 固定電話網の移行に関する概要 

 

その後、関係事業者間の協議の場等において、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行スケジュ

ールについて、 

・ 令和３年（２０２１年）１月頃に、ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話の発着信及びＮＴＴ

東日本・西日本以外の事業者間の発着信の接続ルート切替を開始 

                                                   
17 この構想は、平成２２年１１月にＮＴＴ東日本・西日本が発表した「ＰＳＴＮマイグレーションについ

て～概括的展望～」を更新したものである。 
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・ 令和５年（２０２３年）１月頃に加入電話の着信の接続ルート切替を開始 

・ 令和６年（２０２４年）１月頃に加入電話の発信の接続ルート切替を開始 

・ 令和７年（２０２５年）１月頃にＩＰ網への接続ルート切替を完了 

するとの工程が示されている。（図２－９） 

 

 

図２－９ 固定電話網の移行に関する概要 

 

次期適用期間は、ＩＰ網への接続ルートの切替やメタルＩＰ電話サービスの提供開

始、一部サービスの提供終了が想定されるところ、ＬＲＩＣモデルの検討においては、

こうしたＰＳＴＮからＩＰ網への移行の進展の動向やＩＰ網に関する技術動向を適切に踏

まえ、検討を行うことが適当と考えられる。 
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 諸外国におけるＩＰ－ＬＲＩＣモデルの動向 

 

ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの見直しに当たっては、国ごとの接続料に関する制度の違いや、

諸外国において適用されているＩＰ－ＬＲＩＣモデルの構成を踏まえた検討を行うことが

適当である。 

（１） 諸外国の固定電話網における接続料算定方式 

諸外国では、固定電話網の接続料算定に長期増分費用方式を採用している国が

多い。特に、欧州では純粋増分費用（ｐｕｒｅ ＬＲＩＣ）方式 18による着信接続料規制を

導入している。（表２－１） 

 

表２－１ 諸外国における接続料算定方式 

国 米国 英国 フランス ドイツ 韓国 日本 

PSTN 

接続料 

の算定方式 

ビル＆キープ 

方式へ 

移行予定 

ＬＲＩＣ方式 

による 

上限規制 

ＬＲＩＣ方式 

による 

上限規制 

ＬＲＩＣ方式 

による 

認可規制 

ＬＲＩＣ方式 

による 

認可規制 

ＬＲＩＣ方式 

による 

認可規制 

料金規制の 

適用対象 

事業者 

全事業者 全事業者 全事業者 

ＤＴ 

（他事業者 

にも同額を義務

付け） 

ＫＴ 
ＮＴＴ東日本・ 

西日本 

IP-LRIC 

採用状況 
－ ○ ○ ○ × × 

LRIC 方式 

の詳細 
－ 

ｐｕｒｅ ＬＲＩＣ 

方式 

ｐｕｒｅ ＬＲＩＣ 

方式 

ｐｕｒｅ ＬＲＩＣ方式 

＋ 

国際ベンチマーク 

平均費用 

方式 

平均費用 

方式 

 

  

                                                   
18 長期増分費用方式のうち、接続呼により追加的に発生する費用のみを対象とする算定方式。 
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（２） 欧州におけるＬＲＩＣモデルの利用動向 

欧州では、ＥＵ加盟国のうち２７カ国において、固定電話の着信接続料算定に長期

増分費用方式が採用されている。また、そのうち２４カ国は、共通費を含まないｐｕｒｅ 

ＬＲＩＣ方式を採用している。 

 

２０１８年１２月施行のＥＥＣＣ（欧州電子通信コード）では、ＥＵ全域にわたる着信接

続料の上限規制の仕組みが導入された 19。統一上限料金は、ＩＰコア網を採用したＬＲ

ＩＣモデルで計算することも規定されている。（表２－２） 

 

表２－２ ＥＥＣＣの付録Ⅲにおける接続料コスト算定ルール 

Ｎｏ． 内容 

（ａ） 
効率的コストに基づくこと。具体的には、ボトムアップモデルで算定された、卸売音声着

信接続サービスに係るトラヒック関連の長期増分費用に基づくこと。 

（ｂ） 
増分費用とは、事業者が卸売音声着信接続サービスを提供する場合と提供しない場

合の費用の差分であること。 

（ｃ） 
卸売音声着信接続サービスを提供しない場合に回避可能な、トラヒック関連コストだけ

を着信接続に配賦すること。 

（ｄ） 
増分のネットワーク容量に関する費用は、それが追加の卸売音声着信接続トラヒックを

運ぶために必要である程度のみを含めること。 

（ｅ） 携帯音声着信の増分費用に、周波数に係る費用を含めないこと。 

（ｆ） 
広告宣伝費については、音声着信接続の第三者への卸売に直接に関係する費用の

みを含めること。 

（ｇ） 
固定事業者については、その規模によらず、効率的事業者と同じ単位コストで音声着

信サービスを提供すると想定すること。 

（ｈ） 携帯事業者については、最小効率規模を市場シェア 20%未満には設定しないこと。 

（ｉ） 減価償却の手法として経済的減価償却を採用すること。 

（ｊ） 

モデルにおける技術は将来見込みで IP コア網を採用し、料金の適用期間において利

用されると想定される様々な技術を考慮すること。固定網の場合、通話はすべてパケッ

ト交換が採用されると想定すること。 

 

ＥＥＣＣ（欧州電子通信コード）の定める統一上限料金を計算するため、欧州委員

会は欧州共通のＬＲＩＣモデルの開発に着手している。この欧州共通ＬＲＩＣモデルは、

コア網はＩＰ（ＩＭＳ）であるが、アクセス網やアクセス回線の収容装置などはモデル化

されない方向となっている。（表２－３） 

                                                   
19 実装の期限は 2020 年末。 
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表２－３ 欧州共通ＬＲＩＣモデルの構築方針（案） 

論点 ＬＲＩＣモデルの整理 

アクセス網のモデル化 アクセス網はＮＴＳコストのため、接続の増分費用には該当せず、

モデル化しない。 

光ファイバ伝送路コスト 光ファイバ伝送路（ケーブル、土木設備）は、音声提供のために敷

設されたものではないため、接続の増分コストとはみなさない。 

交換・伝送設備コスト 交換・伝送設備は主としてブロードバンド等の非音声サービス用で

あるため、設備量算定は行わず、一定比率でマークアップする。 

コア網 接続の増分費用のほとんどがコア網コスト想定し、ＩＭＳベースのＩＰ

コアのコストを算定。 

アクセス網の想定 アクセス網・収容装置ともモデル化対象外であり、アクセス網の技

術想定は行わない。 

 

（３） 諸外国における公衆電話の扱い等 

公衆電話のＩＰ化や提供義務の状況は国によって様々であり、ＩＰ化に伴い公衆電

話サービスの提供を終了する例も見られる。（表２ｰ４） 

 

表２ｰ４ 諸外国における公衆電話の扱い 

 米国 英国 フランス ドイツ イタリア オランダ 韓国 

公衆電話のＩＰ

化等 

従 前 よ り

提供義務

なし 

一部をＩＰ

端末に置

き換え中 

条件不利

地域を除

き撤去の

方向 

不明（非コ

イ ン 式 に

移行） 

主として Ｉ

ＳＤＮ対応

端末を採

用 

ＫＰＮは公

衆電話事

業を停止

済 

Ｉ Ｐ端末も

試行され

たが普及

せず 

公衆電話提供

義務（ユニバ） 
× ○ × × ○ × ○ 

公衆電話への

ユニバ基金か

らの補てん 

× × × × ○ × ○ 

公衆電話のモ

デル化 
- × × × × × 不明 
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第３章 研究会における検討事項等 
 

 

第１章で述べた研究会再開の経緯や第２章で述べた市場環境の変化等を踏まえ、

ＩＰ網への移行後を見据えつつ、令和４年度以降の接続料算定に適用し得る次期ＬＲＩ

Ｃモデルの策定に向けたモデルの見直しを行う。 

 

なお、ＩＰ網への移行に伴う接続形態や設備構成の変更等の環境変化を踏まえた

プライシングの検討により、モデル見直しが必要と判断される場合には、追加検討を

行う。 

（１） モデル見直し検討に当たっての前提条件 

１） モデル化の対象範囲について 

ＩＰ網へ移行後の接続料算定に長期増分費用方式を適用するとした場合、対

象となるサービスや機能の範囲は様々な選択肢が考えられる。接続料算定の効

率化等のために適切な範囲を選択するためには、プライシングの観点から定量

的な検証を行えることが望ましい。 

 

そうした定量的なプライシングの検証が可能となるよう、次期ＬＲＩＣモデ

ルへの見直し検討を進めるに当たり、そのモデル化の対象範囲はメタルＩＰ電

話と光ＩＰ電話を収容する一体的な固定電話網を想定。 

 
２） 加入者回線のモデル化について 

次期ＬＲＩＣモデルへの見直し検討に当たっては、第八次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルをベー

スとしつつ、モデル化の対象であるメタルＩＰ電話と光ＩＰ電話を収容する一体的な固

定電話網について、光ファイバや無線などメタル回線以外（以下「メタル回線以外の

加入者回線」という。）でもサービス提供可能な設備構成とした場合に見直すべき

事項について検討。 

 

３） メタルＩＰ電話の設備構成やコスト見通しについて把握の必要性 

ＩＰ網への移行後を見据えつつ、令和４年度以降の接続料算定に用いることを想

定して次期ＬＲＩＣモデルの検討を進めるに当たり、実網におけるメタルＩＰ電話の設

備構成やコストの見通しを具体的に把握することが望ましい。 
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（２） 検討体制 

本研究会は、令和４年度以降の接続料算定に適用し得る次期ＬＲＩＣモデルの策定

に向けたモデルの見直しについて、詳細な検討を行うため、令和元年７月、本研究会

の下に「モデル検討ワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）を設置した。また、Ｗ

Ｇは、ＬＲＩＣモデルの見直しに係る事業者等による詳細な検討を加速するため、同年

９月、ＷＧの下に「サブワーキンググループ」（以下「SＷＧ」という。）を設置した 20。 

 

本研究会は、令和元年６月から令和２年５月まで、計５回の会合を開催し、ＷＧは、

令和元年９月から令和２年２月まで、計６回の会合を開催し、SＷＧは、令和元年９月

から令和２年２月まで、計８回の会合を開催した 21。（図３－１） 

 

 

図３－１ 研究会の開催状況等 

 

  

                                                   
20 本検討における研究会、ＷＧ及びＳＷＧの構成員は、参考資料２、参考資料３及び参考資料４

のとおり。 
21 研究会、ＷＧ及びＳＷＧの検討状況は、参考資料５、参考資料６及び参考資料７のとおり。 
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（３） 見直し検討項目 

検討に当たって、令和元年８月１日から同月２８日まで、ＷＧの構成員である各事

業者に対して、以下の見直し検討項目に係る提案募集及びヒアリングを行った。（表

３－１、表３－２） 

 

表３－１ モデル見直し検討項目 

項 目 内 容 

モデル見直しの基本検討 
 

 

１．モデル化の対象とするサービス・機能等 

１－１ モデル化の対象サービス・機能 

１－２ メタル回線以外の加入者回線に

よる設備構成の想定 

１－３ モデルで具備すべき機能 

１－４ モデルにおける非指定設備の取

り扱い 

１－５ モデルで考慮すべき音声サービ

ス品質 

 次期ＬＲＩＣモデルにおいて、メタル回線以

外の加入者回線による設備構成を想定す

るに当たり、モデル化の対象サービス・機

能（固定電話、公衆電話等）、具備すべき

機能（緊急通報、局給電等）、モデルにお

ける非指定設備の取り扱い等について見

直すべき事項はあるか。 

 モデルで考慮すべき音声サービス品質

は、引き続き０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話相当とする

ことが適当か。 

モデル見直しの詳細検討 
 

 

２．加入者回線のモデル化に当たっての考

え方 

２－１ ＩＰ化の範囲 

２－２ 光回線の分岐方法 

２－３ 加入者回線の選択ロジック 

 メタル回線以外の加入者回線をモデル化

するに当たり、ルート設定や設備量算定の

ためのロジックとして、ＩＰ化の範囲（例 ど

こでＩＰ化するか）、設備選択（例 加入者

回線の選択ロジック）、分岐方法（例 局外

スプリッタの設置方法）等はどうあるべき

か。 

 

３．ネットワーク構成についての考え方 

３－１ ネットワーク構成 

３－２ 相互接続・設備構成 

 メタル回線以外の加入者回線を想定した

場合のネットワーク構成（例 スコーチド・ノ

ードの仮定）、相互接続（例 相互接続点

及び接続方式）、設備構成（例 局設置設

備、信号網、緊急通報）等はどうあるべき

か。 
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４．設備共用の範囲とトラヒック区分 

４－１ 設備共用の範囲 

４－２ トラヒック区分 

４－３ 優先制御を考慮したコスト配賦 

 メタルＩＰ電話及び光ＩＰ電話を一体とした固

定電話網をモデル化するに当たり、設備

共用の範囲（例 各設備における音声系

／データ系のコスト按分方法）や設備量算

定のためのトラヒック区分（接続呼、網内

呼の区分）等について見直すべき事項は

あるか。 

 

５．ＴＳ／ＮＴＳコスト区分の考え方  メタルＩＰ電話及び光ＩＰ電話を一体とした固

定電話網についてメタル回線以外の加入

者回線による設備構成を想定する場合

に、ＴＳ／ＮＴＳコスト区分等について見直

すべき事項はあるか。 

 

６．その他 

６－１ 光ケーブルの経済的耐用年数 

６－２ 新規入力値等 

６－３ 通信ネットワーク強靱化の取組等

の反映 

６－４ 特別損失の扱い 

 その他見直すべき事項はあるか。 

 

表３－２ ヒアリング項目 

 項目 対象事業者 

１ メタル IP 電話のネットワーク設備のうち特にメタル収容装置及び

変換装置に関して、設備構成（仕様含む。）及びコスト見通しをお

示しいただきたい。もし、現時点で詳細未定である場合は、設備構

成及びコスト見通しのそれぞれについて、今後の具体化に向けた

スケジュールをお示しいただきたい。 

ＮＴＴ東日本・西日本 

２ メタル IP 電話の終了時期について、また、加入者交換機以外の

装置をメタル収容装置として活用する可能性があるのかどうか、そ

の見通しをお示しいただきたい。 

ＮＴＴ東日本・西日本 

３ 平成 29 年度接続会計報告書に記載の実際費用※1,960 億円が、

28 年度 2,768 億円に比べて約 30％減となっていることについて、

その主な要因をお示しいただきたい。 

※ 接続会計報告書「第四部 参考情報」の「第一種指定電気通信設備接続

会計規則の取扱い等について（要請）（平成 29 年 4 月 18 日総基料第 75

号）における『長期増分費用と実際費用との比較・検証を行うための情報に

ＮＴＴ東日本・西日本 
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ついて』に基づく措置」に係る実際費用。 

４ ＰＳＴＮに係る実際費用（ＰＳＴＮのうち加入者交換機に係る費用）

について、ＩＰ網への移行過程における（令和６年度までの）見通し

をお示しいただきたい。 

ＮＴＴ東日本・西日本 

５ 多くのサービス産業では需要が減少した時、サービスを改善して

使いやすい環境を作り、需要の増大に努力することが重要である

というのは社会常識と思われる。現在の電話サービスはそのよう

な状況にあるが、貴社では需要の増加を図るためにどのような努

力をなさっているのか、また、そのような努力を実行するために何

か障害があるのか、お聞きしたい。このような努力は各国でも行わ

れているが、調査をなさった結果があればお聞きしたい。 

全事業者 

６ ＩＰ網への移行後における固定電話網の接続料算定に長期増分費

用方式を適用するとした場合、事業者間の接続料支払に係る影響

等、どのようなメリット・デメリットが想定されるか。また、ＩＰ網への

移行後を見据えた次期ＬＲＩＣモデルを検討するに当たり特に留意

すべきことはあるか。 

全事業者 

７ ルータといった IP 系の機器類は、物理的減耗よりも、経済的耐用

年数が早く来る。そこで IP 系機器について、それが物理的に使用

可能であっても、新しい代替機器への更新投資をする場合、どの

ようなルールで決定されるのか、あればお聞きしたい。 

全事業者 

 

提案募集の結果、ＫＤＤＩ株式会社（以下「ＫＤＤＩ」という。）、ソフトバンク株式会社

（以下「ソフトバンク」という。）、ＮＴＴ東日本・西日本から提案があった 22。また、ヒアリ

ングについては、エヌ･ティ･ティ・コミュニケーションズ株式会社、株式会社オプテージ、

ＫＤＤＩ、ソフトバンク、ＮＴＴ東日本・西日本から回答があった 23。各事業者からの提案

内容等を踏まえ、表３－１の見直し検討項目ごとに検討を行った。 

 

  

                                                   
22 各社の提案資料は、参考資料８のとおり。 
23 各社のヒアリングへの回答は、参考資料９のとおり。 
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（４） モデル検討における基本的事項についての考え方 

検討に当たっては、モデルで算定されるコストの適正性・公平性・透明性を確保す

るため、これまでのモデル検討と同様、以下に示す全８項目を「モデル検討における

基本的事項についての考え方」とする。（表３－３） 

 

なお、モデルの簡素化の観点から、モデル検討における詳細条件の扱いは、費用

算定の観点から必要な程度において考慮する旨（下線部）の考え方を追加した。 

 

表３－３ 基本的事項についての考え方 

１  設備・技術に

関する想定 

諸外国におけるモデルの考え方を踏まえ、モデルで提示されるネット

ワークは、現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備や技術を

採用するものとする。これら設備・技術は実際の指定電気通信設備に使

用されているものに限定せず、信頼性のあるコスト把握が可能な範囲

で、少なくとも内外有力事業者で現に採用されている例が稀ではない設

備・技術を検討対象とする。 

２ 客観的データ

の活用 

基本的には国勢調査、事業所・企業統計調査等の公的・客観的なデ

ータを可能な限り採用する。また、事業者等の実績データに基づく検討

が必要な場合においても、特定の事業者やメーカのデータのみに立脚す

ることを可能な限り避け、複数のデータを総合的に勘案する。 

一方、投資額に関するモデルの入力値については、信頼性のある入

手可能な直近の再調達価額データを基に決定する。 

３ 関係法令との

整合 

モデルは、技術関係法令や接続関係法令等、我が国の規制・政策と

整合性のとれたものとする。 

例えば、モデルで想定するネットワーク構成は、事業用電気通信設備

規則（昭和６０年郵政省令第３０号）の伝送路や予備機器の設置等に関

する規定を踏まえたものとする。 

４  外国モデルと

の整合性・独自

性 

諸外国におけるモデルとの整合性を可能な限り考慮する一方、地理

的条件等における我が国の独自性も適切に考慮する。 

例えば、前述の利用可能な設備・技術等の基本概念、モデルの基本

的な構成、モデルにおける計算の粒度等は、諸外国におけるモデルの

考え方とも可能な限り整合性のとれたものとする。 

その一方で、地形、需要分布、災害対策の必要性等、我が国の独自

性を考慮することとする。 

５ 算定条件の中

立性 

モデルは、仮想的な事業者が現時点で利用可能な最も低廉で最も効

率的な設備と技術でネットワークを新たに構築した場合の費用を算定す

るものであり、モデルで想定するネットワークは、特定の事業者の設備構

成を前提とせず、合理的、一般的な仕様の機器を効率的に組み合わせ
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たものとする。その際、接続方式等の詳細条件は、費用算定の観点から

必要な程度において考慮するものとする。 

同様に、モデルで算定される保守コスト、共通コスト等についても、特

定の事業者の実態にとらわれずに、上記のネットワークを管理運営する

ために一般的に必要な水準を念頭に置くものとする。 

なお、設備の価格低下や技術進歩は時間の経過に伴って生じるもの

であり、価格低下が起こる以前の特定の事業者の経営・投資判断の適・

不適を評価することは本モデルの目的とするところではない。同様に、ＩＰ

化等の進展を踏まえた事業者のネットワーク高度化や我が国の将来的

な通信網高度化ビジョンの策定等の評価についても本モデルの目的と

するところではない。 

６ プライシングか

らの中立性 

本研究会は、今後の長期増分費用方式に基づく接続料の算定方式の

在り方等の検討に資するため、技術モデルの構築とこれを用いた費用

算定を調査研究事項とするものであり、モデル入力値の適用領域や導

入スピードといった事項は検討対象外とする。 

モデル策定に当たっては、原則として、個別のアンバンドル要素単位

コストや地域単位コストを具体的に算定する、いわゆるコスティング（費

用把握方法）を専ら目的とし、算定されたコストから実際の接続料をどの

ように算定すべきであるかという、いわゆるプライシング（接続料算定方

法）の議論からの中立性を保つこととする。 

７  透明性・公開

性の確保 

透明性の確保の観点から、モデルにおける技術的な想定や具体的な

算定方式等の導出根拠は、事業者の経営上の機密に十分配慮した上

で、可能な限り客観的かつ明確に示し得るものとする。 

また、検討の過程において、作業の全体スケジュールに支障を生じな

いよう配慮しつつ、透明性・公開性の確保に努めるものとする。 

８ 国が進めてい

る政策との整合

性への留意 

電線類地中化や加入者回線の光ファイバ化の推進等については、国

の方針として推進している政策であることから、現行モデルの見直しにお

いては、可能な範囲でこれらの政策との整合性に留意する。 

効率性の追求といったモデル構築の基本的理念からは、これらの政

策をモデルに反映することが困難な面もあるが、非効率性の排除といっ

た長期増分費用モデルの理念をも尊重しつつ、モデルで算定された結

果と現実の設備状況を比較し、国が進めている政策の目標値等との乖

離が大きい場合には、これらの政策との整合性確保につき再度検討を

行うものとする。 
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第４章 モデル見直しの基本検討 
 

 

４．１ モデル化の対象とするサービス・機能等 

 モデル化の対象サービス・機能 

 

＜モデルの回線需要として扱うサービス＞ 

メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話を収容する一体的な固定電話網をモデル化の対象とする

というモデル見直し検討の前提条件を踏まえ、モデルの回線需要として扱うサービス

は、メタルＩＰ電話（加入電話）、ＩＳＤＮ、公衆電話及び光ＩＰ電話とする。 

 

また、平成３０年答申で今後の課題とされた定量的なプライシングの検証に有用な

データを提供可能とするため、算定コストはメタルＩＰ電話等と光ＩＰ電話とで分計可能

とする。 

 

＜設備共用を見込むために対象とするサービス＞ 

ＡＤＳＬ及びＩＳＤＮディジタル通信モードはＩＰ網への移行に伴い終了するため、設

備共用を見込むための対象サービスに含めない。（表４－１） 

 

表４－１ モデル化の対象サービス 

サービス 内容 対象の扱い 

モデルの回線需要として扱

うサービス 
メタルＩＰ電話（加入電話）、ＩＳＤＮ、公衆電

話、光ＩＰ電話 
モデル算定対象 

設備共用を見込むために

対象とするサービス 
一般専用、光地域ＩＰデータ 等 モデル算定対象 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜モデルの回線需要として扱うサービス＞ 

① メタルＩＰ電話（加入電話）、ＩＳＤＮ、公衆電話及び光ＩＰ電話をモデルの回線需
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要として扱う。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

② コスティング上、メタルＩＰ電話（光ＩＰみなし電話含む。）と光ＩＰ電話を分計可能

とし、後のプライシングの検討においてモデル適用範囲等の議論の自由度を

担保する。（ＫＤＤＩ） 

③ 光ＩＰみなし電話を収容する収容局（以下「光みなし回線収容局」という。）にお

いて、公衆電話は光回線により提供可能と仮定する。（ＫＤＤＩ） 

④ 光みなし回線収容局の場合、ＩＳＤＮインタフェース（ＢＲＩ、ＰＲＩ）を収容可能と

仮定する（光ＩＰ電話でもＩＳＤＮインタフェースを収容可能なアダプタが提供され

ているため）。（ＫＤＤＩ） 

 

＜設備共用を見込むために対象とするサービス＞ 

⑤ ＡＤＳＬ及びＩＳＤＮディジタル通信モードは、ＩＰ網への移行に伴い終了するため

対象サービスとしない。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 
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 メタル回線以外の加入者回線による設備構成の想定 

 

メタル回線以外の加入者回線でもサービス提供可能な設備構成を想定するという

モデル見直し検討の前提条件を踏まえ、メタル回線はメタル回線以外の加入者回線

に置き換え可能とする。置き換えの有無は、経済比較もしくはそれに相当する比較

（以下「加入者回線の選択ロジック」という。）によって判断する。 

 

今回の検討では、無線で提供する場合の設備構成について具体の提案がなかっ

たため、メタル回線以外のサービス提供方法としては専ら光回線を想定する。（図４

－１） 

※ 以下、メタル回線を光回線に置き換えたものを「光みなし回線」、メタルＩＰ電話を光ＩＰ

電話に置き換えたものを「光ＩＰみなし電話」という。 

 

なお、ユニバーサルサービスコスト算定に次期ＬＲＩＣモデルを適用する場合におけ

る加入者回線の選択ロジックの扱いは、ユニバーサルサービスコスト算定の在り方の

検討において改めて整理することが適当である。 

 

 

図４－１ 「加入者回線の選択ロジック」イメージ 

 

＜ＬＲＩＣモデルにおいてメタル回線以外の加入者回線による設備構成を想定すること

の妥当性＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本から、ＬＲＩＣモデルは実際にコストベンチマークとして用いるこ

とができるモデルにすべき、そのため、加入者回線収容装置以下の設備構成は、メタ
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ル回線による既存のＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルの設備構成（ＮＴＴ東日本・西日本のメタル

ＩＰ電話網に相当）にすべきとの意見があった。次期ＬＲＩＣモデルへの見直し検討にお

いて、メタル回線以外の加入者回線による設備構成を想定することの妥当性は次の

とおりである。 

 

メタルＩＰ電話はおよそ償却済みの設備によって構成されることが見込まれる。ＩＰ網

へ移行後、中継交換機などは中継ルータに代替されるが、加入者交換機（メタル回線

収容装置）以下の設備は引き続き使用される予定である。加入者交換機は、既にベ

ンダーによる製造・販売が終了しており、設備投資（新規調達）は行われていない 24。

そのため、償却済み比率は年々上昇しＩＰ網へ移行完了前の令和５年度 25におよそ１

００％に達することとなる。 

 

このおよそ償却済みの設備構成は、ＩＰ網への移行が進む過程における実網の設

備構成として特段否定されるものではない。しかし、この設備構成をどこまでモデル

の前提とするかに関しては、メタルＩＰ電話網が、およそ市場での新規調達を前提とし

ない設備で構成される特有なネットワークである点に留意する必要がある。他の一般

的な設備更改の行われるＩＰ網と比べ、設備構成と費用構造の両面において大きく異

なり、モデルの前提の設定如何によっては他の機器への代替に大きな制約を伴うこ

とが想定される 26。ＬＲＩＣモデルは、最新の需要に応じた設備を新たに構築した場合

の費用を算定するものであり、この基本的な考え方に立脚する限りにおいて、実際の

指定電気通信設備に限定せず、現在の固定電話市場において利用可能な最も低廉

で最も効率的な設備・技術を採用することが適当である。そして、今回のモデル見直

し検討に当たっては、光ファイバや無線などメタル回線以外の方法によってもサービ

ス提供が可能な設備構成を含め、技術の進展を反映した、より効率的なモデルとす

ることが適当 27である。 

 

なお、ＬＲＩＣモデルは実際にコストベンチマークとして用いることができるモデルに

すべきとのＮＴＴ東日本・西日本の意見については、上述の通り、設備構成だけでなく

                                                   
24 平成 27 年度にベンダーによる製造・販売が終了。保守期限後に故障が生じた場合は、既存装

置の集約や撤去によって捻出された物品に取り替えることで対応。 
25 更改完了の平成 28 年度から NTT 東日本・経済的耐用年数（法定耐用年数と同じ８年）が経過

した時点。 
26 例えば第七次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルでは、音声収容装置及びＩＳＤＮ収容交換機について、実際に

はメタル回線対応であるものの、き線点ＲＴで光化された加入者回線を収容可能と仮定している。

これは、加入者回線を光化するき線点ＲＴが、ＮＴＴ東日本・西日本の他では諸外国を含め導入

例のない設備であることによる。 
27 「モデル検討における基本的事項についての考え方」（以下「基本的事項」という。）の「１ 設

備・技術に関する想定」（モデルで提示されるネットワークは、現時点で利用可能な最も低廉で最

も効率的な設備や技術を採用） 
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費用構造も異なる点を踏まえる必要がある 28。また、第七次ＩＰ－ＬＲＩＣモデル及び第

八次ＩＰ－ＬＲＩＣモデル（以下「現行ＩＰモデル」という。）の検討において、ＬＲＩＣモデル

は「仮想的な事業者が新たにネットワークを構築した場合を想定したものであり、適用

対象事業者にモデルで示したネットワーク構成に対応することを求めるものではない」

との研究会の考え方を示しているが、本検討においてもこれは変わらない。 

 

＜移行コスト等の扱い＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、光回線による設備構成のモデルについて次の反対意

見が示された。 

・ メタルＩＰ電話のユーザを実際に光ＩＰ電話に移行させる場合、宅内端末の設置

や個別説明等の対応が必要となるところ、メタルＩＰ電話の全ユーザに対してそ

れら対応を行うことは不可能であることから、光回線モデルには問題がある。 

・ 仮に光回線モデルを含め各モデルのコスト比較を行うとしても、ユーザ対応コス

ト等をモデルへ反映すべき。 

 

ＬＲＩＣモデルは、仮想的な事業者が現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な

設備と技術でネットワークを新たに構築した場合の費用を算定するものであり、実際

の事業者の既設設備に係るコストを考慮して算定するものではない 29。そのため、過

去のモデル検討では、ＩＰ網への移行コスト等は検討の対象外であるとして、モデルの

算定対象に含めていない。今回のモデル検討に当たっても、このＬＲＩＣモデルとして

の基本的な性質は変わるものではないところ、ＩＰ網への移行コスト等は検討対象外

とする 30。ＮＴＴ東日本・西日本は上記意見において、他の事例に基づく移行コストの

試算値の提示はあったが、モデル検討として扱うべき具体的な内容の提示はなかっ

た。 

 

なお、構成員からは、モデルにおいてメタル回線をメタル回線以外の回線に置き換

え可能とするに当たり、例えば局給電機能の有無のように設備によって技術的条件

の違いがあるところ、こうした技術的条件の異なる設備への代替可能性を担保するた

                                                   
28 平成 24 年答申（第六次ＬＲＩＣモデルを用いた接続料算定）では、実網と同じ加入者交換機を

ベースとするＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルについて、実網の償却済み比率の上昇により生じる費用構

造の違い（償却済み比率が高い実網では減価償却費が小さくなる。）が指摘され、接続料算定上

この影響を補正するための措置が適用された。ＩＰ－ＬＲＩＣモデルでは、この償却済み比率を用い

た補正措置は適用していないところ、仮に設備構成を実網ベースにしたとしても、費用構造の違

いによるコスト算定への影響が生じることが想定される。 
29 基本的事項「５ 算定条件の中立性」（モデルは、仮想的な事業者が現時点で利用可能な最も

低廉で最も効率的な設備と技術でネットワークを新たに構築した場合の費用を算定するものであ

り、モデルで想定するネットワークは、特定の事業者の設備構成を前提とせず、合理的、一般的

な仕様の機器を効率的に組み合わせたものとする。） 
30 これをもってプライシングの検討における移行コストの扱いは否定されない。 
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めの評価方法の精緻化について、将来的な課題としてはどうかとの意見があった。 

 

※ 局給電の扱いについては「４．１．３ モデルで具備すべき機能」で記載。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① メタルＩＰ電話は光ＩＰ電話に置き換え可能とする。 

• メタルＩＰ電話は光ＩＰ電話に置き換え可能とする。置き換えの可否はモデル

内の経済比較による。（ＫＤＤＩ） 

• モデルのシンプル性等の観点から、収容局単位で経済比較を行い、メタル

回線と光回線のいずれかを選択する。（ソフトバンク） 

② メタル回線以外の加入者回線によるサービス提供は、加入者宅内設備の設

置等ユーザへの影響が大きいことから、モデル化の対象とすべきでない。（Ｎ

ＴＴ東日本・西日本） 

 

【主な意見】 

＜ＬＲＩＣモデルにおいてメタル回線以外の加入者回線による設備構成を想定すること

の妥当性＞ 

○ メタル回線か光回線かは、コスト比較によって選択すべき。（ＫＤＤＩ） 

○ ＩＰ網への移行後を見据えオール光化が厳しいことからメタル回線を残す選択をし

た実情を踏まえるべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 設備を新たに構築するというＬＲＩＣモデルの考え方は、アクセス回線が大きく変わ

らないことを前提にしているのではないか。実際のサービスでは、数年前から加入

者への事前通知等を行って来ているところ、そうした加入者対応等、実網とモデル

の前提の違いを考慮してもよいのではないか。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ モデルで算定された値は、経営効率化を促すためのコストベンチマークであるべ

き。そのため、モデルにおける設備構成等は実際に実現可能なものとする必要が

あり、加入者回線収容装置以下の設備構成は、メタル回線による既存のＰＳＴＮモ

デルの設備構成にすべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 新規調達できないメタル回線収容装置を採用するモデルはサステナブルと言える

のか。ＩＰ網へ移行を進める実網の設備構成として否定はしないが、モデルは将来

的にどうあるべきかという観点から検討すべき。（有識者） 

○ メタルＩＰ電話は、償却済みの設備が多くあり、それを使うことで安価にサービス提

供できるという経営判断と推測。（有識者） 
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＜移行コスト等の扱い＞ 

○ 平成１４年答申（第二次ＬＲＩＣモデルを用いた接続料算定）では、ＬＲＩＣ方式で算

定された値は「既存事業者にとってある種の目標値としての意味をもち、その実現

に向けて経営効率化の取組みを行うインセンティブを与えるものである」との記載

がある。ＮＴＴ東日本・西日本が実際に目指すことができるかという観点からも、移

行コストについて考慮してもらいたい。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ メタルＩＰ電話のユーザを実際に光ＩＰ電話に移行させる場合、宅内端末の設置や

個別説明等の対応が必要となるところ、メタルＩＰ電話の全ユーザに対してそれら対

応を行うことは不可能であることから、光回線モデルには問題がある。仮に光回線

モデルを含め各モデルのコスト比較を行うとしても、ユーザ対応コスト等をモデルへ

反映すべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 局給電や移行コスト等、必須ではないが望ましい機能が他の分野ではどのように

扱われているか。例えば、入札における総合評価方式のように、必須機能は基礎

点、望ましい機能は加算点を与えることも考えられ、そうした仕組みをＬＲＩＣモデル

に導入することも考えられる。ただし、基礎点と加算点の割合など納得し得る具体

的な数字を与えるのはなかなか困難であるところ、将来課題としてはどうか。（有識

者） 

○ ＬＲＩＣモデルは、仮想的な事業者が効率的な設備と技術でネットワークを新たに

構築した場合の費用を算定するのであり、移行に係るコストや時間を扱うのはなじ

まない。（有識者） 

○ 現実にＩＰ網へ移行する工程は世界初であり、電話網移行円滑化委員会の設置

や顧客への周知など膨大なエネルギーやコストがかかっているのも確か。ＩＰ網へ

の移行に際して、金額的に参考となるような数値があれば説得力は増すが、例え

ばユーザ対応といった作業をどの程度金額に換算できるかという課題も現実問題

としてあるのかもしれない。（有識者） 

○ サービスの内容によって対応時間やコストは変わる。例えば、非常に優秀な社員

が説得した場合にどの程度時間を要するか定量的に示すのは難しい。（ＮＴＴ東日

本・西日本） 

○ 移行コストに係る議論と局給電機能に係る議論とは分けて考えるべき。ただし結

論はすぐには出そうにないという印象。（有識者） 
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 モデルで具備すべき機能 

 

現行ＩＰモデルと同様、事業用電気通信設備規則の規定をモデルで具備すべき機

能とし、モデルの算定対象とする。 

 

その他の提供機能（時報（１１７）、天気予報（１７７）、電報（１１５）、ナンバー・ディス

プレイ、ピンク電話（硬貨収納等信号送出機能）等）については原則として具備すべき

機能とはせず、モデルの算定対象外とする。ただし、番号ポータビリティ等のアンバン

ドル機能や、事業者間精算機能等の接続に必要な機能については、具体的な提案

があれば検討可能とする。（表４－２） 

 

表４－２ モデル化の対象機能 

サービス 内容 対象の扱い 

モデルで具備

すべき機能 

・ 事業用電気通信設備規則 

（緊急通報（第 35 条の 2）、局給電（第 27 条）、災害時優

先通信（110、118、119）（第 35 条の 2 の 2） 等） 

モデル算定対

象 

モデルで具備し

ない機能 

・ 次のアンバンドル機能 

番号ポータビリティ、優先接続機能、番号案内機能 

等 

・ 接続に必要な次の機能 

事業者間精算機能 

原則として算

定対象外 

（具体的な提

案があれば 

検討可能） 

・ ＩＰ網へ移行後も提供を継続する次の機能 

時報（117）、天気予報（177）、電報（115）、ナンバー・デ

ィスプレイ、ピンク電話（硬貨収納等信号送出機能） 等 

原則として算

定対象外 

 

＜公衆電話の機能についての考え方＞ 

回線需要として扱うサービスの１つである公衆電話 31について、第七次ＩＰ－ＬＲＩＣ

モデル検討時、課金情報の伝送方法や硬貨収納信号の送出方法を検討すべきとの

意見があったが、ＩＰ網での実現方式がまだ定まっておらず、これを具備するためのコ

スト算定を検討することが困難であったことから、モデルの留意点の１つとした。 

 

その際、今後、そうした検討を行う場合には、公衆電話の運用を行うＮＴＴ東日本・

                                                   
31 現行ＩＰモデルにおけるメタル回線需要（加入電話、ＩＳＤＮ、公衆電話）では、公衆

電話は回線数全体の約１％に相当する（令和元年度接続料算定ベース）。 

36



 

 

西日本から、必要な費用項目などの情報開示が行われることが望まれるとの研究会

の考え方を示している。 

 

ＮＴＴ東日本・西日本が提供する公衆電話は独自実装によるものであり、国内の他

事業者は同様の設備によるサービス提供を行っていない。今回の検討では、ＮＴＴ東

日本・西日本から、ＩＰ網で公衆電話等の提供を可能とするためにＮＴＴ東日本・西日

本のメタル回線収容装置相当を用いる等、実網ベースの設備構成とすべきとの意見

が示された。しかし、公衆電話等の提供を制約条件に、公衆電話以外の回線需要を

含めネットワーク全体を実網の設備構成と同じにするという考え方を是とする場合、

基本的事項の「算定条件の中立性」（モデルで想定するネットワークは特定の事業者

の設備構成を前提とせず、合理的、一般的な仕様の機器を効率的に組み合わせたも

のとする）と整合しなくなるものと考えられる。 

 

ＬＲＩＣモデルでは、合理的、一般的な仕様の機器を効率的に組み合わせた設備構

成を想定するに当たり、事業用電気通信設備規則の規定による技術的条件をモデル

で具備すべき機能としている。ＮＴＴ東日本・西日本の独自仕様による公衆電話につ

いて、事業用電気通信設備規則の規定に加え具備すべき機能がある場合には、ま

ずはＮＴＴ東日本・西日本から、当該機能に係るコストの合理的なモデル化の方法等

について具体的な提案がなされる必要がある。 

 

事業用電気通信設備規則の規定に加え具備すべき公衆電話の機能として、ＮＴＴ

東日本・西日本からは次の機能が提示された。（表４－３） 

 

表４－３ IP 網における公衆電話の機能 

ＩＰ網における公衆電話の機能 （加入者回線収容装置から課金情報 32を送信する場合） 

① 課金テーブルをＣＳに配信・管理する機能 

② 課金情報をＣＳから加入者回線収容装置に送出する機能 

③ 課金情報を加入者回線収容装置から公衆端末に送出する機能 

④ 課金情報を集計・管理する機能 

                                                   
32 公衆電話の課金情報は、網側から端末側へ一方向に送信される信号であり、以下の３種類があ

る。 

・応答収納信号：着信端末の応答時またはそれに代わる課金時、加入者線交換機から発信端

末へ送出する 10 円単位の課金情報 

・通信中収納信号：着信端末の応答後、通信中に加入者線交換機から発信端末へ送出する

課金情報 

・100 円収納信号：着信端末の応答時またはそれに代わる課金時、加入者線交換機から発信

端末へ送出する 100 円単位の課金情報 
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次期ＬＲＩＣモデルでは上記機能を具備すべき公衆電話の機能とし、モデルの算定

対象とする。また、モデルへの反映 33は、各機能コストを次の設備の投資額に加算す

ることにより行う。（表４－４） 

 

表４－４ 公衆電話の機能のモデルへの反映方法 

機能 加算対象設備 モデルへの反映方法 

① 課金テーブ

ル を Ｃ Ｓ に 配

信・管理する機

能 

ＣＳ 

【①②④】 

■ＣＳソフトウェア投資額（局） 

 ＝ ＣＳソフトウェア投資額（全国）×ＣＳ投資額（局）／Σ

ＣＳ投資額（全局） 

  ＋公衆電話ＩＰ機能投資額①②④（全国）×公衆電話

回線数（局）／公衆電話回線数（全国） 

【③】 

■加入者回線収容装置投資額（局） 

 ＝ 加入者回線収容装置（ユニット部）投資額（局） 

  ＋加入者回線収容装置（ソウトウェアユニット部相当）

投資額（局） 

  ＋公衆電話ＩＰ機能投資額③（局） 

■ＨＧＷ投資額（局） ＝ ＨＧＷ（ユニット）投資額（局）＋

公衆電話ＩＰ機能投資額③（局） 

■公衆電話ＩＰ機能投資額③（局） 

 ＝ 公衆電話ＩＰ機能回線当たり単価③×公衆電話回線

数（局）※  ※メタル回線、光回線を別々に計算。 

■公衆電話ＩＰ機能回線当たり単価③ 

 ＝ 公衆電話ＩＰ機能投資額③（全国）／公衆電話回線

数（全国） 

■公衆電話ＩＰ機能投資額③（全国） 

 ＝ 公衆電話ＩＰ機能投資額③（収容装置）（全国）＋公

衆電話ＩＰ機能投資額③（ＨＧＷ）（全国） 

② 課金情報を

ＣＳから加入者

回線収容装置

に送出する機

能 

ＣＳ 

③ 課金情報を

加入者回線収

容装置から公

衆端末に送出

する機能 

メタル回線：収

容装置 

光回線：ＨＧＷ 

④ 課金情報を

集計・管理する

機能 

ＣＳ 

 

＜局給電の扱い＞ 

構成員から、加入者回線の選択ロジックによりメタル回線を光回線に置き換えた場

合の光ＩＰみなし電話で具備すべき機能として、一部の電話用設備のみに係る規定で

                                                   
33 ソフトバンクから、ＩＰ網における公衆電話の機能コスト等の提示があった。 
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ある「局給電」の扱いについては留意が必要との意見があった。 

 

事業用電気通信設備規則による局給電機能の規定は、音声サービス別に次のと

おりであり、一部の電話用設備に係る規定ではあるものの共通規定とはなっていな

い。（表４－５）【資料９】 

 

表４－５ 音声サービス別の局給電機能に係る規定 

音声サービス 
局給電機能の 

具備規定 
備考 

加入電話 

（メタルＩＰ電話） 

第２７条で規定 メタル回線であり、停電時の利用が可能 

ＩＳＤＮ なし メタル回線だが、ＩＳＤＮ用端末（ＴＡ）の多くが停

電対応しておらず停電時には利用できない 

光ＩＰ電話 なし 光回線であり、停電時には利用できない 

 

これについて、平成２２年１２月の情報通信審議会答申「ブロードバンドサービスが

全国に普及するまでの移行期におけるユニバーサルサービス制度の在り方」ではユ

ニバーサルサービスの観点から、光ＩＰ電話は、携帯電話が利用可能な世帯では停

電時にも携帯電話からの通話が可能であることや、停電時の光ＩＰ電話の利用確保

が必要な場合は端末側で停電対応機器の設置を行う等の対策をとれば一定の利用

が確保できることなどの理由から、ユニバーサルサービスとして許容できる範囲であ

るとの見解が示されている 34。これを踏まえれば、ユニバーサルサービスとしての停

電時の利用確保は必ずしも局給電のみによらず、携帯電話の利用や端末側への停

電対応機器の設置等もオプションとして想定される。 

 

異なる電話用設備の構成について経済比較を行うに当たり、こうした技術的条件

の差異をどのように扱うべきか。あくまでも事業用電気通信設備規則の規定を専らの

基準にするのであれば、電話用設備による技術的条件の差異は所与のものとする考

え方がある。これは、モデルにおいて合理的、一般的な仕様の機器を組み合わせて

ネットワークを構成できるようにするためには担保すべき考え方である。他方で、災害

等緊急時に有効な通信手段の１つである公衆電話には局給電もしくはそれに相当す

る機能が具備されている 35ように、局給電機能は必須ではないがあることが望ましい

                                                   
34 本答申の考え方に基づき、加入電話に相当する光ＩＰ電話がユニバーサルサービスの対象とし

て追加された。 
35 停電時、ディジタル公衆電話（ＩＳＤＮ）の一部機能はバッテリーによって作動（保持時間は 1.5
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機能とも言え、これについて何かしら考慮すべきとの考え方もある。 

 

これらを踏まえ、局給電に関しては、事業用電気通信設備規則の規定によらない

実質的な需要を合理的な方法でコストモデル化できる場合に、当該コストを光ＩＰみな

し電話に加算した上で経済比較等や光回線への置き換えを行うことが適当である。 

 

※ 局給電のコストモデル化については「５．２．３ 加入者回線の選択ロジック」で

記載。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜局給電の扱い＞ 

① 光みなし回線収容局における局給電機能は、モバイルバッテリーの活用を検

討する（過去にＮＴＴ東日本・西日本のひかり電話において停電対策の実績あ

り）。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

＜公衆電話の機能についての考え方＞ 

○ 公衆電話は従来のアナログインタフェースでなければサービス提供できないとい

うのでは、効率的な設備構成と言えない。ＩＰ対応の公衆電話を新たに開発した場

合のコストを含むトータルコストで比較して合理的な設備構成を選択すべき。（有識

者） 

○ ＮＴＴ東日本・西日本の公衆電話は独自実装によるものであり、ＮＣＣが提供して

いないものである。これをモデルの前提とすると、特定の事業者の設備構成に限ら

ず、合理的、一般的な仕様の機器を効率的に組み合わせたものの検討ができない。

（ＫＤＤＩ） 

○ 公衆電話の機能など、１つの機能がないから全て採用できないという議論ではな

く、それら機能を付加する場合にどの程度のコストになるのかといったコスト比較で

議論すべき。（ソフトバンク） 

○ 公衆電話等の国民生活に不可欠なサービスが提供できないというのは問題。そ

れらサービスをＩＰ網で提供可能とするため、加入者交換機をメタル回線収容装置

として活用するＰＳＴＮモデルと同様の設備構成が効率的。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

                                                   
時間程度）。 
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＜局給電の扱い＞ 

○ 光回線だから局給電なしとして、加入者宅の電源が切れた途端に電話がつなが

らないのはいかがなものか。選択ロジックでは、収容局から加入者宅内までをメタ

ル回線か光回線かの二択で考えるべきではない。例えば、メタル回線を光回線で

みなすとしても、引込みはメタル回線、ＯＮＵを宅外に設置、ＯＮＵに災害対策の機

能を持たせるとしたら、どの程度コストがかかるのか等についても検討が必要。（有

識者） 

○ 経済比較に当たり、局給電が必須な場合と停電時の利用確保がない場合との比

較がフェアな比較であるかという観点もある。（有識者） 

○ 災害緊急時の通信手段として公衆電話を無料通話解放する場合には、課金情報

は不要、ディジタル公衆電話のバッテリーも不要。局給電で通話可能となる。（ＮＴＴ

東日本・西日本） 

○ 経済比較における停電対応機器設置の要否について、公衆電話は全回線を対

象、ＩＳＤＮは不要とすることが妥当。加入電話は「加入電話に相当する０ＡＢ～Ｊ－Ｉ

Ｐ電話」における停電対策の実績を参考にできないか。（ＫＤＤＩ） 

○ 経済比較では、移行コストや顧客対応コスト、サービス全体のコストを考慮すべき。

（ＮＴＴ東日本・西日本） 
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 モデルにおける非指定設備の取り扱い 

 

＜県間伝送路＞ 

現行ＩＰモデルでは、信号網等に係る県間伝送路は他事業者の伝送路を使用する

ことを想定し、設備量算定は行わず通信設備使用料として算定することとしている。

通信設備使用料の算定に必要となる入力値は、実際に事業者が提供し調達可能な

サービスの中から最も低廉な料金を基に設定している。 

 

次期ＬＲＩＣモデルにおける相互接続局とコア局との間の県間伝送路についても、他

事業者の伝送路を使用することが想定されるという点では同様であり、設備量算定

は行わず通信設備使用料として算定する。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜県間伝送路＞ 

① ＰＯＩとコア局との間の県間伝送路コストについては、次の理由から詳細モデ

ル化はせず、トラヒック比例の単価を外部から入力値として与える。（ＫＤＤＩ、

ソフトバンク） 

• ＮＴＴ東日本・西日本は、実際網において県間伝送路を外部調達しており、

当該調達コストは大口割引等に依存するため。 

• 現行ＩＰモデルでも信号網における県間伝送路は、県間サービス事業者の

約款サービス料金を入力値にしてコストを算定しているため。 

② ＩＰ網へ移行後の県間設備にはボトルネック性はなく、非指定設備とされている

ことから、モデルの対象外とすべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 
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 モデルで考慮すべき音声サービス品質 

 

第七次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルでは、客観的なコストモデル構築の観点から、国が定める

技術基準等に基づきモデルの適否を判断することが適切であるとし、考慮すべき音

声サービス品質については、実際のＰＳＴＮの品質仕様等を基準とするのではなく、

事業用電気通信設備規則においてＰＳＴＮに適用される品質基準と同等として、０ＡＢ

～Ｊ－ＩＰ電話相当としている。 

 

次期ＬＲＩＣモデルにおいては、メタルＩＰ電話及び光ＩＰ電話を収容する一体的な固

定電話網をモデル化の対象とすることを踏まえ、モデルで考慮すべき音声サービス

品質は引き続き０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話相当とすることが適当である。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 
① 引き続き０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話相当とする（メタル回線及び光回線を想定するに

当たり、品質条件は現行通りで課題が生じないと想定されるため）。（ＫＤＤＩ、

ソフトバンク） 
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第５章 モデル見直しの詳細検討 
 
 

５．１ 加入者回線のモデル化に当たっての考え方 

 ＩＰ変換の方法 

 

＜光回線におけるＩＰ変換の方法＞ 

メタル回線以外の加入者回線として光回線をモデル化するに当たり、ＩＰ変換の方

法は大きく分けて「①加入者宅でＩＰ変換」する方法と「②き線点等でＩＰ変換」する方法

の２通りが考えられる。 

 

「①加入者宅でＩＰ変換」する場合の設備構成は、主にＦＴＴＰ（Fiber to the Premises）

であり、建物の種別（戸建て、ビル）や屋内配線の方法によって複数考えられる。 

 

戸建ての場合、一般的には光回線を宅内まで引き込み、屋内に設置するＨＧＷ

でＩＰ変換を行う方法が考えられる。ＮＴＴ東日本・西日本からは、過去に加入者宅

外壁の保安器に HGW や ONU を設置してＩＰ変換する方法について検討を行ったも

のの、 

・  加入電話であればそのまま継続利用可能だが、ＩＳＤＮの場合はアダプタ等の

機器が必要となること 

・  依然として、保安器に HGW 等を設置するための工事は必要となってしまうこと 

等の理由から実際に採用するには至っていないとの説明があった。（図５－１） 

 

 

図５－１ IP 変換の方法（戸建ての場合） 

 

ビルの場合、例えばＮＴＴ東日本・西日本の提供するフレッツ光では、光配線方

式、ＶＤＳＬ方式及びＬＡＮ配線方式の３つがある。（表５－１、図５－２） 
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表５－１ IP 変換の方法（ビルの場合） 

配線方式 内容 

光配線方式 戸建ての場合と同様に、光回線をビル内各戸まで引き込む方法。ＩＰ変換

は室内に設置するＨＧＷで行う。 

ＶＤＳＬ方式 光回線をビル内共用スペースまで引き込み、そこから各戸までは既存の

メタル回線を使用する方法。ＩＰ変換はビル内共用スペースのモデムで行

う。建物内に配線された既存の電話回線をそのまま使用できるため、古

いマンション等で用いられる。 

ＬＡＮ配線方式 光回線をビル内共用スペースまで引き込み、そこから各戸まではＬＡＮケ

ーブルを使用する方法。ＩＰ変換は室内に設置する VoIP-GW 等の宅内装

置で行う。インターネット接続サービスの契約をマンション等でまとめて行

い建物内で共用する場合に用いられる。 

 

 

図５－２ IP 変換の方法（ビルの場合） 

 

「②き線点等でＩＰ変換」する場合の設備構成は、主にＦＴＴＣ（Fiber to the Curb）で

あり、例えば路上のキャビネットにＤＳＬＡＭを設置、収容局～路上キャビネット間は光

回線、路上キャビネット～加入者宅間はメタル回線とする構成である。（図５－３） 
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国内での採用事例はあまり見られないが、英国やドイツではＡＤＳＬよりも高速化が

可能な方法としてよく用いられている。なお、現行ＩＰモデルでは、き線点において一定

の条件（距離、回線需要、コスト比較に係る条件のいずれか）を満たす場合にき線点

ＲＴによりメタル回線を光化しているが、その際にＩＰ変換は行わない点でＦＴＴＣとは異

なる。 

 

 

図５－３ IP 変換の方法（き線点等で変換する場合） 

 

この「き線点等でＩＰ変換」する場合の設備構成について、「５．２．２ 相互接続・設

備構成」で新たに採用することとした収容局設置の加入者回線収容装置を路上にも

設置するという提案があったが、次の理由から今回の採用は見送る。 

- 屋外設置の実績がなく、屋外設置に必要となる収容ＢＯＸや電源設備に係るコ

スト情報が別途必要であること 

- メタル専用線の収容ができないこと 

- 現行ＩＰモデルのき線点ＲＴに代えて加入者回線収容装置を設置する場合の設

置基準（回線需要のしきい値の設定等）の整理が必要であること 

このことから次期ＬＲＩＣモデルの光回線では、広く一般的に用いられている方法で

あって、より多くの設備選択が期待される①の「加入者宅でＩＰ変換」を採用することと

し、戸建て・ビルともに光回線を宅内（室内）に引き込み、宅内設置のＨＧＷでＩＰ変換

を行うこととする。 

 

なお、②の「き線点等でＩＰ変換」する場合の設備構成（ＦＴＴＣ）は、メタル回線と光

回線（ＦＴＴＨ）の間に位置するものであり、収容局設置の加入者回線収容装置よりも

安価で路上設置可能な収容装置があれば、回線需要や収容局カバーエリアの規模

等の条件によって他の方式よりもコスト優位となる可能性があるところ、引き続きの検

討課題とする。 

 

＜メタル回線におけるＩＰ変換の方法＞ 

メタル回線の場合は、現行ＩＰモデルと同様に収容局でＩＰ変換を行う。 
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■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

①  光回線の場合は、収容局にＬ３ＯＬＴ（Ｌ３機能を具備した光終端装置）、加入

者宅に対向装置としてＯＮＵ及びＴＡを設置し、宅内ＴＡからのアップリンクをＩＰ

化する。（ソフトバンク） 

②  メタル回線の場合は、現行のとおり（収容局内の音声収容装置においてアップ

リンクをＩＰ化する）。（ソフトバンク） 
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 光回線の分岐方法 

 

光回線は、スプリッタによって一芯を分岐させるシェアドアクセス方式を想定する。

（図５－４）分岐数は、局内スプリッタ（４分岐）及び局外スプリッタ（８分岐）の合計３２

分岐とする。局内スプリッタは収容局内、局外スプリッタは小区画の配線点に配置す

る。この配線点は現行ＩＰモデルにおけるメタル回線の配線点と同じとする。光回線の

配線敷設は、現行ＩＰモデルにおけるメタル回線の配線敷設のロジックを準用する。 

 

 

図５－４ シェアドアクセス方式 

 

＜配線設備等のモデル化＞ 

配線設備等のモデル化の要否は、ユニバーサルサービスコスト算定方法の考え方

によるところが大きいが、ユニバーサルサービスコスト算定の在り方については別途

検討 36することとしているところ、まずは当該検討に有用なデータの提供を可能とする

ためのモデルを考える。 

 

現行ＩＰモデルのメタル回線では、配線設備やき線設備はモデル化の対象であり必

要な設備量の算定を行うが、宅内設備や引込線設備（ビル引込みの場合を除く。）は

モデル化の対象としていない。【資料１０】 

 

こうした現行ＩＰモデルのメタル回線における考え方を踏まえつつ、次期ＬＲＩＣモデ

ルの光回線におけるモデル化の考え方は次のとおりとする。（表５－２） 

 

表５－２ 次期ＬＲＩＣモデルの光回線におけるモデル化の考え方 

設備 考え方 

宅内設備（ＨＧＷ

及びＯＮＵ） 

 光ＩＰ電話ではＩＰ変換機能が宅内設備（ＨＧＷ）にあることを踏まえ、モ

デル化の対象とする。 

屋内配線及び引  現行ＩＰモデルでは、加入者宅について戸建かビルか個々の区別はな

                                                   
36 本研究会における主な検討事項「３．次期ＬＲＩＣモデルを用いたユニバーサルサービスコスト算

定の在り方」 
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込線 く、メタル回線における屋内配線も引込線も原則としてモデル化の対象

としていない。ただし、区画内の回線需要が一定以上ある場合には、ビ

ル引込線として設備量の算定をしている。 

 次期ＬＲＩＣモデルにおいても、加入者宅の個々の区別は想定されない

ことから、光回線における屋内配線及び引込線はモデル化の対象とし

ない。ビル引込みの場合の引込線の設備量算定は、まずは現行ＩＰモデ

ルのメタル回線と同じ小区画の需要数に基づく関数を用いることとし、

今後具体的な提案があれば見直す。その際、ビル内にＬ２スイッチを設

置し一定数に分岐可能とする。 

配線設備及びき線

設備 

 現行ＩＰモデルと同様にモデル化の対象とする。 

 

＜施設設置負担金＞ 

現行ＩＰモデルにおいて、メタル回線の施設設置負担金はユニバーサルサービス対

象コストの算定に当たり控除 37するとしている。現在、ＮＴＴ東日本・西日本の光回線

により提供する光ＩＰ電話においてこれに相当する負担金はない。このため、次期ＬＲＩ

Ｃモデルでは、メタル回線のみ引き続き施設設置負担金の控除を行うこととし、光回

線での控除は行わない。 

 

＜回線管理運営費＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本は、メタル回線や光回線を接続事業者へ提供するに当たり、

接続事業者が利用する回線の管理及び接続料の請求に係るコスト（回線管理運営

費）について「回線管理機能」として接続料を定めている。現在、この接続料は、メタ

ル回線（ドライカッパ）及び光回線（光ファイバ）ともに実績原価方式により算定したコ

ストをドライカッパ等の接続事業者が利用する回線数で除して算定している。 

 

このようにコスト回収は接続料収入によって行われており、ユニバーサルサービス

コスト算定の必要性が現時点で想定されないこと、現行ＬＲＩＣモデルにおいて回線管

理運営費はモデル化の対象となっていないことから、次期ＬＲＩＣモデルにおいてもモ

デル化の対象としない。 

 

＜光みなし回線のモデル化の対象＞ 

                                                   
37 第二次ＬＲＩＣモデル検討時、ＮＴＴ東日本・西日本が当年度の施設設置負担金受入額を当年

度に建設した加入者線路設備の価額から控除する圧縮記帳の会計処理を行っていること、ユニ

バーサルサービス対象コストを算定する上でそれを考慮することが適当であることから、施設設置

負担金は控除することで整理した。 
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光みなし回線のモデル化の対象は、光回線の考え方を準用する。ただし、施設設

置負担金の扱いについて、メタル回線を光みなし回線とした場合にも、ＮＴＴ東日本・

西日本における会計処理では依然として施設設置負担金に係る圧縮記帳を行ってお

り、ユニバーサルサービスコスト算定上、これを考慮すべきとする考え方がある。他方

で、光みなし回線のモデル化に当たって用いる入力値は、光回線によるサービス提

供実績に基づく値が想定されるところ、光回線において施設設置負担金に相当する

ものがないことから、ユニバーサルサービスコスト算定上も考慮しないとする考え方も

ある。どの考え方を採用するかは、別途、ユニバーサルサービスコスト算定の在り方

の検討の中で整理することが適当である。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① 分岐数は、局内スプリッタ（４分岐）及び局外スプリッタ（８分岐）の合計３２分岐

とする。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

② 光回線の配線は、現行ＩＰモデルのメタル回線の配線敷設ロジックを適用する。

（ＫＤＤＩ） 

③ 局内スプリッタは収容局内、局外スプリッタは小区画の配線点（現行ＩＰモデル

の配線点）に配置する。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

④ ビル引込み回線数の設備量は現行ＩＰモデルと同様、小区画の需要数に基づ

く関数により算定する（構成としては、ビル内に局外スプリッタを設置し、１加入

当たり１分岐でビル内配線することを想定）。（ＫＤＤＩ） 

⑤ ビル引込みの場合は、ビル内にＬ２スイッチを設置し分岐させる。（ソフトバンク） 

⑥ ビル引込需要は現行モデルと同様に小区画の需要数に基づく関数として数値

化する。具体的な関数はメタル回線の場合と同様とする。（ＫＤＤＩ） 

⑦ 光回線と光みなし回線とでＦＴＴＨ回線の共用は考慮しない。（ＫＤＤＩ） 
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 加入者回線の選択ロジック 

 

メタル回線・光回線の選択は、次の方法による経済比較もしくはそれに相当する比

較により行うこととする。 

・ 収容局単位での比較とする。 

・ メタル回線と光回線とで比較対象となる設備の範囲をそろえるため、収容局の

加入者回線収容装置から加入者宅の宅内設備までをその範囲とする。 

・ 比較は、音声系コストとデータ系コストを合算した按分前コストにより行う。 

・ その際、光回線においても、局給電に相当する停電時の利用確保について一

定の考慮をする。 

 

＜選択ロジックの比較対象サービス＞ 

加入者回線の選択ロジックにおいて比較対象とする音声サービスは、メタルＩＰ電

話（加入電話）、ＩＳＤＮ、公衆電話及び光ＩＰ電話とする。音声サービスの回線数割合

は、各サービスの総回線数比により設定する。 

 

＜選択ロジックの比較対象設備＞ 

加入者回線の選択ロジックにおける比較対象設備は、メタル回線と光回線の比較

条件をそろえるため、メタル回線及び光回線におけるモデル化の考え方もしくはモデ

ルに相当するコスト情報の有無等を踏まえ次のとおりとする。その他、比較に当たっ

ては原則として「５．３．２ 相互接続・設備構成」等の他の検討項目で整理した次期Ｌ

ＲＩＣモデルにおける採用条件を反映する。（表５－３） 

 

表５－３ 加入者回線の選択ロジックにおける比較対象設備 

設備 考え方 

宅内設備（ＨＧＷ

及びＯＮＵ） 

光ＩＰ電話はＩＰ変換機能が宅内設備（ＨＧＷ）にあり、比較に当たってこ

れを考慮する必要があることから、比較対象設備とする。 

屋内配線及び引

込線 

現行ＩＰモデルのメタル回線においては、屋内配線及び引込線ともにモ

デル化の対象となっていない。他方、光回線における屋内配線及び引込

線は実績原価方式に基づく接続料が定められているところ、メタル回線

において条件をそろえることが可能な適切なコスト情報が得られる場合

は、選択ロジックに限り比較対象設備とする（この場合、ビル引込は考慮

しない）。ただし、「５．１．２ 光回線の分岐方法」で光回線の配線点はメタ

ル回線の配線点と同じとしていることから、メタル回線と光回線とで引込
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線の距離をそろえる。 

配線設備及びき

線設備 

現行ＩＰモデルでモデル化の対象となっており、比較対象設備とする。 

施設設置負担金 現行ＩＰモデルにおいて、施設設置負担金はユニバーサルサービス対

象コストの算定に当たり控除することとしている。選択ロジックでは、メタ

ル回線と光回線のコスト比較の条件をそろえるに当たり、そもそも施設設

置負担金に係るユニバーサルサービス対象コスト算定上の整理を適用

する必要がないところ、施設設置負担金の控除は行わない。 

回線管理運営費 メタル回線及び光回線ともに、現行ＩＰモデルではモデル化の対象とな

っていないが、実績原価方式に基づく接続料が定められているため、こ

れを用いて比較対象とする。ただし、この接続料は、接続に係る管理等コ

ストをドライカッパ等の接続利用回線数で除して算定しているところ、これ

は値の性質として専ら接続に係るものであるため、総回線数のうち接続

利用回線数相当のみを加算 38する。 

 

上記を踏まえ、加入者回線の選択ロジックにおける音声サービス別のモデル化の

対象は次のとおりとする。（表５－４） 

 

表５－４ 加入者回線の選択ロジックにおける音声サービス別のモデル化の対象 

 メタルＩＰ 

電話等 

光ＩＰみなし 

電話 
光ＩＰ電話 

宅内設備 

（ＩＳＤＮ除く） 

ＨＧＷ － 対象 対象 

ＯＮＵ － 対象 対象 

停電対応機器 表５－５に記載 

宅内設備 

（ＩＳＤＮ） 

ＴＡ 対象 対象 － 

ＤＳＵ／ＯＮＵ 対象 対象 － 

停電対応機器 表５－５に記載 

屋内配線 対象 対象 対象 

                                                   
38 メタル回線と光回線の比較条件をそろえることを目的として、この接続料を全ての回線に加算す

ることは適切とは言えない。 
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引込線 対象 対象 対象 

回線管理運営費 対象 対象 対象 

局外スプリッタ － 対象 対象 

配線設備 

（光ケーブル、メタルケーブル、電

柱） 

対象 対象 対象 

き線点ＲＴ 対象 － － 

き線設備 

（光ケーブル、メタルケーブル、管

路等） 

対象 対象 対象 

局内スプリッタ － 対象 対象 

ＯＬＴ － 対象 対象 

加入者回線収容装置 対象 － － 

 

＜局給電のコストモデル化＞ 

加入者回線の選択ロジックにおいて、局給電の代替としての停電対応機器につい

ては、事業用電気通信設備規則の規定によらない実質的な需要を合理的な方法でコ

ストモデル化し、当該コストを加算した上で経済比較等及び光ＩＰ電話への置き換えを

行うことが適当である。実質的な需要に基づく停電対応機器の設置対象は次のとお

りとする。（表５－５） 

 

表５－５ 停電対応機器の設置対象 

サービス 考え方 

メタルＩＰ電話（加

入電話） 

• 加入電話において現に全ユーザを対象に局給電機能を提供している

ことだけをもって、それが実質的な需要であるとは言えない。他方で、

停電時、局給電や停電対応機器の設置以外に携帯電話による対応も

想定されることを踏まえれば、加入電話の住宅用区分のうちモバイル

端末非保有世帯相当を停電対応機器の設置対象とみなすことは、合

理的な考え方の一つと言える。 

• 停電対応機器の保持時間は、これまでの関連機器の仕様を踏まえ、

待受で３時間程度（7,500mA、3.7V 換算）以上とする。 
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ＩＳＤＮ • ＴＡの多くが停電対応していない点を考慮し、停電対応機器の設置対

象とはしない。 

• ただし、ＴＡの停電対応に関する客観的な市場データ等がある場合

は、それを考慮した上で加入電話と同様の扱いとする。 

公衆電話 • 災害等緊急時に有効な通信手段の１つという側面があることを考慮

し、第一種公衆電話は全て停電対応機器の設置対象とみなす。停電

対応機器の保持時間は、現行ＩＰモデルで採用されているき線点ＲＴの

それが 10 時間程度であること等を踏まえ、同等程度とする。 

• 第二種公衆電話は、ユニバーサルサービスの対象でないこと、需要が

比較的多く見込める場所への設置であり携帯電話等による代替手段

も想定されること等を踏まえ、停電対応機器の設置対象とはしない。 

• 特設公衆電話は、そもそも災害時等に備えて避難所等に事前設置す

るものであり、そこでの電源確保が可能であることを想定し、停電対応

機器の設置対象とはしない。 

 

＜選択ロジックで用いる入力値等＞ 

加入者回線の選択ロジックにおいて、配線設備やき線設備等の現行ＩＰモデルで既

にモデル化している設備の単価等はモデルの入力値を用いる。他方、宅内設備や屋

内配線等の現行ＩＰモデルではモデル化していない設備の単価等は新たに提案を募

り、最も低廉なものを採用する。 

 

モデル入力値のうちケーブル延長１ｋｍ当たり施設保全費は、ＮＴＴ東日本・西日本

の実績値に基づき設定しているが、メタル回線は光回線のおよそ５倍の水準となって

おり、選択ロジックの計算への影響が比較的大きい入力値の１つと言える。（表５－６） 

 

この入力値について構成員から、加入者回線の選択ロジックにおいてメタル回線

から光回線への大幅な置き換えがある場合、それによって施設保全費のメタル回線

と光回線との費用配賦のバランスが変わるとすれば、試算で用いるケーブルの延長

１ｋｍ当たり施設保全費に影響があるのではないかとの指摘があった。 
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表５－６ ケーブル延長１ｋｍ当たり施設保全費 

回線 
ケーブル延長１ｋｍ当たり施設保全費 

（令和２年度接続料算定ベース）39 

メタル回線 １２３，０００ ～ １６１，８３１円 

光回線 ２４，７３７ ～ ３２，５４６円 

 

その後、ＮＴＴ東日本・西日本から、モデル入力値のケーブル延長１ｋｍ当たり施設

保全費をそのまま適用すると、メタル回線に配賦されている費用のうち、メタル回線

から光回線に置き換わっても依然として必要な費用が計算に反映されなくなり、光回

線へ置き換え後のコストが過少となることから適切でないとの意見があった。 

 

モデル入力値におけるメタル回線と光回線の延長１ｋｍ当たり施設保全費は、ＮＴＴ

東日本・西日本のケーブル等保守費を基にメタル回線と光回線に分計することにより

求められている 40。 

 

ＮＴＴ東日本・西日本のケーブル等保守費は、ケーブル保守費と電柱等保守費で構

成されている。ＮＴＴ東日本・西日本は、ケーブルや電柱等に係る保守費をメタル回線

と光回線とで一括して把握しているところ、接続会計では次のとおり故障修理稼働時

間比等のコストドライバによりメタル回線・光回線それぞれへの費用配賦が行われて

いる。（表５－７） 

 

表５－７ ケーブル保守費のコストドライバ 
 

保守費 コストドライバ （参考）見直し 41前のコストドライバ 

 
ケーブル 

  

 
故障修理 故障修理稼働時間比 故障修理件数比 

 
工事の設計・施

工 

設計： ケーブル長比 

施工： 総芯線長比 

総芯線長比 

 
電柱等 契約者数比 架空ケーブル長比 

 

                                                   
39 都道府県により異なる。 
40 現行ＩＰモデルにおけるケーブルの施設保全費は、延長ｋｍ比例コストと加入者数比例コストを

合算して算定。 
41 「メタル回線のコストの在り方に関する検討会」報告書（平成 25 年５月）を踏まえた費用配賦方

法の見直し。 

55



 

 

接続会計における従来の費用配賦方法では、ケーブル保守費と電柱等保守費の

いずれもコストの大半がメタル回線に配賦されていた。その後、電柱等保守費につい

て、メタル回線から光回線への需要移行によりメタル回線の芯線使用率が低下しても

需要減少に応じたケーブル撤去が困難な状況において、メタル回線と光回線の利用

者の間で費用負担にアンバランスが生じることから、これを解消するため費用配賦方

法が見直された。見直し後は、メタル回線と光回線とでおよそ同等のコストが配賦さ

れている 42。これを踏まえると、ケーブル等保守費のうち電柱等保守費については、メ

タル回線が光回線に置き換わってもおよそ変わらないメタル回線・光回線の共通コス

トとみることができる。 

 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、 

• 選択ロジックには既存のケーブル延長１ｋｍ当たり施設保全費をそのまま用い

るのではなく、メタル回線から光回線への置き換えに応じて変化する単価を用

いるべき。 

• その単価は、メタル回線から光回線への置き換えを想定した場合のケーブル等

保守費の変動費と固定費を基に計算すべき。 

との提案があった。しかし、この提案は、既存のモデル入力値におけるメタル回線・光

回線への費用配賦の考え方と異なるものであるところ、２つの異なる費用配賦の考え

方が１つのモデルの中で混在することとなるため適切とは言えない。 

 

この考え方の整合を図るため、モデル入力値の延長１ｋｍ当たり施設保全費につ

いては、上記の接続会計における費用配賦方法の見直しやケーブル敷設に係る環

境変化を踏まえ、メタル回線・光回線への費用配賦方法を見直す 43こととし、本見直し

検討の中間報告後に継続検討すべき課題とする。中間報告に当たっては、暫定的に

現行のモデル入力値を選択ロジックに適用する。 

 

上記入力値の他、ＮＴＴ東日本・西日本からはケーブル延長１ｋｍ当たり投資額に

ついての意見があった。通常、光回線を配線する際には、既設の支持線付メタル回

線を支持体にして配線（一束化）しているところ、現行のモデル入力値におけるメタル

回線単価には支持線相当コストが含まれているが光回線単価には含まれていない、

そのため支持線相当コストを光回線単価に加算する必要があるというものである。

（図５－５、表５－８） 

                                                   
42 ケーブル保守費は、費用配賦方法の見直しはあったものの、依然としてコストの大半がメタル回

線に配賦されている。 
43 ケーブル等保守費のうち電柱等保守費は、メタル回線が光回線に置き換わってもおよそ変わら

ないメタル回線・光回線の共通コストとし、メタル回線・光回線へ配賦する費用から除く方法等が

考えられる。 
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これについても入力値に係る考え方の整合を図る必要があるため、モデル入力値

のケーブル延長１ｋｍ当たり投資額（メタル回線単価、光回線単価）の設定方法を見

直す 44こととし、中間報告後に継続検討すべき課題とする。中間報告に当たっては、

暫定的に現行の光回線単価に支持線相当コストを加算して選択ロジックに適用する。

ただし、この支持線相当コスト加算後の光回線単価は次の理由から過大となる可能

性が高い点に留意する必要がある。 

• 光回線単価に加算するものとして提案のあった支持線相当コストは、メタル回

線単価における支持線相当コスト（一体的に敷設）と同額でないこと。 

• 光回線は一般的に複数のケーブルを一束化して配線するため、支持線相当コ

ストを支持線当たりの平均ケーブル本数で除する等の補正が必要であること。 

• 光回線単価へ加算する場合は光ケーブルの経済的耐用年数が適用されるた

め、メタル回線の場合よりも減価償却費が割高となること。 

 

 

図５－５ 一束化のイメージ 

 

表５－８ 現行ＩＰモデルにおける入力値（ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額） 

ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額 支持線相当コスト 

メタル回線 含まれている 

光回線 含まれていない 

 

＜ベンチマーク＞ 

モデル簡素化の観点からは、モデルの中で収容局ごとに経済比較の計算を都度行

うのではなく、モデルの外での試算結果に基づきベンチマークを設定し、これを用い

てモデルの中で光回線への置き換え判断を行う方法の採用が望ましいと言える。次

期ＬＲＩＣモデルでは、光回線でサービス提供可能な設備構成を新たにモデル化する

ところ、加入者回線の選択ロジックによりどのような場合に光回線への置き換えを行

うのか見通しをよくするという観点からもベンチマークを設定することとする。 

                                                   
44 ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額のうち支持線相当コストは、メタル回線が光回線に置き換わっ

てもおよそ変わらないメタル回線・光回線の共通コストとし、回線単価から切り離す方法等が考え

られる。 
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ベンチマークの指標には、収容局における光地域ＩＰサービス需要の有無や回線需

要の規模（収容回線数、需要密度）などが考えられる。ベンチマーク設定のための試

算では、まず収容局における光地域ＩＰサービス需要の有無に着目し、次のとおり比

較オプションを設定する。（図５－６） 

 

なお、ＮＴＴ東日本・西日本から、光回線をメタル回線に置き換えるオプションも設定

すべきとの意見があったが、選択ロジックにおける比較は、音声系コストとデータ系コ

ストを合算した按分前コストにより行うところ、メタル回線による光地域ＩＰデータサービ

スの提供は想定されないため当該オプションの設定は行わない。 

 

 
図５－６ 光地域ＩＰサービス需要の有無による比較オプション 

 

ベンチマーク設定のための試算では、一つの収容局における収容エリア面積（例 

２５ｋｍ２）及び収容回線数（例 ３０千回線）をパラメータとし、置き換え「あり」と「なし」

についてコスト比較 45を行う。 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、試算の条件について次の意見があった。 

• き線設備： メッシュ中央にき線点を設定しているところ、ケーブル設備量が過

大 46となるため、現行ＬＲＩＣモデルと同じメッシュ境界線上に設定すべき。 

• 需要分布： ８分割エリアにおける８区画のうち４区画に配線点を配置していると

ころ、ケーブル設備量が過大となるため、現行ＬＲＩＣモデルにおける需要分布

データを踏まえて配線点（需要分布率２３％、８区画のうち２区画）を配置すべき。

                                                   
45 試算では、主要費目として減価償却費及び施設保全費により評価。 
46 概してケーブルのコストウェイトが大きくなると、設備単価の高いメタル回線の方が光回線よりも

高コストとなりやすい。 
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また、配線パターンは１種類ではなく６種類（計２８パターン）を加重平均して適

用すべき。 

 

三菱総合研究所からは、き線設備の条件設定は選択ロジックの試算における簡略

化の１つであり、き線設備の簡略化によって設備量は増加するが逆に設備量が減少

する簡略化（４次メッシュを考慮しない、需要なし・道路なしメッシュを考慮しない等）も

行っているため、ＮＴＴ東日本・西日本意見のみを反映することはバランスの観点から

適切でないとの意見があった。（図５－７） 

 

 

図５－７ 試算条件（き線設備）47 

 

また、需要分布について三菱総合研究所からは、試算においてメッシュ需要が一

定数を下回る場合に配線設備量を縮小する仕組みを既に導入済みであること、実際

のモデル（３次メッシュだけでなく４次メッシュを含む）の需要分布率は２３％よりも大き

くなることから、ＮＴＴ東日本・西日本意見を重ねて反映する必要はないとの意見があ

った。（図５－８） 

 

ＮＴＴ東日本・西日本の上記意見については、試算条件として不適切と言えるもの

ではなく、また、他の条件も合わせて考えた場合にメタル回線・光回線のどちらかに

偏った条件とも言えないことから、選択ロジックの試算への反映は見送る。なお、需要

分布の配線点パターンの適用方法について見直す必要があるという場合には、ＮＴＴ

東日本・西日本から、それが試算に与える影響について具体的な提示がなされる必

要がある。 

 

 

                                                   
47 図は収容エリア面積２５ｋｍ２の場合。 
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図５－８ 試算条件（需要分布） 

 

現行ＩＰモデルの走行結果に基づく収容局の収容エリア面積分布をみると最頻値１

７ｋｍ２ 、中央値２０ｋｍ２、平均値２４ｋｍ２となる。これを踏まえつつ、試算では収容エ

リア面積９ｋｍ２、１７ｋｍ２、２５ｋｍ２、３７ｋｍ２の４パターン 48について、収容回線数によ

る置き換えのしきい値を計算した。結果は次のとおり。（表５－９、図５－９） 

 

表５－９ 収容回線数による置き換えのしきい値 

収容エリア

面積 

光地域ＩＰサービス需要ありのしきい

値（収容回線数） 

光地域ＩＰサービス需要なしのしきい

値（収容回線数） 

９ｋｍ２ ２０千回線以下は光回線へ置き換え ５千回線以下は光回線へ置き換え 

１７ｋｍ２ ４４千回線以下は光回線へ置き換え １０千回線以下は光回線へ置き換え 

２５ｋｍ２ ６６千回線以下は光回線へ置き換え １４千回線以下は光回線へ置き換え 

３７ｋｍ２ ９３千回線以下は光回線へ置き換え ２０千回線以下は光回線へ置き換え 

 

                                                   
48 試算における収容エリア面積はメッシュ配置の都合から、９（＝３×３）ｋｍ２、１７（＝４×４＋１）ｋ

ｍ２、２５（＝５×５）ｋｍ２、３７（＝６×６＋１）ｋｍ２で設定。 
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図５－９ 現行ＩＰモデルの走行結果に基づく収容局の収容エリア面積分布 

 

検証の結果、置き換えのしきい値は収容エリア面積におよそ比例することが確認さ

れた。現行ＩＰモデルの走行結果に基づく局別の収容エリア面積分布は、収容エリア

面積が大きい右側に裾野が広く伸びる形状となっているところ、特定の収容エリア面

積におけるしきい値を全ての収容局に適用することは適切とは言い切れない。そこで、

しきい値に対する収容エリア面積の影響をなくすため、光回線へ置き換えのしきい値

には収容回線数に代えて需要密度を用いることとする。需要密度を用いたしきい値

は次のとおり。 

 

現行ＩＰモデルの走行結果に基づく収容局の需要密度分布（メタル回線）に照らして

みると、光地域ＩＰサービス需要ありの場合は該当収容局のうち９４％が置き換え、光

地域ＩＰサービス需要なしの場合は該当収容局のうち９９％が置き換えとなり、光地域Ｉ

Ｐサービス需要の有無にかかわらず大方の収容局において光回線へ置き換えた方

がコスト優位となることが確認された。（表５－１０、図５－１０） 

 

表５－１０ 需要密度による置き換えのしきい値 

収容局 しきい値（需要密度） 

光地域ＩＰサービス需要ありの収容局 
２，５５０回線／ｋｍ２以下は光回線へ置き換え （該

当局の９４％が置き換え） 

光地域ＩＰサービス需要なしの収容局 
５４０回線／ｋｍ２以下は光回線へ置き換え （該当局

の９９％が置き換え） 
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図５－１０ 現行ＩＰモデルの走行結果に基づく収容局の需要密度分布（メタル回線） 

 

しきい値の変化による置き換えへの影響（感度分析）として、しきい値を上記の値

（ベース）から±８０％変化させた場合のそれぞれの置き換え比率は次のとおり。光地

域ＩＰサービス需要ありの場合は、しきい値をベースから６０％減とした場合に置き換

え比率への影響は１０ポイント程度、８０％減とした場合は２０ポイント程度であった。

また、光地域ＩＰサービス需要なしの場合は、しきい値をベースから６０％減とした場合

に置き換え比率への影響は１ポイント程度、８０％減とした場合においても５ポイント

程度であった。（表５－１１） 
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表５－１１ しきい値の変化による置き換えへの影響（感度分析） 

しきい値の変化率 
光回線への置き換え比率 

光地域ＩＰサービス需要あり 光地域ＩＰサービス需要なし 

－８０％ ７５％ ９５％ 

－６０％ ８５％ ９８％ 

－４０％ ９０％ ９９％ 

－２０％ ９２％ ９９％ 

０％ ９４％ ９９％ 

２０％ ９５％ １００％ 

４０％ ９６％ １００％ 

６０％ ９７％ １００％ 

８０％ ９７％ １００％ 

 

継続検討とした入力値のうちケーブル延長１ｋｍ当たり施設保全費の見直しについ

て一定の仮定 49のもとにしきい値へ反映すると、光地域ＩＰサービス需要ありの場合は

１，９７０回線／ｋｍ２以下（ベースの２３％減）、光地域ＩＰサービス需要なしの場合は２

４０回線／ｋｍ２以下（ベースの５６％減）となる。上記の感度分析に照らしてみると置

き換えへの影響はいずれも１～２ポイント程度であることが想定される 50。 

 

以上を踏まえ、加入者回線の選択ロジックにおけるベンチマークは、光地域ＩＰサー

ビス需要ありの収容局はメタル回線及び光回線の合計が２，５５０回線／ｋｍ２以下で

置き換え、光地域ＩＰサービス需要なしの収容局はメタル回線が５４０回線／ｋｍ２以下

で置き換えとする。ただし、このしきい値は中間報告に当たっての暫定値とし、中間報

告後に延長１ｋｍ当たり施設保全費等のモデル入力値の考え方の見直しを行った上

で、値を確定させることとする。 

 

なお、この選択ロジックにおける試算は、ＬＲＩＣモデルにおける入力値等条件のも

とに行ったものであり、また、置き換え先となるメタル回線以外の加入者回線による設

備構成は具体的な提案のあったもの（光回線による設備構成）に限られるため、この

試算結果をもって、特定の事業者のネットワークの在り方を示すものではない。 

 

                                                   
49 ケーブル等保守費のうち電柱等保守費について、メタル回線が光回線に置き換わっても変わら

ないメタル回線・光回線の共通コストとし、メタル回線・光回線へ配賦する費用から除くと仮定。 
50 ＮＴＴ東日本・西日本による選択ロジックの試算条件への意見のうちき線設備に係るものは継続

検討の対象としていないが、仮にこれをしきい値へ追加的に反映すると、概算で光地域ＩＰサービ

ス需要ありの場合は１，８６０回線／ｋｍ２以下（ベースの２７％減）、光地域ＩＰサービス需要なしの

場合は１９０回線／ｋｍ２以下（ベースの６５％減）となる。 
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■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① メタル回線・光回線の選択は、収容局単位の経済比較により行う。（ＫＤＤＩ、ソ

フトバンク） 

② 経済比較の前提条件として、メタル回線と光回線とで設備範囲が概ね同等と

なるように条件を揃える（中継設備、配線、宅内）。（ＫＤＤＩ） 

③ 経済比較は、音声系コストとデータ系コストを合算したトータルコストで評価。

（ソフトバンク） 

＜選択ロジックの比較対象設備＞ 

① 宅内設備はＯＮＵ、ＨＧＷ及び停電対応機器とする。ただし、ＩＳＤＮの宅内設

備（ＤＳＵ／ＯＮＵ、ＴＡ）は、メタル回線と光回線とで同等とみなし考慮しない。

（ＫＤＤＩ） 

② 宅内設備の経済的耐用年数は、法定耐用年数（６年）51を採用する。（ＫＤＤＩ） 

③ 引込線（ビル引込みを除く。）及び屋内配線は、メタル回線と光回線とで同等と

みなし考慮しない。（ＫＤＤＩ） 

＜局給電のコストモデル化＞ 

（加入電話） 

① 現在、加入電話で全ユーザに局給電機能を提供しているため、停電対応機器

の設置対象は全ユーザとする。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

② 住宅用はモバイル非保有世帯のみに限り設置対象とする（緊急時の通信手

段確保の観点から）。事務用は設置対象外とする（法人向け通話用途が主で

あり、個人の安否確認等の連絡用ではないため）。（ＫＤＤＩ） 

（ＩＳＤＮ） 

① 加入電話と同様、停電対応機器の設置対象は全ユーザとする（DSUの中には

局給電にて通信を可能としている機種も存在するため）。（ＮＴＴ東日本・西日

本） 

② 停電対応機器の設置対象外とする（現実の網においても、ＴＡは局給電で電

力が供給されておらず停電時は通話不可なため）。（ＫＤＤＩ） 

（公衆電話） 

① 街頭公衆電話だけでなく特設公衆電話についても、ＶＧ及びその電源確保を

行う。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

② 「第一種公衆電話機」は、電気通信事業法施行規則により設置が義務付けら

れており、災害時無料電話や緊急時の通信手段として社会的に重要と考えら

                                                   
51 事務機器及び通信機器／電話設備その他の通信機器／デジタル構内交換設備及びデジタル

ボタン電話設備 
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れるため、停電対応機器の設置対象とする。（ＫＤＤＩ） 

③ ユニバーサルサービスである第一種公衆電話を設置対象とする（第二種公衆

電話については携帯電話等の代替手段も見込まれる可能性が高いため設置

対象外）。（ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

＜選択ロジックの比較対象設備＞ 

○ これまでのモデル見直し検討のように特定可能なコストは全て算入する方法だと

モデルが複雑となる。今回のモデル見直し検討において追加した簡略化の観点も

踏まえれば、正確性と簡便性のバランスで判断すべき。（三菱総合研究所） 

○ 例えば引込線はメタル回線と光回線とでユーザ料金が異なる。簡易化も否定しな

いが、重要性の観点からは、まず入れるべきものを全て入れた上で不要と分かっ

たものを外すべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

＜局給電のコストモデル化＞ 

○ メタル回線では局給電を前提にサービス提供しているため、機器が局給電に対

応しているかどうかユーザは意識していない可能性が多分にある。（ＮＴＴ東日本・

西日本） 

○ 局給電のみでは使用できない機器もある。実態を踏まえ、現在どのような場合に

局給電が活用されており、どの範囲をカバーする必要があるのかという観点で、現

実的な着地点を検討すべき。（ＫＤＤＩ） 

○ 極論すると局給電の実質的な需要は分かりかねる。局給電は、ユーザとの間で

約束したサービススペックであり、提供しないことは不可能。局給電は必須要件で

あり、ＬＲＩＣモデルにおいて効率化を図るべきものなのか疑問。（ＮＴＴ東日本・西日

本） 

○ 特設公衆電話は、災害時等に備えて事前設置するもの。よって、特設公衆電話

を設置する避難所等に電源がなく、停電時に局給電がないと特設公衆電話を使用

できないといった運用は考え難い。特設公衆電話と第一種公衆電話とでは扱いを

分けるべき。（ＫＤＤＩ） 

＜選択ロジックで用いる入力値等＞ 

○ 加入者回線の選択ロジックにおいてメタル回線から光回線への大幅な置き換え

がある場合、それによって施設保全費のメタル回線と光回線との費用配賦のバラ

ンスが変わるとすれば、試算で用いるケーブルの延長１ｋｍ当たり施設保全費に影

響があるのではないか。（有識者） 

○ モデル入力値のケーブル延長１ｋｍ当たり施設保全費をそのまま選択ロジックの

試算に適用すると、メタル回線に配賦されている費用のうち、メタル回線から光回

線に置き換わっても依然として必要な費用が計算に反映されなくなり、光回線へ置

き換え後のコストが過少となることから適切でない。接続会計の保全費を基にメタ
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ル回線を全て光回線に置き換えた場合の変動費・固定費を考慮した値を用いるべ

き。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ モデル検討の過去経緯として、ケーブルの施設保全費には既に延長ｋｍ比例コ

ストの他、加入者数比例コストや都道府県当たりの固定費も想定されている。ケー

ブル延長１ｋｍ当たり施設保全費の話は、モデルの問題というよりは、入力値にど

のような値を設定するかの問題。（三菱総合研究所） 

○ 選択ロジックの試算に用いる架空光ケーブルの投資単価については、支持線と

するつり線に係る投資額も見込むべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

＜ベンチマーク（ベンチマークの設定）＞ 

○ コスト算定モデルなので簡便性以上に正確性を重視すべき。（ＮＴＴ東日本・西日

本） 

○ ベンチマークの採用は、どのような場合にアクセス回線としてメタル回線が選択さ

れるのか、あるいは光回線が選択されるのか、見通しをよくするというメリットもある。

選択ロジックをモデルに組み込む場合、正確性は増すがブラックボックスとなってし

まう。（ＫＤＤＩ） 

＜ベンチマーク（比較オプション）＞ 

○ 選択ロジックの試算は、各収容局における光地域ＩＰサービス需要の有無によら

ず、 まずは（光ＩＰ電話を含まない）固定電話のみを対象に「オールメタル」と「オー

ル光」の２パターンの比較を行うべき。光ＩＰ電話を回線需要に含む場合においても、

光ＩＰ電話をメタル回線で提供することを想定し、「オールメタル」、「光＋メタル」、

「オール光」の３パターンの比較を行うべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 音声系サービスとデータ系サービスによるトータルコストでの効率化を志向すると

しても、それによって音声系コストが非効率的になることは認めるべきでない。その

ため、光ＩＰ電話を回線需要として見込まないパターンにおいて、固定電話のみによ

る音声系コストのみの比較評価も行うべき。（NTT 東日本・西日本） 

＜ベンチマーク（試算の条件）＞ 

○ 選択ロジックの試算では、メッシュ中央にき線点を設定しているところ、ケーブル

設備量が過大となるため、現行ＬＲＩＣモデルと同じメッシュ境界線上に設定すべき。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ ８分割エリアにおける８区画のうち４区画に配線点を配置しているところ、ケーブ

ル設備量が過大となるため、現行ＬＲＩＣモデルにおける需要分布データを踏まえて

配線点（需要分布率２３％、８区画のうち２区画）を配置すべき。また、配線パターン

は１種類ではなく６種類（計２８パターン）を加重平均して適用すべき。（ＮＴＴ東日

本・西日本） 

○ メタル回線と光回線の構成比がしきい値に影響を与えることが簡易な検証により

確認できた。加入者回線の選択に用いるベンチマークについては、ベンチマークの

採用可否や具体的な指標、しきい値の水準も含め、引き続き検討すべき。（ＮＴＴ東
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日本・西日本） 

＜ベンチマーク（継続検討）＞ 

○ 選択ロジックで用いる入力値の考え方の見直しによってしきい値が影響を受ける

ことを考えると、しきい値を暫定値とするかどうかは、光地域ＩＰサービス需要「あり」

と「なし」とで条件をそろえた方がよいのではないか。（有識者） 

○ 継続検討によりしきい値を暫定値とする場合、その継続検討の対象は明確にして

限定的なものとすべき。（有識者） 

○ 感度分析において入力値の見直しによる影響が小さければ、それを確認した段

階でしきい値を確定するという考え方もあり得る。（有識者） 
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５．２ ネットワーク構成についての考え方 

 ネットワーク構成 

 

ネットワーク構成は次のとおり、収容局、コア局及び相互接続局による構成とする。 

・ 収容局は現行ＩＰモデルと同様、全国７，１５６箇所に設置。 

・ コア局は現行ＩＰモデルと同様、全国１００箇所（各都道府県２箇所程度）に設置。 

・ 相互接続局はメタルＩＰ電話のＰＯＩビルと同様、東京・大阪の２箇所に設置。 

・ モデルにおける局舎位置は、引き続きスコーチド・ノードの仮定を採用。 

 

＜収容局のコア局への帰属方法＞ 

収容局は２つのコア局に帰属し、中継区域（以下「ＺＡ」という。）内のコア局間はコ

ア局間渡り伝送路で接続する。 

 

＜コア局の相互接続局への帰属方法＞ 

コア局は東京・大阪の２つの相互接続局に帰属し、相互接続局間は相互接続局間

渡り伝送路で接続する。（図５－１１） 

 

 

図５－１１ ネットワーク設備構成イメージ 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① 収容局、コア局及び相互接続局による構成とする。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

② 選択ロジックにおいて、メタル回線と光回線とは同じ条件で比較することが望

ましい。そのため、収容局の設置場所は、加入者回線の種類によらず同じとし、

スコーチド・ノードの仮定を採用する。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

③ 公衆電話や緊急通報等の提供を可能とするため、収容局以下はＰＳＴＮモデ
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ルの設備構成を採用する。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

④ 相互接続点は実際網で接続が予定されているＩＰ－ＰＯＩビル（東京、大阪）とす

る。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

 

＜コア局の相互接続局への帰属方法＞ 

① コア局は東京・大阪２箇所の相互接続局に帰属し、それぞれ接続する。ただし、

各コア局の制御に係る負荷は２つの相互接続局で分散させる（５０％ずつでの

運用を想定）こととし、相互接続局間は相互接続局渡り伝送路で接続する。

（ＫＤＤＩ） 

② コア局～相互接続局間の県間網は音声系トラヒックのみ疎通する（データ系ト

ラヒックは県間網を疎通するとは限らないためモデル化しない）。（ＫＤＤＩ） 

＜収容局のコア局への帰属方法＞ 

① 収容局は２つのコア局に帰属し、それぞれ接続する。（ＫＤＤＩ） 

② 各コア局に設置するＣＳは、当該コア局に収容されるメタルＩＰ電話等、光ＩＰみ

なし電話及び光ＩＰ電話を同一のＣＳで制御する（設備共用）。（ＫＤＤＩ） 

 

【主な意見】 

○ メタルＩＰ電話におけるメタル回線収容装置（加入者交換機）以下の設備構成は、

公衆電話や緊急通報を提供する必要があるために既存のままとしている。（ＮＴＴ

東日本・西日本） 

○ 新規調達できないメタル回線収容装置を採用するモデルはサステナブルと言える

のか。ＩＰ網へ移行を進める実網の設備構成として否定はしないが、モデルは将来

的にどうあるべきかという観点から検討すべき。（有識者） 

○ メタルＩＰ電話は、償却済みの設備が多くあり、それを使うことで安価にサービス提

供できるという経営判断と推測。実際費用に係る関連データをご提示いただきたい。

（有識者） 
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 相互接続・設備構成 

 

＜相互接続の方式＞ 

相互接続は東京・大阪２箇所の相互接続局で行い、相互接続方式はＩＰ／ＳＩＰ方式

とする。 

 

＜収容局の設備構成＞ 

収容局には、メタルＩＰ電話及びＩＳＤＮの回線を収容する加入者回線収容装置 52、

音声収容ルータ、Ｌ２ＳＷ、局内スプリッタ、ＯＬＴ53及び共用収容ルータ等を設置する。

（図５－１２） 

各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方は次のとおりとする。（表５

－１２） 

 

表５－１２ 各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方 

設備 機能要件 
設備量算定に当たっての 

考え方 

加入者回線収

容装置 

• メタル回線（アナログ回線及びＩＳ

ＤＮ回線）を収容しＩＰ変換 

• 各設備とは 100MbEIF で接続 

• 収容回線数等を考慮する。 

音声収容ルー

タ 

• 光地域ＩＰ需要がない場合又はコ

ア局までの経路途中に離島設備

（無線設備又は衛星通信設備）が

ある場合に設置し、各収容装置か

らのトラヒックを集線 

• 収容局に設置する各設備に接続

しＩＰパケットを転送 

• 各 設 備 と は １ Ｇ ｂ Ｅ Ｉ Ｆ 及 び

• 処理能力及びインタフェース数を

考慮する。 

• 処理能力は、一定の余裕を確保

した上で最繁時トラヒックを処理

可能なものとする。 

                                                   
52 現行ＩＰモデルでは、アナログ回線を収容する装置として音声収容装置を、ＩＳＤＮ回線を収容す

る装置としてＩＳＤＮ収容交換機を収容局に設置することとしている。今回の見直し検討では、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本及びソフトバンクから新たな装置の提案があった。現行ＩＰモデルで採用してい

る２つの加入者回線収容装置を含め比較を行い、経済効率性の観点からソフトバンク提案を採

用。 
53 現行ＩＰモデルでは、光地域ＩＰ需要は設備共用を見込むためのサービスであり、専ら光地域ＩＰ

需要に係る設備である光地域ＩＰ収容装置そのものの設備量は算定していないため、具体的な装

置は考慮していない。今回の見直し検討では新たに、ＫＤＤＩ及びソフトバンクから該当装置の提

案があった。これらについて比較を行い、経済効率性の観点からＫＤＤＩ提案を採用。 
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100MbEIF で接続 

加入者回線収

容装置用Ｌ２

ＳＷ 

• 加入者回線収容装置が３台以上

ある場合にこれらを集約し収容ル

ータに接続 

• 各 設 備 と は １ GbEIF 及 び

100MbEIF で接続 

• 処理能力及びインタフェース数を

考慮する。 

• 処理能力は、一定の余裕を確保

した上で最繁時トラヒックを処理

可能なものとする。 

局内スプリッタ 

※ 

• ４分岐 • 実装数を考慮する。 

ＯＬＴ ※ • 光回線を終端 

• 各設備とは１ＧｂＥＩＦで接続 

• インタフェース数等を考慮する。 

共用収容ルー

タ 

• 音声収容ルータを設置しない収

容局に設置。各収容装置からのト

ラヒックを集線し、音声パケットを

優先制御 

• 収容局に設置する各設備に接続

しＩＰパケットを転送 

• 各設備とは１０ＧｂＥＩＦ及び１ＧｂＥＩ

Ｆで接続 

• 処理能力及びインタフェース数等

を考慮する。 

• 処理能力は、一定の余裕を確保

した上で最繁時トラヒックを処理

可能なものとする。 

※ 次期ＬＲＩＣモデルにおいて新たに追加する設備 

 

＜コア局の設備構成＞ 

コア局にはＣＳ及び共用コアルータ等を設置する。（図５－１３） 

各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方は次のとおりとする。（表５

－１３） 

 

表５－１３ 各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方 

設備 機能要件 
設備量算定に当たっての 

考え方 

CS • メタルＩＰ電話や光ＩＰ電話の音声

呼を制御（着信番号をもとにルー

ティング先の設備を判定する等） 

• 同時接続数制限機能を有し、共

• 処理能力（一定の余裕を確保した

上で制御可能な回線数）を考慮す

る。 

• 呼の制御は、ＺＡ内の回線需要を
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用コアルータへ流入するトラヒック

を制限 

当該区域内のコア局数で等分し

て行うため、収容回線数も等分す

る。 

共用コアルー

タ 

• 網内呼（ＺＡ内）の折返し、網内呼

（ＺＡ間）、接続呼を処理 

• コア局に設置する各設備にＩＰパ

ケットを転送 

• 各設備とは１０ＧｂＥＩＦで接続 

• 処理能力及びインタフェース数等

を考慮する。 

• 処理能力は、一定の余裕を確保

した上で最繁時トラヒックを処理

可能なものとする。 

 

＜収容局～コア局間、コア局間の伝送＞ 

収容局～コア局間及びコア局間の伝送の考え方は現行ＩＰモデルと同様、次のとお

りとする。 

• 収容局～コア局間の伝送は、収容局に共用収容ルータが設置されている場合

はＣＷＤＭにより行い、それ以外の場合はＰＴＮにより行う。 

• ＺＡ内のコア局間は、ＣＷＤＭの場合は帰属する収容局の全ての音声トラヒック

と、データ系の１／２のトラヒックを同じ方法により伝送する。 

各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方は現行ＩＰモデルと同様、

次のとおりとする。（表５－１４） 

 

表５－１４ 各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方 

設備 機能要件 
設備量算定に当たっての 

考え方 

伝送装置 

（ＣＷＤＭ） 

• Ｐ２Ｐ方式で伝送。伝送容量は１０

Ｇの波長を複数重畳（１０Ｇ×Ｎ波

長） 

• 低速側は１０ＧｂＥＩＦとＳＴＭ－１ＩＦ

で接続 

• インタフェース数等を考慮する。 

伝送装置 

（ＰＴＮ） 

• リングを構成。伝送容量は１０Ｇ

及び２．４Ｇの２種類 

• 低速側は１ＧｂＥＩＦとＳＴＭ－１ＩＦ

で接続（混在ボードを装備） 

• インタフェース数等を考慮する。 

 

＜相互接続局の設備構成＞ 

相互接続局はコア局と兼用とする。 

相互接続局にはコア局に設置する設備（ＣＳ、共用コアルータ等）の他、ＳＢＣ、ＥＮ
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ＵＭサーバ及びＤＮＳサーバ等を設置する。（図５－１３） 

各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方は次のとおりとする。（表５

－１５） 

 

表５－１５ 各設備の機能要件及び設備量算定に当たっての考え方 

設備 機能要件 
設備量算定に当たっての 

考え方 

Ｇ Ｗ ル ー タ 

※ 

• 網内呼（ＺＡ間）の折返し及び接続

呼を処理 

• 相互接続局に設置する各設備にＩ

Ｐパケットを転送 

• 各設備とは１０ＧｂＥＩＦで接続 

• 処理能力及びインタフェース数等

を考慮する。 

• 処理能力は、一定の余裕を確保

した上で最繁時トラヒックを処理

可能なものとする。 

ＳＢＣ ※ • 網内・外で信号を変換 

• 複数サーバで構成される場合はＬ

２ＳＷにより集約してＧＷルータへ

接続 

• 処理能力等を考慮する。 

ＥＮＵＭサー

バ ※ 

• 電話番号をドメインへ変換 

• 複数サーバで構成される場合はＬ

２ＳＷにより集約してＧＷルータへ

接続 

• 処理能力等を考慮する。 

ＤＮＳサーバ 

※ 

• ドメインをＩＰアドレスへ変換 

• 複数サーバで構成される場合はＬ

２ＳＷにより集約してＧＷルータへ

接続 

• 処理能力等を考慮する。 

相互接続局Ｌ

２ＳＷ ※ 

• 相互接続事業者設備および GW

ルータを接続 

• 各設備とは１０ＧｂＥＩＦ及び１ＧｂＩＦ

で接続 

• インタフェース数等を考慮する。 

※ 次期ＬＲＩＣモデルにおいて新たに追加する設備 

 

＜コア局～相互接続局間、相互接続局間の伝送＞ 

コア局～相互接続局間及び相互接続局間渡りの伝送路は県間伝送路であり、設

備量は算定しない。県間伝送路に係るコストは、帯域単価（東西の実網における加重

平均）に帯域需要（音声系トラヒック）を乗じた通信設備使用料により算定する。 
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図５－１２ 収容局の設備構成 

 

 

図５－１３ コア局及び相互接続局の設備構成 

 

＜緊急通報設備（光ＩＰ回線接続方式）のモデル化＞ 

現在、緊急通報設備としては専用線接続方式及びＩＳＤＮ接続方式の２方式がある

が、今後、緊急通報を光ＩＰ回線により行う「光ＩＰ回線接続方式」への更改が順次進む

ことが想定される。これを踏まえ、次期ＬＲＩＣモデルでは、現行ＩＰモデルにおける２つ
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の方式（専用線接続方式、ＩＳＤＮ接続方式）に光ＩＰ回線接続方式を加えた３つの方

式を採用する。【資料１１】 

 

光ＩＰ回線接続方式に関し、ＮＴＴ東日本・西日本から、実網のＣＳ群に具備する機

能として次の機能が提示された。 

① 裏番号直接ダイヤル規制： 緊急通報呼表示のある呼だけを接続する機能（直

接ダイヤルの規制） 

② 発信者 ID 提供システム： 非通知発信の発信者 ID を強制取得する機能、及び

受付台の要求に応じて当該ＩＤを提供する機能 

③ 回線監視システム： 緊急通報回線に異常がないか監視する機能 

④ 一括転送機能： 災害等で２経路ともに接続が出来なくなった場合、他の受理

機関に電話を転送する機能 

⑤ つながりやすくなる５機能： 1XY 変換・通知機能、転送解除機能、着信拒否解

除機能、第三者発着信制限機能、災害輻輳時優先接続機能 

 

これら機能のうち現行ＩＰモデルで具備されておらず、追加的にモデル化の必要が

あると考えられる「①裏番号直接ダイヤル規制」については、ソフトウェア費用を「ＣＳ

ソフトウェア投資額（全国）」に加算 54する。（表５－１６） 

 

表５－１６ 実網のＣＳ群に具備する機能 

機能 
現行ＩＰモデル 

（ＣＳ）での実装 

追加的なモデル

化の要否 
備考 

①裏番号直接ダイ

ヤル規制 

なし あり • ソフトウェア費用を「ＣＳ

ソフトウェア投資額（全

国）」に加算 

②発信者ＩＤ提供シ

ステム 

あり なし • 発信者ＩＤ検索に必要な

ＷＥＢサーバは位置情報

通知サーバと共用すると

想定 

③回線監視システム なし なし • 監視機能として整理し、

具体的なモデル化の対

象とはしない 

                                                   
54 ＫＤＤＩから、「裏番号ダイヤル接続規制」機能に係るコストについて、実装上の類似機能（転送

解除機能及び着信拒否解除機能）から推計したソフトウェア費用の提示があった。 
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④一括転送機能 あり なし • 事前に設定した転送先

への転送を有効化する

機能として実装 

⑤つながりやすくな

る５機能 

   

 
１ＸＷ変換・通知

機能 

あり なし • 回線毎にホワイトリスト

で許可した発番号の通

知を可能とする機能とし

て実装 

 
転送解除機能 あり なし • 緊急通報設備で起動す

る自動呼び返し呼に対し

て、これらを実行する機

能を実装 

 
着信拒否解除

機能 

あり なし 

 
第三者発着信

制限機能 

あり なし 

 
災害輻輳時優

先接続 

あり なし • 回線毎に災害時優先登

録を行う機能として実装 

 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、光ＩＰ回線接続方式の設備構成としてアクセス異経路

による冗長構成をモデル化すべきとの意見があった。アクセス異経路による冗長構

成については、現行ＩＰモデルにおける専用線接続方式やＩＳＤＮ接続方式の設備構

成ではモデル化していない 55。また、実網におけるアクセス異経路は、緊急機関側の

実費負担を前提としてＮＴＴ東日本・西日本が個別に応じる形態が一般的であり、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本の費用負担とはなっていない。こうしたことから、現行ＩＰモデルと同

様、アクセス異経路による冗長構成はモデル化の対象としない。ただし、受付台収容

局でＯＬＴの設置台数が１台である場合には冗長性が担保されないことから、受付台

収容局ではＯＬＴの設置台数を最低２台とする。 

 

＜受付台収容局における方式の選択＞ 

受付台収容局で用いる方式は、現行ＩＰモデルと同様、受付台収容局ごとの専用線

数等の実績値を入力値として与えることにより選択する。 

ただし、受付台収容局が光みなし回線収容局である場合には、この方法で選択す

                                                   
55 緊急通報のアクセス異経路による冗長構成のモデル化はしていないが、モデルの設備構成そ

のものが安全信頼性確保の観点から可能な限り二重化・冗長構成をとることとしている。 
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ると、モデル上、緊急通報受理回線のみを収容するための加入者回線収容装置を残

さなければならないケースがあり得るところ、これは効率的な設備構成とは言えない。

そのため、受付台収容局が光みなし回線収容局である場合の緊急通報設備の方式

は、実績値によらず光ＩＰ回線接続方式を選択する。 

 

＜設備量算定等の考え方＞ 

設備量算定等の考え方は、方式別に次のとおりとする。（表５－１７） 

 

表５－１７ 設備量算定等の考え方 

方式 設備量算定等の考え方 

専用線接続方式 • 現行ＩＰモデルと同様にＦＰＴやＰＦＣＥといった固有設備の設備

量を算定する。 

• アクセス回線（専用線）については専用線料金に回線数を乗じ

て費用を算定する。 

ＩＳＤＮ接続方式 • 現行ＩＰモデルと同様に設備量は算定しない。 

• アクセス回線については、アクセス回線単価（メタル回線）に回

線数を乗じて費用を算定する。 

光ＩＰ回線接続方式 

（光みなし回線収容局

の場合を含む。） 

• 設備量は算定しない。 

• アクセス回線については、アクセス回線単価（光回線）に回線数

を乗じて費用を算定する。 

 

＜安全信頼性の確保＞ 

ネットワークの安全信頼性の確保の観点から、現行ＩＰモデルと同様、設備は可能

な限り二重化することとする。 

各設備の冗長構成は、伝送装置にＣＷＤＭを用いる場合は局間冗長構成、ＰＴＮを

用いる場合は局内冗長構成とする。（図５－１４） 
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図５－１４ 各設備の冗長構成（伝送装置にＰＴＮを用いる場合） 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜相互接続の方式＞ 

① 接続方式は、ＩＰ網移行後を見据えてＩＰ－ＰＯＩ接続方式とする。（ＫＤＤＩ、ソフト

バンク） 

＜収容局の設備構成＞ 

① メタル回線収容局には、メタルＩＰ電話とＩＳＤＮをともに収容可能な収容装置を

設置する。その場合、ＩＳＤＮの呼制御はＣＳにて行う。また、同収容装置をき

線点に設置し、現行ＩＰモデルのき線点ＲＴの代替とする。（ソフトバンク） 

② 光回線収容局には、光みなしＩＰ電話、光ＩＰ電話及び光地域ＩＰデータの回線を

収容するためのＬ３ＯＬＴを設置する。このＬ３ＯＬＴは、ＯＬＴとルータ機能を筐

体に一体化しているため、共用収容ルータには接続せず伝送装置に直接接

続する。（ソフトバンク） 

③ 公衆電話や緊急通報等の国民生活に必要不可欠な機能の提供を可能とする

ため、収容局以下の設備構成はＮＴＴ東日本・西日本のメタル回線収容装置

相当の設備及び変換装置を用いる構成とする。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

＜収容局～コア局間、コア局間の伝送＞ 

① 収容局～コア局間伝送の効率化のため、１００ＧＰＴＮを導入する（現行ＩＰモデ

ルでは２．４Ｇと１０Ｇのみ）。これによってコスト効率化が図られる場合は、収

容局における光地域ＩＰ需要の有無によらず局間伝送はＰＴＮを採用する。（ソ

フトバンク） 

78



 

 

＜相互接続局の設備構成＞ 

① 相互接続局はコア局と兼用とし、局舎タイプの選択は現行のとおり。（ソフトバ

ンク） 

② 相互接続局には、ＳＢＣ、ＥＮＵＭ及びＤＮＳを設置する。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

③ 相互接続局にＧＷルータを設置する。各音声ノード（ＳＢＣ、ＥＮＵＭ及びＤＮＳ）

はＧＷルータに接続し、各音声ノードが複数サーバで構成される場合はＬ２Ｓ

Ｗにより集約して接続する。（ＫＤＤＩ） 

④ 各音声ノードに係るＧＷルータ接続用の１０Ｇインタフェース数の考え方は次

のとおり。（ＫＤＤＩ） 

• ＳＢＣ：音声パケットを疎通するため音声系トラヒック量に応じてインタフェ

ース数を決定。 

• ＥＮＵＭ： 番号解決用の信号のみのためインタフェース数は１とする。 

• ＤＮＳ： サーバ解決用の信号のみのためインタフェース数は１とする。 

⑤ 相互接続局のＰＯＩインタフェース数は、実際網におけるＩＰ－ＰＯＩ接続の実績

値を入力値とする。（ＫＤＤＩ） 

⑥ 相互接続局のＳＢＣ等に障害があった場合は相互接続局渡り伝送路でビル迂

回することとし、それを考慮した１０Ｇインタフェース数やＧＷルータの設備量を

算定する。（ＫＤＤＩ） 

＜コア局～相互接続局間、相互接続局間の伝送＞ 

① 相互接続局渡り伝送路、コア局～相互接続局間の県間伝送路に係るコストは、

最大疎通帯域（音声系のみ）に帯域単価を乗じて算定した通信設備使用料と

する。（ＫＤＤＩ） 

② コア局～相互接続局間の県間疎通用の１０Ｇインタフェース（音声系のみ）を

中継ルータに追加する。（ＫＤＤＩ） 

＜緊急通報＞ 

① 光ＩＰみなし電話において緊急通報指令台回線・機能を収容可能とみなす（実

網において今年度末頃から指令台回線のＩＰ回線切替が順次進む予定である

ため）。（ＫＤＤＩ） 

② 光回線の場合は光ＩＰ指令台を前提とする（メタル回線の場合は現行のとおり）。

（ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

＜収容局の設備構成＞ 

○ モデルで採用する設備の比較は、モデルに具備するサービス・機能・スペック（公

衆電話や緊急通報等に係るもの）を合わせた上で、それらの提供に係る開発費を

加味して行うべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 収容装置以下の設備構成を既存のＰＳＴＮモデルと同じにするＮＴＴ東日本・西日
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本の提案は、収容局だけ切り離して比較することが困難なのではないか。そうした

前提において考察すれば、第八次ＰＳＴＮモデルが第八次ＩＰモデルよりも高コスト

であることを踏まえるとコスト構造上不適。ただし、適切な比較方法があれば、比較

することを否定するものではない。（ＫＤＤＩ） 

○ ＰＳＴＮモデルと同じ階梯構成では、ＧＣ及びＲＴまでで需要を絞るため、それより

も上の設備量は少なくなると考える。また、公衆電話の提供が可能な設備構成で

あり、その点を含め比較※すべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

※ ＮＴＴ東日本・西日本からは、収容装置以下の設備構成を既存のＰＳＴＮモデルと同じにする

提案を基に、「５．１．３ 加入者回線の選択ロジック」について次の意見あり。 

• 選択ロジックの試算において、ＮＴＴ東日本・西日本の提案と他の提案をどのように比較

するのか、その具体的な方法や比較の枠組みについて整理を図る必要がある。 

• 比較の具体的な方法案は次の通り。 

＜比較検討の考え方＞ 

⁃ 比較は、収容局階梯における設備構成の違いを踏まえれば、収容局毎ではなく、都道

府県単位などのネットワーク全体での比較が望ましい。 

⁃ 一方で、技術的・時間的制約により、都道府県単位での比較が困難なのであれば、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本の提案についても一定の仮定を置いた上で、試算の前提となって

いる加入者規模に対応した設備構成を想定し、比較評価をいただきたい。 

⁃ その際には、モデルに具備するサービス・機能・スペック等の前提（国民生活に必要不

可欠な公衆電話・緊急通報等）は合わせた上で、それらを提供するための開発費を含

め比較を行うべき。 

＜提案の前提＞ 

⁃ 収容局以下の設備構成は、現行 PSTNモデルに「変換装置」のコストを加算したものと

する。その際、償却済み比率の適用は従前の通りとする。 

⁃ 加入者交換機コストから、メタル回線収容装置で不要となる機能（呼処理部回線依存

部及び呼処理部 BHE 部）のコストを除く。 

⁃ 局設置 FRT/RT～GC 間伝送路は、中継伝送コストとして取り扱われるものであるため

対象外とする。 

⁃ 試算に必要な入力値として、変換装置の投資単価、施設保全費対投資額比率及び経

済耐用年数を提示する。その他入力値は PSTN モデルの入力値を利用可能のため新

たな提案は不要。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本提案の設備構成において、光ＩＰ回線接続方式の緊急通報を

どのように提供するのか示していただきたい。（ＫＤＤＩ） 

＜緊急通報＞ 

○ ＮＴＴ東日本・西日本が提示した、緊急通報受理回線をＩＰ網で提供するにあたっ

て具備すべき機能を基に、各社の提案モデルにおけるコスト等を算定・反映いただ

きたい。設備構成としてはアクセス異経路による冗長構成をモデル化すべき。（ＮＴ
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Ｔ東日本・西日本） 

○ 緊急通報指令台回線のモデル化は現行ＩＰモデルをベースに検討。現行ＩＰモデ

ルのＣＳから新たに追加が必要な機能（裏番号接続ダイヤル規制）について、ソフ

トウェアコストを推計。アクセス異経路は、これまでのＬＲＩＣモデルの整理との比較

からモデル化不要。（ＫＤＤＩ） 

○ ＫＤＤＩ提示の緊急通報指令台回線モデルは、提供実績があること等を理由に現

行ＩＰモデルのＣＳにより必要機能は実装済みとしているところ、機能詳細や具体的

なサービス仕様等を確認しないと、その判断は困難。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ ＮＴＴ東日本・西日本提示の機能のうち現行ＩＰモデルのＣＳで実装済みのものとし

て、例えば「発ＩＤ提供システム」※については、位置情報通知用Ｗｅｂサーバの共用

を想定。このＷｅｂサーバは現行ＩＰモデルでもモデル化されておらず、次期ＬＲＩＣモ

デルにおいても不要。（ＫＤＤＩ） 

※ 各機能について、提供実績のあるサービスの補足、機能内容に関する質問への回答あり。 
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５．３ 設備共用の範囲とトラヒック区分 

 設備共用の範囲 

＜設備共用の方法＞ 

音声系サービスとデータ系サービス（専用線サービス除く）の設備共用の方法は次

のとおりとする。（表５－１８、図５－１５） 

 

表５－１８ 設備共用の方法 
 

メタル 

回線 
光回線／戸建 光回線／ビル 

 
メタル Ｉ Ｐ

電話等 

（音声系） 

光ＩＰみな

し電話 

（音声系） 

光ＩＰ電話 

（音声系） 

光地域ＩＰ

データ 

（ デ ー タ

系） 

光ＩＰみな

し電話 

（音声系） 

光ＩＰ電話 

（音声系） 

光地域ＩＰ

データ 

（ デ ー タ

系） 

宅内 

設備 

ＨＧＷ － 専用 共用①※１ 共用① 専用 共用②※１ 共用② 

ＯＮＵ － 専用 共用① 共用① 専用 共用② 共用② 

配線 専用 専用 共用① 共用① 専用 共用② 共用② 

局外スプリッタ － 共用① 共用① 共用① 共用② 共用② 共用② 

主回線（心線） 専用※２ 共用① 共用① 共用① 共用② 共用② 共用② 

主回線（ケーブル） 専用 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 

局内スプリッタ － 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 

ＯＬＴ － 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 

加入者回線収容

装置 
専用 － － － － － － 

共用収容ルータ※３ 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 

局間伝送※３ 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 共用① 

ＣＳ 共用① 共用① 共用① － 共用① 共用① － 

ＧＷルータ 共用① 共用① 共用① － 共用① 共用① － 

※１ 共用①、共用②のそれぞれで設備を共用。 

※２ き線点で光化した場合。 

※３ 伝送装置にＣＷＤＭを用いる場合。 
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図５－１５ 音声系サービスとデータ系サービスの設備共用 

 

＜光みなし回線収容局における専用線の扱い＞ 

現行ＩＰモデルでは、加入電話等音声系サービスの設備量算定に当たり、効率的な

ネットワーク構築の観点から可能な限りデータ系サービスとの設備共用を行うことを

前提としている。メタル専用線もデータ系サービスの１つとして第一次モデルより設備

共用を見込むための対象サービスとなっている。 

 

光みなし回線収容局においては、効率化の観点からメタルＩＰ電話等と同様にメタ

ル専用線も光専用線に置き換えることとし、そのためのモデル化検討をすべきとの考

え方がある。他方で、メタル専用線はあくまでも設備共用を見込むための対象サービ

スであり、モデルの回線需要として扱うサービスでないことから、光みなし回線とメタ

ル専用線とのコスト按分が見込めないのであれば、メタル専用線を按分対象として考

慮しないとする考え方もある。 

 

次期ＬＲＩＣモデルにおいては、モデルの回線需要として扱うメタルＩＰ電話や光ＩＰ電

話のサービスのモデル化を優先させるため、まずは後者の考え方（光みなし回線収

容局ではメタル専用線を按分対象として考慮しない）を採用する。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

83



 

 

＜設備共用の方法＞ 

① 相互接続局の音声系設備（ＣＳ、ＳＢＣ、ＤＮＳ、ＥＮＵＭ）は、音声系・光回線と

音声系・メタル回線とで共用する。（ソフトバンク） 

② ＯＬＴ及び局内スプリッタは、音声系・光回線とデータ系・光回線とで共用する。

（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

③ 音声収容装置及び音声収容ルータは、メタルＩＰ電話とＩＳＤＮとで共用する。

（ソフトバンク） 

④ 主回線（光ケーブル）は、音声系・光回線とデータ系・光回線とで共用する。（Ｋ

ＤＤＩ、ソフトバンク） 

⑤ 主回線（光心線）及び局外スプリッタは、音声系・光回線とデータ系・光回線と

で共用するが、加入者宅のタイプ（戸建、ビル）別に分ける（共用しない）。（ＫＤ

ＤＩ） 

⑥ 光配線及び宅内設備（ＯＮＵ、ＨＧＷ）は、光ＩＰ電話と光ＩＰみなし電話とで分け

る（共用しない）。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

＜光みなし回線収容局における専用線の扱い＞ 

⑦ 光みなし回線収容局については、メタル専用線の需要を光地域 IＰデータの回

線需要に見込む。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

⑧ 100ＧＰＴＮを導入する場合、専用線による設備共用は考慮しない（専用線イン

タフェースを具備していないため）。（ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

＜設備共用の方法＞ 

○ 現行ＩＰモデルでは光地域ＩＰ需要は按分対象であったため全体のうち必要な部分

のみモデル化しているが、次期ＬＲＩＣモデルでは光ＩＰ電話も音声設備を共用する

ため全体をモデル化する必要がある。（ＫＤＤＩ） 

＜光みなし回線収容局における専用線の扱い＞ 

○ 現在メタル回線で提供されている専用線サービスはその特性に応じて提供され

ているもの。ＦＴＴＨは、光ファイバやＰＯＮシステムを複数のユーザで共用し、ＩＰ網

においてもベストエフォート通信とリソースを共用するものであり、専用線で求めら

れるサービス品質の確保は不可能。よって、メタル専用線サービスの需要は、光地

域ＩＰデータの回線需要に見込むべきでない。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 光みなし回線収容局において専用線との設備共用は考慮しないという検討オプ

ションもあり得る。（ＫＤＤＩ） 
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 トラヒック区分 

 

＜トラヒック区分＞ 

トラヒック区分及びそれぞれの折返し点は次のとおりとする。（表５－１９、図５－１６） 

 

表５－１９ トラヒック区分及びそれぞれの折返し点 

区分 折返し点 

網内呼（ＺＡ内） 共用コアルータ 

網内呼（ＺＡ間） ＧＷルータ 

接続呼 － 

 

 

図５－１６ トラヒック区分と折返し点 

 

トラヒック区分ごとの経由設備と経由回数は次のとおりとする。 

 

＜トラヒック区分ごとの経由設備と経由回数に関する想定＞（表５－２０） 

• コア局に設置する設備は、障害発生時、冗長構成によらず帰属収容局からの

全トラヒックを処理可能とする 

• 相互接続局に設置する設備は、障害発生時、冗長構成によらず帰属コア局か

らの全トラヒックを処理可能とする（相互接続局のＳＢＣやＰＯＩ、コア局の共用

コアルータに障害があった場合は、相互接続局間渡り伝送路で迂回可能） 

• 網内呼（ＺＡ間）は発着信の片道のみをカウントする（相互接続局及び相互接

続局間渡り伝送路の経由回数には 0.5 を乗じる） 

 

表５－２０ トラヒック区分ごとの経由設備と経由回数 
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※１ ＣＷＤＭの場合。  ※２ 設備量は算定しない。 

 

＜トラヒック算定方法＞ 

各局で必要となる設備の設備量算定は、当該局における最繁時トラヒック等を基に

行う。収容局ごとの最繁時トラヒックは、音声系最繁時トラヒックに各区分の比率（ＺＡ

内呼比率等）を乗じて算定する。（表５－２１、表５－２２、表５－２３） 

 

表５－２１ 収容局におけるトラヒック算定 

トラヒック区分 トラヒック算定方法 

音声 

網内呼 

ＺＡ内呼 
収容局ＺＡ内音声系最繁時トラヒック ＝ 音声系最繁

時トラヒック×ＺＡ内呼比率（ＭＡ） 

ＺＡ間呼 
収容局ＺＡ間音声系最繁時トラヒック ＝ 音声系最繁

時トラヒック×ＺＡ間呼比率（ＭＡ） 

接続呼  収容局接続音声系最繁時トラヒック ＝ 音声系最繁時

トラヒック×接続呼比率（ＭＡ） 

データ   収容局データ系最繁時トラヒック 

 

表５－２２ コア局におけるトラヒック算定 

トラヒック区分 トラヒック算定方法 

音声 網内呼 ＺＡ内呼 
コア局ＺＡ内音声系最繁時トラヒック ＝ Σ（収容局ＺＡ

内音声系最繁時トラヒック（帰属収容局）） 
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ＺＡ間呼 
コア局ＺＡ間音声系最繁時トラヒック ＝ Σ（収容局ＺＡ

間音声系最繁時トラヒック（帰属収容局）） 

接続呼  コア局接続音声系最繁時トラヒック ＝ Σ（収容局接続

音声系最繁時トラヒック（帰属収容局）） 

データ   コア局データ系最繁時トラヒック ＝ Σ（収容局データ系

最繁時トラヒック（帰属収容局）） 

 

表５－２３ 相互接続局におけるトラヒック算定 

トラヒック区分 トラヒック算定方法 

音声 

網内呼 

ＺＡ内呼 － 

ＺＡ間呼 
相接局ＺＡ間音声系最繁時トラヒック ＝ Σ（コア局ＺＡ

間音声系最繁時トラヒック（帰属コア局）） 

接続呼  相接局接続音声系最繁時トラヒック ＝ Σ（コア局接続

音声系最繁時トラヒック（帰属コア局）） 

データ   － ※データ系との設備共用なし。 

 

＜音声サービス別トラヒック算定方法＞ 

次期ＬＲＩＣモデルでは、メタルＩＰ電話等と光ＩＰ電話とで算定コストを分計可能とす

るため、トラヒック算定は次のとおり音声サービス別に行う。（表５－２４） 

 

表５－２４ トラヒック区分別のトラヒック算定方法 

   トラヒック区分 トラヒック算定方法（収容局） 

メ
タ
ル
Ｉ
Ｐ
電
話
等 

網内呼 

ＺＡ内呼 
当ビル発着信の網内・ＺＡ内

呼 

メタルＩＰ電話最繁時トラヒック

×メタルＩＰ電話ＺＡ内呼比率

（ＭＡ） 

ＺＡ間呼 
当ビル発着信の網内・ＺＡ間

呼 

メタルＩＰ電話最繁時トラヒック

×メタルＩＰ電話ＺＡ間呼比率

（ＭＡ） 

接続呼  当ビル発着信の接続呼 

メタルＩＰ電話最繁時トラヒック

×メタルＩＰ電話接続呼比率

（ＭＡ） 
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光
Ｉ
Ｐ
電
話 

網内呼 

ＺＡ内呼 
当ビル発着信の網内・ＺＡ内

呼 

光ＩＰ電話最繁時トラヒック×光

ＩＰ電話ＺＡ内呼比率（ＭＡ） 

ＺＡ間呼 
当ビル発着信の網内・ＺＡ間

呼 

光ＩＰ電話最繁時トラヒック×光

ＩＰ電話ＺＡ間呼比率（ＭＡ） 

接続呼  当ビル発着信の接続呼 
光ＩＰ電話最繁時トラヒック×光

ＩＰ電話接続呼比率（ＭＡ） 

 

＜ＩＰ網へ移行後のトラヒック把握＞ 

ＩＰ網へ移行後、実網では着ＣＡ（Charge Area）コードが流通しない見通しであり、距

離別トラヒックの把握ができなくなるとされている。そのため、ＺＡ内呼比率等の比率

についてはＩＰ網へ移行前の比率等から算定した代替値を用いる。（表５－２５） 

 

表５－２５ IP 網への移行後のトラヒック把握方法 

 トラヒック区分 ＩＰ網へ移行後の把握方法 

メ
タ
ル
Ｉ
Ｐ
電
話
等 

網内呼 

ＺＡ内呼 

メタルＩＰ電話ＺＡ内呼比率（ＭＡ） ＝ メタルＩＰ電話網内呼比率

（ＭＡの属するＺＡ、移行後）×光ＩＰ電話ＺＡ内呼比率（ＭＡの属

するＺＡ、移行前）） 

ＺＡ間呼 

メタルＩＰ電話ＺＡ間呼比率（ＭＡ） ＝ メタルＩＰ電話網内呼比率

（ＭＡの属するＺＡ、移行後）×光ＩＰ電話ＺＡ間呼比率（ＭＡの属

するＺＡ、移行前）） 

接続呼  メタルＩＰ電話接続呼比率（ＭＡ） ＝ １－メタルＩＰ電話網内呼

比率（ＭＡの属するＺＡ、移行後） 

光
Ｉ
Ｐ
電
話 

網内呼 

ＺＡ内呼 

光ＩＰ電話ＺＡ内呼比率（ＭＡ） ＝ 光ＩＰ電話網内呼比率（ＭＡ

の属するＺＡ、移行後）×光ＩＰ電話ＺＡ内呼比率（ＭＡの属する

ＺＡ、移行前）） 

ＺＡ間呼 

光ＩＰ電話ＺＡ間呼比率（ＭＡ） ＝ 光ＩＰ電話網内呼比率（ＭＡ

の属するＺＡ、移行後）×光ＩＰ電話ＺＡ間呼比率（ＭＡの属する

ＺＡ、移行前）） 

接続呼  光ＩＰ電話接続呼比率（ＭＡ） ＝ １－光ＩＰ電話網内呼比率（Ｍ

Ａの属するＺＡ、移行後） 
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■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜トラヒックの区分＞ 

① 網内（県内）、網内（県間）、網間の３区分とする。（ＫＤＤＩ） 

② 自網内呼・相互接続呼の２区分とする。ＩＰ網移行後は、着ＣＡ（Charge Area）

コードが流通しないため、少なくとも着信エリア別のトラヒック把握は不可能。

発信エリア別トラヒックについても技術的には把握できるものの、サービス提

供に当たって必須でないため、把握する仕組みを具備する予定はない。その

ため、網内呼（県内）と網内呼（県間）は分計しないことを前提にモデル検討を

行うことが必要。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

＜折返し点＞ 

③ トラヒック区分に応じて、網内（県内）／コア局ルータ、網内（県間）／相互接続

局ルータ、網間／相互接続局とする。（ＫＤＤＩ） 

④ 網内の折返しはコア局で行う。（ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

○ ＩＰ網への移行後を見据えるとＮＴＴ東日本・西日本も県間の音声通信呼を提供す

ること等から、県間トラヒックを考慮すべき。（ＫＤＤＩ） 

○ マイグレの議論も同時に進められているところ、これを踏まえてモデルにおけるト

ラヒックの扱いを決めるべき。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ トラヒック区分について、ＩＰ網へ移行後に取得できない値を代替的に計算するよ

りも、網内呼・接続呼のみの区分という割り切りでモデルを簡単にするというのも一

つの考え方。（三菱総合研究所） 
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 優先制御を考慮したコスト配賦 

 

ＮＧＮでは、クラス１：最優先クラス（ひかり電話等）からクラス４：ベストエフォートク

ラス（インターネット等）まで４つの品質クラスに応じた優先制御を行っているところ、

品質クラス別に共用設備に係るコストの重み付けをするための係数として新たに「Ｑｏ

Ｓ制御係数」が設定され、令和元年度接続料算定より一部設備（中継ルータ及び中

継系伝送路）のコスト算定に適用 56されている。次期ＬＲＩＣモデルでは、このＱｏＳ制

御係数の考え方を採用する。 

これに伴い、現行ＩＰモデルで適用している、音声サービスにコストの重み付けをす

るための「パケット優先係数」は適用しないこととする。（表５－２６） 

 

表５－２６ 品質クラス別の QoS 制御係数 

品質クラス 

算定条件 
ＱｏＳ制御 

係数 トラヒック比 帯域 

使用率 

帯域制御 

係数 

最優先クラス（ひかり電話等） 0.38 % 0.00076 1.20 1.26 

高優先クラス（データコネクト等） 14.09 % 0.02819 1.16 1.25 

優先クラス（フレッツ光ネクストプ

ライオ、接続事業者の０ＡＢＪ電

話等） 

0.02 % 0.00005 1.00 1.16 

ベストエフォートクラス（インター

ネット等） 
85.50 % 0.17101 1.00 1.00 

 合計 100.00 % 0.2 － － 

 

＜モデルにおけるＱｏＳ制御係数＞ 

ＱｏＳ制御係数を決定する主なファクターとしては、疎通パケット及び帯域使用率が

ある。モデルにおける帯域使用率を概算してみると、収容率（×０．８）及び伝送路・伝

送装置の冗長構成（×０．５）から最繁時トラヒックにおける帯域使用率は０．４となる。

さらに最繁時集中率を１０％と仮定すると、平均トラヒックにおける帯域使用率は０．２

弱となり、ＮＧＮにおける帯域使用率（０．２）とほぼ同等となる。そのため、モデル簡素

                                                   
56 ＮＧＮにおける４つの品質クラスと令和元年度接続料算定に用いたＱｏＳ制御係数（ＮＴＴ東日

本の場合） 
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化の観点からＮＧＮの接続料算定で用いた実績値をそのままモデルのＱｏＳ制御係

数として採用し適用する。 

 

なお、ＮＧＮにおけるＱｏＳ制御係数は、「接続料の算定に関する研究会 ＮＧＮコス

トドライバの見直しに関するＷＧ」において多様な意見があったものの、ＮＧＮの接続

料算定における具体の条件の下に合意がなされた経緯がある 57。これを踏まえれば、

仮にモデルの帯域使用率とＮＧＮの帯域使用率が大きく乖離するような場合は、モデ

ルにおけるＱｏＳ制御係数の適用は必ずしも適当とは言えない点に留意する必要が

ある。 

 

＜ＱｏＳ制御係数の適用対象＞ 

ＮＧＮの接続料算定では、ＱｏＳ制御係数の適用対象は中継ルータ及び中継系伝

送路であり、共用収容ルータは対象となっていない。現行ＩＰモデルにおける共用収容

ルータは、音声系サービスとデータ系サービスとで設備共用を行い、また、トラヒック

によって算定設備量が変わるロジックとなっている。このため、モデルにおけるＱｏＳ

制御係数の適用対象は、共用コアルータ、中継系伝送路設備及び共用収容ルータと

する。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① ＱｏＳ制御係数のモデルにおける取り扱いを検討。（ＫＤＤＩ） 

② パケット優先制御を踏まえた適切な係数を設定すべき。ＱｏＳ制御係数は、

2019 年度 NGN 接続料算定に用いられた算定方法を踏まえて、具体的な入力

値をモデル外で計算する。係数を決定するための算定条件は、ア．クラス数

（帯域制御係数）、イ．帯域使用率、ウ．トラヒック構成比の３つであり、モデル

に反映するに当たってのそれぞれの考え方は次のとおり。（ＮＴＴ東日本・西日

本） 

ア．クラス数（帯域制御係数）： 現実のＮＧＮの品質区分及び帯域制御係数を適用。 

イ．帯域使用率： モデル上の伝送装置・共用コアルータにおける収容率（0.8）を適用。 

ウ．トラヒック構成比： 2019 年度のＮＧＮ接続料算定に用いた予測トラヒックにメタルＩＰ電

話相当のトラヒックを加算して適用。 

③ ＱｏＳ制御係数のモデルにおける適用範囲は、共用コアルータ及び中継系伝

送路に加え共用収容ルータも対象とすべき（音声系とデータ系で設備共用して

                                                   
57 ＮＴＴ東日本・西日本が新係数の試算に用いた入力値には複数の疑義が示されたが、接続料

算定における具体的な入力値について、なお認可申請等での検討が必要とされた。 
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おり、トラヒックに応じて設備量が決まるため）。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

④ ＱｏＳ制御係数のモデルへの適用は一定の合理性があるものの、「接続料の

算定に関する研究会」でも各社各様の意見があり継続議論扱いとなっている。

暫定的に将来原価方式と同様の方法（共用コアルータ及び伝送路の按分比

率にのみ適用）とすることが適当。（ソフトバンク） 

⑤ ＱｏＳ制御係数を採用する場合、現行ＩＰモデルの「パケット優先係数」は廃止

する。（ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

○ ＮＧＮの接続料算定では網全体の品質クラス別トラヒックによりＱｏＳ制御係数を

計算している。モデル外で、モデル上の品質クラス別トラヒックにより計算してみて

はどうか。（有識者） 

○ ＱｏＳ制御係数は、疎通するパケットと帯域使用率に応じて優先制御に係るコスト

が変わるロジック。モデルでは帯域使用率に相当する値を適用して係数を計算す

る方法も考えられる。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 接続料の算定に関する研究会におけるＱｏＳ制御係数の検討では各社各様の意

見があり、なかなかまとまらなかった。こうした経緯を踏まえると、将来原価方式に

おける採用値からあまり乖離しない方がよいのではないか。（ソフトバンク） 

○ 品質区分をＮＧＮと同じ４クラスとする場合、モデル簡素化の観点からは、モデル

外での加重平均等により２クラスに集約することが望ましい。（三菱総合研究所） 
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５．４ ＴＳ／ＮＴＳコスト区分の考え方 

 ＴＳ／ＮＴＳコスト区分の考え方 

 

現行ＩＰモデルにおけるＴＳ／ＮＴＳコスト区分は、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルにおける設

備機能との類似性を基に分類を行っており、収容局に設置する収容装置の回線収容

部よりも加入者回線側をＮＴＳコストとしている。【資料１２】 

 

次期ＬＲＩＣモデルにおけるメタル回線のＴＳ／ＮＴＳコスト区分は、現行ＩＰモデルの

とおりとする。光回線の場合 58は、現行のひかり電話接続料（ＩＧＳ接続機能）における

対象範囲等の考え方を踏まえ、ＯＬＴから加入者回線側をＮＴＳコスト 59とする。（図５

－１７） 

 

 
図５－１７ ＴＳ／ＮＴＳコスト区分の考え方 

 

 

 

                                                   
58 「５．１．１ ＩＰ変換の方法」において「②き線点等でＩＰ変換」は採用していないが、この場合のＴ

Ｓ／ＮＴＳコスト区分について、き線点等に設置する加入者回線収容装置には集線機能が具備さ

れていると想定されるところ、ＴＳ／ＮＴＳコスト区分の基準が集線機能の有無である場合は、き線

点よりもコア局側がＴＳコストとなり得る。しかし、現行ＩＰモデルではＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルの設備

機能との類似性を基にコスト区分を行っており、集線機能の有無を基準としていない。このため今

後、き線点等でのＩＰ変換を検討する場合、ＴＳ／ＮＴＳコスト区分についてはＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデ

ルとの対比等から別途整理が必要である。 
59 この場合、宅内設備に具備されるＩＰ化機能のコストはＮＴＳコストに区分される。光みなし回線で

は、モデル上、メタル回線の回線需要を光回線に置き換えるため、ＩＰ化機能が収容局から加入

者宅へと移動する。これに伴い、ＩＰ化機能コストのうちＴＳコストに区分される一部コストはＮＴＳコ

ストへと区分が変わることとなる。これについて何かしら考慮する必要があるかどうかは、別途、接

続料算定やユニバーサルサービスコスト算定への影響を踏まえ、それら検討の場で改めて整理

することが適当である。 
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■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜メタル回線＞ 

① 現行のとおりとする。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

＜光回線＞ 

② ＯＬＴより加入者回線側をＮＴＳコストとする。（ＫＤＤＩ） 

③ 加入者回線部分（Ｌ３ＯＬＴのＩＦ機能部分含む。）をＮＴＳコストとする。（ソフトバ

ンク） 

 

【主な意見】 

○ 選択ロジックの結果、光みなし回線となった場合のＴＳ／ＮＴＳコスト区分の扱い

（例えばコストの付け替え要否）について整理が必要。（有識者） 
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５．５ その他 

 光ケーブルの経済的耐用年数 

 

令和元年度以降の加入光ファイバ接続料の算定（将来原価方式）に用いられてい

る光ケーブルの経済的耐用年数は、ＮＴＴ東日本・西日本の平成２９年度撤去実績に

基づく見直しにより架空２０年、地下２８年となっている。この経済的耐用年数は、「材

質・構造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による陳腐化

の危険の程度」及び光ファイバの撤去率をもとにした耐用年数の推計結果を踏まえ、

総合的に検討されたものとなっている。この撤去率をもとにした耐用年数の推計結果

は、ＮＴＴ東日本・西日本が光ケーブルとの親和性がより高いと判断した３つの関数に

よる推計結果の平均値（単純平均）を採用 60している。 

 

現行ＩＰモデルにおける光ケーブルの経済的耐用年数（架空１７．６年、地下２３．７

年）は、第七次モデル検討時に撤去法により推計したものであり、２つの確率関数（ゴ

ンペルツ関数及びワイブル分布）による推計結果の平均値（単純平均）を採用してい

る 61。 

 

また、現行ＩＰモデル検討時、電力設備（電源装置等）や空調設備の経済的耐用年

数の計算方法に係る見直しの結果、光ケーブルと同様の理由（年度によって新規取

得数にばらつきがあること）から撤去法により推計することとし、設備ごとに４つの確

率関数（ゴンペルツ関数、ロジスティック曲線、正規分布及びワイブル分布）のうち最

も決定係数が高いものの推計値を採用することとした。 

 

以上を踏まえ、光ケーブルの経済的耐用年数の計算方法としては次の３つの方法

が考えられる。 

① ２つの確率関数（ゴンペルツ関数及びワイブル分布）による推計結果の平均値

（単純平均）を採用する方法 【現行ＩＰモデルにおける光ケーブルの経済的耐用

年数の計算と同じ方法】 

② ４つの確率関数（ゴンペルツ関数、ロジスティック曲線、正規分布及びワイブル

分布）のうち最も決定係数が高いものの推計値を採用する方法 【現行ＩＰモデル

における電力設備の経済的耐用年数の計算と同じ方法】 

③ 加入光ファイバ接続料の算定（将来原価方式）に用いる光ケーブルの経済的

                                                   
60 「接続料の算定に関する研究会」第三次報告書 
61 撤去法以外の方法としては一般的に増減法及び修正増減法があるが、これまで光ファイバの新

規取得量が急速に拡大していたこと等から正確な推計が困難であるとして採用していない。 
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耐用年数の計算と同じ３つの関数による推計結果の平均値（単純平均）を採用

する方法 

 

ＮＴＴ東日本・西日本より提示のあった平成２９年度撤去実績に基づき、各方法によ

って経済的耐用年数の計算を行ったところ次のとおりとなった。（表５－２７） 

 

表５－２７ 各方法により計算した経済的耐用年数 

 方法① 方法② 方法③62 （参考）現行値 

架空 19.5 年 19.0 年 20 年 17.6 年 

地下 24.6 年 22.5 年 28 年 23.7 年 

 

方法②による経済的耐用年数は現行の方法①と大きな違いはなく、計算方法をあ

えて変更する必要性は低いと言える。他方、方法③による経済的耐用年数は、架空

では方法①と大きな違いはないものの、地下では方法①よりも長い結果となった。方

法③は、将来原価方式に基づく接続料算定で採用されている方法に基づくものであ

ることから、これをモデルに適用する場合にも一定の妥当性は認められる。また、直

近の光ケーブルの経済的耐用年数の見直しにおいて採用された考え方であり、整合

性の観点からも方法③を採用することが妥当と言える。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① ＮＴＴ東日本・西日本の２０１９年度期首会計より見直しが行われたことを踏ま

え、現行の算定方法の見直し要否を検討。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

② 将来原価方式における光ケーブルの経済的耐用年数が見直された結果、ＬＲ

ＩＣモデルで採用している値と大きな乖離が生じているため、算定方法を見直

すべき。まずは、ＮＴＴ東日本・西日本から将来原価方式における算定方法の

考え方を説明いただき、いずれの考え方を採用するのが適切か検討すべき。

（ソフトバンク） 

 

【主な意見】 

                                                   
62 接続料の算定に関する研究会（第 24 回）において、ＮＴＴ東日本・西日本の光ケーブル経済的

耐用年数の見直しに用いた３つの確率関数、計算過程及びそれらによる推計値は非開示（構成

員限り）とされているところ、便宜上、近しい値として当該見直しによる採用値を記載している。 
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○ ＬＲＩＣモデルで採用している方法で更新を行い、将来原価方式における値と依然

として大きな乖離があるのであれば算定方法の見直しが必要。（ソフトバンク） 

○ 将来原価方式で採用された値だけをそのまま採用するのは乱暴だが、何らかの

吟味は必要。（ＫＤＤＩ） 

○ 現行ＩＰモデルにおける光ファイバーのケーブル規格心数は８～１０００心となって

いるところ、例えば１０００心以上の規格など見直す余地があるのではないか。（三

菱総合研究所） 

○ ２０００心の光ケーブルは西日本でも２箇所で利用実績がある。（ＮＴＴ東日本・西

日本） 
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 新規入力値等 

 

＜新規入力値＞ 

次期ＬＲＩＣモデルにおける新規入力値は、光回線設備や相互接続局設置設備等

に係る次の値とする。（表５－２８、図５－１８、図５－１９） 

 

表５－２８ 次期ＬＲＩＣモデルにおける新規入力値 

サービス・設備 入力値 

需
要 

光地域ＩＰデータ 回線数（収容局別）、トラヒック 

光ＩＰ電話 回線数（収容局別）、トラヒック（区分別） 

ＰＯＩ 接続数（１Ｇ／１０Ｇ） 

ス
ペ
ッ
ク
・投
資
単
価 

 
光回線設備 

 

 
ＨＧＷ、ＯＮＵ 単価（ユニット）、耐用年数 等 

 
スプリッタ 単価（ユニット、モジュール）、耐用年数、最大実装数 等 

 
ＯＬＴ 単価（ユニット、ＩＦ等）、耐用年数、最大実装数 等 

 
相互接続局設置設備 

 

 
ＧＷルータ 単価（ユニット、ＩＦ等）、耐用年数、最大収容数、最大処

理可能ＢＨトラヒック 等 

 
ＳＢＣ 単価（呼処理部／セッション管理部、ＨＷ／ＳＷ、ユニット

等）、耐用年数（ＨＷ／ＳＷ）、最大処理可能ＢＨトラヒッ

ク、最大実装数、消費電流 等 

 
ＥＮＵＭサーバ 単価（ＥＮＵＭクエリー処理部、ＨＷ／ＳＷ、ユニット等）、

耐用年数（ＨＷ／ＳＷ）、最大処理可能ＥＮＵＭクエリー、

最大実装数、消費電流 等 

 
ＤＮＳサーバ 単価（ＤＮＳクエリー処理部、ＨＷ／ＳＷ、ユニット等）、耐

用年数（ＨＷ／ＳＷ）、最大処理可能ＤＮＳクエリー、最大

実装数、消費電流 等 

 
ＳＢＣ・ＥＮＵＭサーバ・

ＤＮＳサーバ共通 

単価（ＨＷ／ＳＷ）、架数、消費電流等 
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コア局～相互接続局間の

県間伝送路 

帯域単価（Mbps 当たり） ※県間伝送路コスト＝Mbps 当

たり単価×帯域需要 

 

＜ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルへの反映＞ 

今回のモデル見直し検討は、ＩＰ網への移行後を見据えつつ、現行ＩＰモデルをベー

スとして検討するとしているところ、ＩＰ網を前提としない第八次ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル

の検討及び改修は想定されていない。 

 

他方で、令和４年度以降の接続料算定におけるＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルの適用可能

性は一般的に皆無とは言えないところ、今回のモデル見直し項目のうちモデルの改

修を伴わない、専ら入力値の見直しによるもの（光ケーブルの経済的耐用年数等）に

ついてはＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルへの反映を考慮する余地があるものと考えられる。 

 

 

図５－１８ 光回線設備と入力値 

 

 

図５－１９ ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮＳサーバの機能構成例と入力値 
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■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

＜新規入力値＞ 

① 新たに次の入力値が必要。（ＫＤＤＩ、ソフトバンク） 

• 需要： 光地域ＩＰ需要（分岐単位）、光ＩＰ電話需要（分岐単位）、光地域ＩＰ

需要展開エリアフラグ 

• スペック・投資単価： ＯＬＴ／ＯＮＵ／スプリッタ関連、相互接続局ルータ

関連、相互接続関連（ＳＢＣ、ＥＮＵＭ、ＤＮＳ等） 

• 経費： コア局～相互接続局の県間伝送路 

 

【主な意見】 

＜新規入力値＞ 

○ 光地域ＩＰデータ展開エリアフラグは、メッシュ単位でのサービス提供の有無を設

定することを想定。メッシュ単位の把握が難しければ収容局単位とすることが想定

される。その場合は、現行ＩＰモデルの加入電話と同様に需要を分配する方法が考

えられる。（ＫＤＤＩ） 
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 通信ネットワーク強靱化の取組等の反映 

 

＜通信設備の予備電源に係る制度見直し＞ 

令和元年台風第１５号及び第１９号による通信被害を踏まえ、通信設備の予備電

源に係る制度の見直しが行われる見通しとなっている。具体的には、情報通信ネット

ワーク安全・信頼性基準（昭和６２年２月１４日郵政省告示第７３号）を見直し、都道府

県庁及び市町村役場をカバーする通信設備の予備電源については「少なくとも２４時

間化」が義務となるものである。 

 

これを踏まえ、制度が見直された場合には次期ＬＲＩＣモデルにおいても、都道府県

庁及び市町村役場をカバーする大規模局の予備電源については２４時間保持可能

な燃料タンク等の設置を反映する。上記以外に努力義務のものも見込まれるところ、

これらについては直ちにモデルへ反映することはしないが、今後、必要に応じてＮＴＴ

東日本・西日本の取組実績を踏まえモデルへの反映を検討する。（表５－２９） 

 

表５－２９ 情報通信審議会 IP ネットワーク設備委員会資料 

通信設備の予備電源に係る制度見直しの方向性（案） 

（１）都道府県庁及び市町村役場をカバーする通信設備の予備電源について、「少なくとも２４

時間化」を義務化する。 

（２）「命を守る」災害拠点病院をカバーする通信設備の予備電源について、「少なくとも２４時

間化」を努力義務とする。 

（３）大規模な災害の対策拠点となる都道府県庁や、駆けつけに時間がかかる離島や山間僻

地等の市町村役場をカバーする通信設備の予備電源について、「少なくとも７２時間化」を

努力義務とする。 

（４）台風等、事前準備が可能な災害の場合には、移動電源車等の応急復旧資機材やその運

用に必要な人員の事前の確保・配備についても努力義務とする。 

 

＜災害対策コスト等のＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルへの反映＞ 

「５．５．２ 新規入力値等」で記載の通り、今回のモデル見直し検討では、専ら入力

値の見直しによるもの（光ケーブルの経済的耐用年数の見直し等）についてはＰＳＴＮ

－ＬＲＩＣモデルへの反映を考慮する余地があると考えられる。 

 

災害対策コスト等については、モデルへの反映方法次第でモデルの改修を必須と

する場合と必須としない場合の両方があり得る。今回新たに提案のあった災害対策

コスト等のモデルへの反映の是非を検討するに当たり、三菱総合研究所から、ＰＳＴ
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Ｎ－ＬＲＩＣモデルの扱いに係る考え方として次の３つのオプションが示された。 

イ ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルへの反映は考慮しない。次期ＬＲＩＣモデルのみモデル改

修を行う。 

ロ ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルへの反映を考慮するため、入力値の見直しによる方法を

検討し、次期ＬＲＩＣモデルもこれを採用する。 

ハ ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルへの反映を考慮するため、入力値の見直しによる方法を

検討するが、次期ＬＲＩＣモデルは別の方法を採用する。 

 

ロジックの整合性の観点やモデル簡素化の観点からは、２つのロジックを設ける必

要のあるハは適当とは言えない。また、モデルへの反映方法の妥当性が一定程度確

保されることを前提に、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルにも反映可能である場合には、イよりも

ロを選択することが適当と言える。 

 

上記考え方から、新たな災害対策コスト等をモデルへ反映する場合には、まずは

入力値の見直しによる方法を検討する。 

 

＜通信ネットワーク強靱化等の観点からのモデル見直し＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本より、通信ネットワーク強靱化等の観点から次のとおりモデル

を見直すべきとの提案があった。それぞれの提案に対するモデルへの反映有無及び

その考え方を以下に記載する。（表５－３０） 

 

表５－３０ 通信ネットワーク強靱化等の観点からの提案一覧 

提案 モデルへの反映有無 

① 重要拠点ビル（物理的な伝送路が経由するループ構成の結

節点となるビル）は経済比較によらずコンクリ複数階とする。 
一部反映 

② 実網の離島伝送区間の一部（豊見城～南大東）における異

経路でのループ構成をモデルに反映構築する。 
反映 

③ 電源途絶の影響が大きい伝送拠点ビル（コア局を含むルー

プを構成するビル）の蓄電池保持時間を７２時間に延伸する。 
なし 

 

＜①重要拠点ビルは経済比較によらずコンクリ複数階＞ 

現行ＩＰモデルでは、局舎間の伝送路は、経路の二重化のためループ構成となって

いる。各ループは局舎で結節しているところ、モデル上、結節点は１つの局舎とは限

らず複数の局舎で結節している場合もある。 
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現行ＩＰモデルにおける局舎タイプは、特定の条件に該当する場合はコンクリ複数

階、プレハブ平屋、ＲＴ－ＢＯＸのいずれかを選択し、それら条件のいずれにも該当し

ない収容局については、一律、経済比較によりコンクリ複数階又はプレハブ平屋のど

ちらかを選択することとなっている。【資料１３】 

 

ループの結節点が１つの局舎である場合に、当該局舎が災害によって機能しなく

なると、結節点以降のネットワークへの通信が途絶するというモデル上のリスクが想

定される。このため、次のとおりループの結節点を１つの局舎で担う収容局について

は、通信ネットワーク強靭化の観点から経済比較によらずコンクリ複数階とする。（表

５－３１） 

 

表５－３１ 局舎タイプの選択 

 コンクリ複数階 プレハブ平屋 ＲＴ－ＢＯＸ 

対象局 

• コア局 

• 緊急通報設備又はオ

ペレーション設備を設

置する収容局 

• 無線設備併設局、衛

星通信設備併設局 

＜今回の見直しにより追

加＞ 

• ループの結節点を１

つの局舎で担う収容

局 

• 離島単独局 • 設備量が一定基準以

下の収容局 

対象局 

（上記以

外） 

• 経済比較により判定 
 

－ 

 

＜②離島伝送区間の一部を異経路でのループ構成＞ 

現行ＩＰモデルでは、離島伝送設備は、区間ごとに実網における伝送方法や距離等

の条件を入力値で与えて設備量を算定している。現在、沖縄本島～北大東間は、沖

縄本島～南大東間を通信衛星設備により、また南大東～北大東間を無線設備及び

海底光ケーブルにより伝送するものとして入力値を与えている。 

 

今回、ＮＴＴ東日本・西日本において沖縄本島～北大東間に新たに海底光ケーブ
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ルを整備したことを踏まえ、入力値の見直し（南大東～北大東間の無線設備による伝

送を、沖縄本島～北大東間の海底光ケーブルによる伝送へ見直し）によりモデルへ

反映する。（図５－２０） 

 

 

図５－２０ 離島伝送区間の一部を異経路でのループ構成 

 

＜③伝送拠点ビルの蓄電池保持時間を延伸＞ 

現行ＩＰモデルでは、後述の通り、ＮＴＴ東日本・西日本の取組実績を踏まえ停電対

策のための追加コスト 63を考慮している。 

 

今回、ＮＴＴ東日本・西日本からは、モデル上、コア局を含むループを構成する局舎

については災害等による電源途絶の影響が大きいことから、蓄電池の保持時間を７

２時間に長延化すべきとの提案があった。この提案の必要性や妥当性を示す根拠と

して、ＮＴＴ東日本では既に５００ビルの取組実績があるとの説明があった。しかし、そ

れらは必ずしも蓄電池のみによるのではなく、蓄電池と発電装置を組み合わせて７２

時間保持可能な予備電源としているものであり、また当該ビルにおける具体的な蓄

電池保持時間の把握には至らなかった。 

 

専ら蓄電池による対応を前提として保持時間を７２時間とすることの必要性や、既

設の災害対策項目との重複有無については確認ができていないことからモデルへの

反映は見送る。 

 

なお、上述の通り、通信設備の予備電源に係る制度見直しにより努力義務化され

るもの（大規模な災害の対策拠点となる都道府県庁等をカバーする通信設備の予備

電源は「少なくとも７２時間化」等）については、今後、必要に応じてＮＴＴ東日本・西日

本の取組実績を踏まえモデルへの反映を検討する 64。 

 

                                                   
63 大規模局では、停電発生時に発電装置の燃料を７２時間維持できるよう「重要通信局」に燃料タ

ンク等を設置するとしている。また、小規模局では、蓄電池保持時間（１０時間）について「１．５時間

以内駆付け不可能局」は１８時間、「災害対策強化局」は３６時間へ長延化している。 
64 予備電源の７２時間化等についてモデルへの反映を検討する場合、既設の対策項目「燃料タン

ク等の設置」と重複がないか確認が必要。 
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＜災害対策時復旧迅速化の取組のモデルへの反映＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本より、実際に行っている災害対策時復旧迅速化の取組につい

て次のとおりモデルに反映すべきとの提案があった。それぞれの提案に対するモデ

ルへの反映有無及びその考え方を以下に記載する。（表５－３２） 

 

表５－３２ 災害対策時復旧迅速化の取組に係る提案一覧 

提案 モデルへの反映有無 

④ 前線基地拠点ビル（災害発生時に他エリアからの広域支援

部隊を受け入れ、復旧準備等を行うための活動拠点）は、保

有すべき設備量（駐車スペース、復旧作業スペース等）を追加

する。 

なし 

⑤ 復旧迅速化の観点から現にＮＴＴ東日本・西日本で保有して

いるモバイルＵＭＣ（き線点ＲＴ等の代替装置）等を設置する。 
一部反映 

⑥ 復旧迅速化の観点から現にＮＴＴ東日本・西日本で活用して

いる移動電源車を設置する。 
なし 

⑦ 事後設置型の特設公衆電話（災害発生時に衛星通信機器

による特設公衆電話の通話を可能とするための事後設置型

の設備）のコストを追加する。 

一部反映 

 

＜モデルにおける災害対策コストの考え方＞ 

ＬＲＩＣモデルは、現時点で利用可能な最も低廉で効率的な設備構成を想定した場

合の年間コストを算定するものであるが、安全・信頼性の観点から具備すべき機能と

して事業用電気通信設備規則の規定を考慮している。現行ＩＰモデルでは、それらに

加え、災害対策や中継伝送路の予備ルートの追加に係るコストを考慮している。 

 

これは、第六次ＬＲＩＣモデル検討時、ＮＴＴ東日本・西日本において東日本大震災

以降、より信頼性の高いネットワークを構築するための取組が進められていることを

踏まえ、特定事業者の実績をそのままモデルに反映することはモデルの考え方に馴

染まないものの、モデルの考え方に沿った効率的な反映方法を用いて最低限必要な

範囲について考慮することとしたものである。 

 

第七次ＬＲＩＣモデル検討時、新たに実施した災害対策コストを、毎年の接続料算定

時の入力値見直しに併せて反映することについて、既にモデルに反映されている対

策項目、実施内容及び対象範囲に係る考え方と整合するものであれば、これを認め
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ることが適当であるとした。モデルの考え方と整合するかどうかは、各案件の対策内

容、都道府県名、ビル名、投資額及び実施年度等を確認することによって行っている。

こうしたプロセスを経て、例えば停電対策のうち「燃料タンク等の設置」は、既に１２９

ビルをモデルへ反映している。【資料１４】 

 

災害対策コストのモデルへの反映方法について、例えば発電装置に必要な燃料タ

ンク等の設置の場合は、発電装置の kVＡ当たり取得単価を補正することにより行っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電装置の投資額のうち音声系に係るものは、補正後の発電装置 kVＡ当たり取

得単価に音声系発電装置所要容量を乗じて算定しており、これによって音声系／デ

ータ系の按分が行われている。また、発電装置等の局舎設備に係るコストは、所用電

力等のコストドライバによりネットワーク設備区分別の各設備へ配賦しており、これに

よってＴＳ／ＮＴＳコストの分計が行われている。 

 

上記を踏まえつつ、今回提案のあった各事項について次の観点からモデルにおけ

る考慮の妥当性を確認した。【資料１５】 

a. ＮＴＴ東日本・西日本（等の電気通信事業者）における使用・保有等の実績、経

年トレンド 

b. ＮＴＴ東日本・西日本（等の電気通信事業者）の実施計画及び関連規定 

c. モデル上、想定される他の効率的な対策方法への代替可能性 

d. モデルへの反映方法と適用範囲の妥当性・必要性、反映済み対策項目との重

複有無 

e. 平時における使用等、他目的使用との切り分け 

 

＜④前線基地拠点ビルにおける駐車スペース等を確保＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本から、災害発生時に復旧準備等を行うための活動拠点（前線

基地拠点）の確保・整備を実施しているところ、これをモデルへ反映すべきとの提案

■  停電対策に伴う発電装置単価の補正額 

 ＝ 燃料タンク等対策コスト（NTT 東西の実績）／発電装置施設ビルにおける総電力量

（NTT 東西の実績） 

 × 発電装置ｋＶＡ当たり取得単価（第二次モデル入力値）／発電装置ｋＶＡ当たり取得単価

（第二次モデルにおけるＮＴＴ東西からの提案値） 

■  災害対策コストを反映した発電装置ｋＶＡ当たり取得単価 

 ＝ 発電装置ｋＶＡ当たり取得単価 ＋ 停電対策に伴う発電装置単価の補正額 
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があった。具体的には、前線基地局として該当するモデル上の８５ビルに対し、活動

拠点に必要となるスペース（駐車スペース６３０ｍ２、建物付帯設備面積２８８ｍ２）を加

算するというものである。 

 

この活動拠点に必要となるスペースの考え方について、駐車スペースは熊本地震

や西日本豪雨における実績、建物付帯設備面積はこれまでの経験等を基に計算し

たとの説明があった。他方、取組実績として示された８５ビルでは、必ずしもこれら必

要スペースを十分に確保しているわけではなく、不足分は概して近隣の小学校等の

スペースを無償で借りることで補っているとの説明があった。また、平時の利用方法

について、全部併用・一部併用・併用なしとビルによって様々であるものの、併用あり

の場合であっても概して社内利用であるため収益は発生していないとの説明があっ

た。 

 

提案された必要スペースと取組実績としての８５ビルは必ずしも直接対応してはお

らず、少なくとも近隣の小学校等スペースを無償で借りている分についてはコストが

発生していない。また、収益が発生していなくとも他目的使用をしている場合は、それ

との切り分けがなされるべきであるが、どのような用途との按分で、どのような割合で

の按分なのか、各ビルの実態を把握するには至っていない。 

 

以上、活動拠点として必要となるスペースの確保は、社会全体の効率性の観点か

らすれば、各地域の条件に応じて柔軟に調達されることが望ましく、非常時に必要な

スペースを占有することを前提にコスト計上することは、効率的な反映方法を用いて

最低限必要な範囲について考慮するというモデルでの災害対策コストの考え方に必

ずしも合致しているとは言えない。また、ビルによって必要スペースの確保や運用の

実態は様々であり煩雑であるが、仮にそれらについて何かしら算定ロジックを整理し

たとしても算定コストに与える影響は限られている 65ところ、モデル簡素化の観点 66か

らもモデルへの採用は見送る。 

 

＜⑤モバイルＵＭＣ等を設置＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本からは次のとおり、災害により伝送路設備や収容設備が被災

した場合にその代替となる設備で、現にＮＴＴ東日本・西日本が保有・活用しているも

のをモデルに反映すべきとの提案があった。（表５－３３） 

                                                   
65 提案では、活動拠点としての必要スペースを機械室土地面積に反映するとしているところ、モデ

ルのコスト算定において、機械室土地面積は固定資産税には影響するが、減価償却費や施設保

全費には直接の影響はなく、算定コストへの影響は限られているものと考えられる。 
66 基本的事項「５ 算定条件の中立性」（詳細条件は費用算定の観点から必要な程度において考

慮） 
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表５－３３ モバイル UMC 等の設置 

 用途 モデルへの反映方法 対象モデル 

モバイルＵＭＣ 

き線点ＲＴ等が

被災した場合

の代替装置 

投資額： き線点遠隔収容装置ユ

ニット単価への災害対策増分単

価の加算 

保管スペース： 機械室土地面積

への災害対策機器保管面積の

加算 

ＩＰ－ＬＲＩＣモデル 

ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモ

デル 

可搬型デジタ

ル無線装置 

伝送路が被災

した場合の代

替装置 

投資額： 加入者系光ケーブル延

長１ｋｍ当たり投資額（架空・地

下）への災害対策増分単価の加

算 

保管スペース： 機械室土地面積

への災害対策機器保管面積の

加算 

ＩＰ－ＬＲＩＣモデル 

ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモ

デル 

（参考） 

非常用可搬型

加入者線収容

装置 

ＲＴ局が被災し

た場合の代替

装置 

投資額： 遠隔収容装置（大）単価

への災害対策増分単価の加算 

保管スペース： 機械室土地面積

への災害対策機器保管面積の

加算 

ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモ

デル 

 

提案された災害対策については、事業用電気通信設備規則第７条の応急復旧機

材の配備に関する規定 67に基づき実施されており妥当性を有する。また、東日本大

震災以降の大規模災害の頻発に鑑み、近年 NTT 東日本・西日本において配備を強

化していることを踏まえ、そのコストについては入力値の見直しによりモデルに反映

することとする。 

 

他方で、保管スペースに関しては、「④前線基地拠点ビルにおける駐車スペース等

を確保」における考え方に加え、機械室土地面積への加算はモデルの改修を伴う（入

力値の見直しによる反映が困難である）ところ、モデル簡素化の観点からもモデルへ

                                                   
67 事業用電気通信設備規則第７条第２項 事業用電気通信設備の工事、維持又は運用を行う事

業場には、当該事業用電気通信設備の故障等が発生した場合における応急復旧工事、臨時の

電気通信回線の設置、電力の供給その他の応急復旧措置を行うために必要な機材の配備又は

これに準ずる措置がなされていなければならない。 
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の反映は見送る。 

 

災害対策コストのモデルへの反映方法は、 

• 災害対策コストの実績を、代替設備の単価に換算 

• 実績の投資単価をモデルで用いる投資単価に補正 

することとし、具体的には次の補正方法により災害対策コストを現行の入力値に加算

する。 

 

なお、非常用可搬型加入者線収容装置は、次期ＩＰモデルの設備構成で想定しな

い装置の代替設備であり、本見直し検討の対象となるものではないが、ＰＳＴＮ－ＬＲＩ

Ｃモデルの設備構成では想定される装置であることから、モバイルＵＭＣ及び可搬型

デジタル無線装置と同様に扱うことが妥当と考えられる。（表５－３４） 

 

表５－３４ モデルへの反映方法 

 モデルへの反映方法 

モバイルＵＭＣ 

■災害対策コストを反映したき線点遠隔収容装置ユニット単価 

＝き線点遠隔収容装置ユニット単価（現行入力値）＋き線点遠隔収容装置ユ

ニット単価の補正額 

■き線点遠隔収容装置ユニット単価の補正額 

＝モバイルＵＭＣ投資額実績合計（き線点遠隔収容装置分）（ＮＴＴ東西の実

績）／き線点遠隔収容装置設置台数合計（ＮＴＴ東西の実績） 

×き線点遠隔収容装置ユニット単価（第二次モデル入力値）／き線点遠隔収

容装置ユニット単価（第二次モデルＮＴＴ東西提案値） 

■モバイルＵＭＣ投資額実績合計（き線点遠隔収容装置分）（ＮＴＴ東西の実績） 

＝モバイルＵＭＣ投資額実績合計（ＮＴＴ東西の実績）×き線点遠隔収容装置

投資額合計（ＮＴＴ東西の実績） 

／（き線点遠隔収容装置投資額合計（ＮＴＴ東西の実績）＋遠隔収容装置

（小）投資額合計（ＮＴＴ東西の実績） 

※ 災害対策コストを反映した遠隔収容装置（小）ユニット単価も同様に計算。 

可搬型デジタ

ル無線装置 

■災害対策コストを反映した加入者系光ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額 

＝加入者系光ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額（現行入力値）＋加入者系光

ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額の補正額 

■加入者系光ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額の補正額 

＝可搬型デジタル無線装置投資額実績合計（ＮＴＴ東西の実績）／光ファイバ

総延長（ＮＴＴ東西の実績） 
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×加入者系光ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額（現行モデル入力値）／加入

者系光ケーブル延長１ｋｍ当たり投資額（現行モデルＮＴＴ東西提案値） 

（参考） 

非常用可搬型

加入者線収容

装置 

■災害対策コストを反映した遠隔収容装置（大）ユニット単価 

＝遠隔収容装置（大）ユニット単価（現行入力値）＋遠隔収容装置（大）ユニッ

ト単価の補正額 

■遠隔収容装置（大）ユニット単価の補正額 

＝非常用可搬型加入者線収容装置投資額実績合計（ＮＴＴ東西の実績）／遠

隔収容装置（大）設置台数合計（ＮＴＴ東西の実績） 

×遠隔収容装置（大）ユニット単価（第二次モデル入力値）／遠隔収容装置

（大）ユニット単価（第二次モデルＮＴＴ東西提案値） 

 

＜⑥移動電源車を設置＞ 

今回、ＮＴＴ東日本・西日本から、現に保有及び活用している移動電源車をモデル

に反映すべきとの提案があった。 

 

現行ＩＰモデルでは、広域かつ長時間の停電発生時、小規模局において蓄電池に

加えさらなる電源を確保するため、全国設備として可搬型発動発電機を４０台配備す

るとしている。これは、第六次モデル検討時、ＮＴＴ東日本・西日本から提案のあった

移動電源車について、車両部分を除いた可搬型発動発電機の部分をモデルに反映

することとしたものである。モデルにおける可搬型発動発電機の配備台数は、ＮＴＴ東

日本・西日本の実際の保有台数ではなく、東日本大震災発生時におけるＮＴＴ東日

本・西日本の実際の稼働台数を基に設定 68している。 

 

したがって、ＮＴＴ東日本・西日本の移動電源車に係る提案は既にモデルへ反映済

みと考えられる。また、東日本大震災以降の他の災害事例を踏まえても、現行のモデ

ルにおける配備台数は過少とは言えないことから新たな見直しは行わない。 

 

＜⑦事後設置型の特設公衆電話を追加＞ 

ＮＴＴ東日本・西日本から、災害時の避難施設等での早期通信手段確保及び帰宅

困難者の連絡手段確保のため、特設公衆電話の事前配備に加え衛星通信による事

後設置型の特設公衆電話も配備を進めているところ、それをモデルへ反映すべきと

の提案があった。 

 

                                                   
68 具体的には、東日本大震災発生時に稼働した可搬型発動発電機のうち、ＲＴ局以外の局舎へ

の給電活動に用いられたものを除いた台数。 
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現行ＩＰモデルでは、事前設置型の特設公衆電話について、その加入者回線は平

時も現用回線として運用していることを踏まえ、モデル回線需要に追加することにより

モデルへ反映している。この場合、特設公衆電話の回線数は第二種公衆電話の回

線数へ加算されることから、ユニバーサルサービスコスト算定上、影響は生じない。 

 

今回のＮＴＴ東日本・西日本の提案は、アナログ公衆電話単価に増分単価を加算し

アナログ公衆電話投資額へ反映させるというものであるが、この場合、ユニバーサル

サービスコスト算定に影響が生じることが想定される。しかし、事後設置型の特設公

衆電話はユニバーサルサービスとはなっていないため、これらコストをどのように区

分するかの整理が必要となる。 

 

これについて、ＮＴＴ東日本・西日本からは、本提案は、既に反映されている事前設

置型の特設公衆電話と全く同じ扱いとすることを趣旨とするものであり、提示したモデ

ルへの反映方法は想定されるものの１つであるとの説明があった。 

 

事前設置型も事後設置型も災害時に無料で利用可能な公衆電話サービスを提供

する点において同じであるところ、モデル簡素化の観点から、既に反映している事前

設置型の特設公衆電話に係る入力値の見直し（回線数への加算）によりモデルへ反

映する。 

 

なお、事前設置型の特設公衆電話の費用負担については事業者間での議論のプ

ロセスがあったが、事後設置型の特設公衆電話はそうした事業者間での議論のプロ

セスがないことから、両者のコストの扱いは異なるとの意見があった。これは、モデル

で考慮する事後設置型の公衆電話の回線数の妥当性に係る問題であるとも考えら

れるところ、モデルへの反映に当たっては事後設置型の特設公衆電話の回線数が、

事前設置型の特設公衆電話の回線数に対して過剰となっていないことを前提とする

ことが適当である。 

 

 

■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

○ 実際に行っている通信ネットワーク強靱化の信頼性向上の取り組みをモデルに

反映する。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

① 重要拠点ビル（物理的な伝送路が経由するループ構成の結節点となるビル）

は経済比較によらずコンクリ複数階とする。 

② 実網の離島伝送区間の一部（豊見城～南大東）における異経路でのループ構
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成をモデルに反映する。 

③ 電源途絶の影響が大きい伝送拠点ビル（コア局を含むループを構成するビル）

の蓄電池保持時間を７２時間に延伸する。 

○ 実際に行っている災害時復旧迅速化の信頼性向上の取り組みをモデルに反映

する。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

④ 前線基地拠点ビル（災害発生時に他エリアからの広域支援部隊を受け入れ、

復旧準備等を行うための活動拠点）は、保有すべき設備量（駐車スペース、復

旧作業スペース等）を追加する。 

⑤ 復旧迅速化の観点から現にＮＴＴ東日本・西日本で保有しているモバイルＵＭ

Ｃ（き線点ＲＴ等の代替装置）等を設置する。 

⑥ 復旧迅速化の観点から現にＮＴＴ東日本・西日本で活用している移動電源車

を設置する。 

⑦ 事後設置型の特設公衆電話（災害発生時に衛星通信機器による特設公衆電

話の通話を可能とするための事後設置型の設備）のコストを追加する。 

 

【主な意見】 

○ 保有実績のみでは説得力が薄いので、過去の使用実績等から必要な設備量を

ご提示いただく必要がある。（有識者） 

○ 必要設備について、音声系に特化したものなのか、データ系と設備共用するもの

なのかご提示いただきたい。（有識者） 

○ 実際網での構築実績や実施計画をお示しいただきたい。（ＫＤＤＩ） 

○ 災害対策は少し無駄がないと過小な対策になりかねない。ただ、全て実績額でよ

いかと言われると、非効率性を排除するようなチェックの仕組みを確立する必要が

ある。（有識者） 

 

＜通信ネットワーク強靱化の信頼性向上／①重要拠点ビルは経済比較によらずコン

クリ複数階＞ 

○ モデルでは小規模サブループや山間部のスター構成等あり、ループ結節点によ

って需要規模が異なるのではないか。（ＫＤＤＩ） 

○ 実網ではエッジに近いループ結節点のビルも全てコンクリ複数階なのかお示しい

ただきたい。（ソフトバンク） 

○ 需要規模が小さく重要度が低いところも無視できない。また、物理的な要素以外

での基準設定は困難ではないか。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ モデルではループ結節点が複数ビルで重複しており複雑。該当ビルは相当程度

存在すると思われ、規模感を踏まえた検討も必要。（ＭＲＩ） 

○ コンクリ複数階によるビルの強靱化が本当に経済的な方法と言えるか、コア局に

ポートを並べるなど他に方法がないか検討いただきたい。（有識者） 
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＜通信ネットワーク強靱化の信頼性向上／③伝送拠点ビルの蓄電池保持時間を延

伸＞ 

○ 東日本では全体の約１５％に当たる約５００ビルで実施済みで、今後さらに強化を

図る見込み。西日本は具体的な計画はないが、今後対策を拡大していく方針。（Ｎ

ＴＴ東日本・西日本） 

○ 西日本では、場所をとる蓄電池ではなく、より安価な発電装置の燃料タンクの方

で 72 時間化を図っている。リチウムイオン電池等の新しい電池によってスペースを

効率化できるなら利用可能性は否定されない。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 予備電源保持時間の長延化に関しては、ＩＰネットワーク設備委員会でも案が出

てくるので、技術基準等が変わるならば反映しないといけないというイメージは持っ

ている。それも踏まえて検討いただきたい。（有識者） 

○ これまでの災害対策の延長としてＮＴＴ東日本・西日本の実態に則して反映すべ

きではないか。（ＫＤＤＩ） 

○ 実績における伝送拠点ビルが約５００ビルということだが、仮にＮＴＴ東日本・西日

本提案を基にモデルに反映したときに、あまりにも実績と乖離するようであれば、

結果を見ながら検討する必要があるのではないか。（ソフトバンク） 

○ 専ら蓄電池による対応を前提とした保持時間７２時間化は反映を見送ることとさ

れているが、元々蓄電池の配備としてご提案したのは、そちらの方が安いと考えて

提案したもの。エンジンとの組合せの方がより安く提供できるのであれば、それを

否定するものではない。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

＜災害時復旧迅速化の信頼性向上／④前線基地拠点ビルにおける駐車スペース等

を確保＞ 

○ 実績で言えば８５ビルを上回る。前線基地拠点ビルは、重要な回線の確保と被災

状況の確認のため、１～１．５時間程度で人員が駆付けられるように配置している。

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 前線基地局に用いているスペースは、平時も前線基地局用に確保し続けている

場合と、平時は他目的で利用している場合がある。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 平時に別用途に利用するなど効率的に運用している場合には、コストドライバを

設け費用按分する等のモデル反映方法の検討が必要。（ソフトバンク） 

○ 実際の調達の一部は無償で自治体から借りているので、発生しない費用を網使

用料としては含めるべきという提案になっている。（ＫＤＤＩ） 

○ どうしても駐車スペースが担保できない場合にのみ自治体の理解を元に借りてい

ることを踏まえると、一部が自治体の無償貸与によって確保されていることを理由

に、反映を見送ることは納得できない。（ＮＴＴ東日本・西日本） 
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＜災害時復旧迅速化の信頼性向上／⑤モバイルＵＭＣ等を設置＞ 

○ データ系と音声系の加入者比率によって按分するとの提案だが、トラヒック比等

他の按分比率も考えられるのではないか。（ソフトバンク） 

○ データ系と音声系の按分については、一つの筐体で PSTN と IP を別々の方式で

伝送しているため、加入者数比で按分することが適当と考える。（ＮＴＴ東日本・西

日本） 

 

＜災害時復旧迅速化の信頼性向上／⑥移動電源車を設置＞ 

○ ＮＴＴグループ主要４社で移動電源車４００台を集約・共用化する旨の報道がなさ

れているが、事実か。仮に共用の可能性がある場合は、受益との兼ね合いから投

資額やコスト配賦のドライバでどのように考慮するのか。（ＫＤＤＩ） 

○ 提案している台数については、当社が現に保有しているものであり、将来的に共

用するかによってモデルでの扱いが変わるものではないと考える。（ＮＴＴ東日本・

西日本） 

○ 提案台数の妥当性及び活用事例における利用台数について説明して欲しい。（ソ

フトバンク） 

○ 統計的手法により設備量を算定する方法もあり得るが、近年の災害激甚化を受

けて、災害のトレンド予測が困難であることから、現に保有する設備量を提案して

いる。なお、台風１５号の対応では、NTT 東西が保有している移動電源車だけでは

対処し切れず、社外から借り受けた移動電源車も活用したことを考慮すれば、保有

台数は必要最小限の数量と考える。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

＜災害時復旧迅速化の信頼性向上／⑦事後設置型の特設公衆電話を追加＞ 

○ 災害時における特設公衆電話の受益者は、通常の商用サービスにおける公衆

電話の利用者とは異なり、公衆電話の単価費用として見込むのは不適切ではない

か。（ＫＤＤＩ） 

○ 第七次モデル検討において、事前設置型の特設公衆電話をモデルへ反映するこ

とについて整理した経緯がある。事後設置型の特設公衆電話に係る本提案も同様

ではないか。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

〇 特設公衆電話を非常用電源と同じように局舎インフラに必要な費用の一部として

考慮できたらリーズナブルではないか。（有識者） 

〇 特設公衆電話の必要性や規模は以前よりも高まっていると思われるが、事前設

置型の特設公衆電話に係る過去の整理を同じように今回も適用できるかは議論の

余地がある。（有識者） 

○ 事前設置型の特設公衆電話は、費用負担について事業者間で議論して決めた

経緯がある。事後設置型の特設公衆電話については、費用負担について、事業者

間で議論していない。まずは、誰が費用負担すべきという議論をしてから、その結
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果に基づき網使用料に入れるか否かの整理を付けるべきではないか。（ＫＤＤＩ） 
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 特別損失の扱い 

 

ＮＴＴ東日本・西日本から、モデルの対象設備に係る特別損失を接続料原価へ反

映すべきとの提案があった。 

 

接続料原価への特別損失の算入に関しては、実際費用方式に基づく接続料原価

において、平成２４年度から平成２６年度までの接続料原価における東日本大震災に

起因する災害特別損失の算入（ＮＴＴ東日本）、及び平成３０年度の接続料原価にお

ける熊本地震に起因する災害特別損失の算入（ＮＴＴ西日本）の例がある 69。 

 

また、長期増分費用方式に基づくユニバーサルサービスコストの算定では、東日

本大震災に起因する災害特別損失（平成２２年度から平成２５年度までのユニバー

サルサービスコスト、ＮＴＴ東日本）、熊本地震に起因する災害特別損失（平成２８年

度及び平成２９年度のユニバーサルサービスコスト、ＮＴＴ西日本）を考慮した例があ

る 7071。この場合の特別損失の考慮は、特別損失のうち算定対象に相当するものの

額を費目別・設備別に分計し、施設保全費や撤去費等の入力値に加算することによ

って行われている。 

 

モデルの対象設備に係る特別損失を接続料原価へ反映させるかどうかはプライシ

ングの議論であるが、仮に反映させることを想定しても、まずはユニバーサルサービ

スコスト算定におけるこれまでの考慮の方法と整合を図ることを検討すべきである。 

 

それを踏まえれば、少なくとも今回の検討においてモデルの見直しを行う必然性は

認められない。 

 

 

                                                   
69 特別損失は、電気通信事業会計規則上、電気通信事業損益に含まれておらず、接続会計にも

計上されていない。第一種指定電気通信設備接続料規則上、実際費用方式に基づく接続料原

価は、接続会計の設備区分別費用明細表に記載された費用とされている。このため、特別損失

を接続料原価に算入するためには、第一種指定電気通信設備接続料規則第３条ただし書の許

可を受ける必要がある。東日本大震災に起因する災害特別損失に係る当該許可の申請に当た

り、ＮＴＴ東日本は、被災した第一種指定電気通信設備の除却損、撤去費用、応急復旧・現状復

旧及び復旧に係る人的・物的支援に係る費用が大半であり、当該費用は第一種指定電気通信

設備の維持・運営に係る営業費用と同一のものであること等を理由として挙げている。 
70 特別損失をユニバーサルサービスコストに算入するためには、算定規則第３条ただし書の許可

を受ける必要がある。 
71 災害特別損失以外でも、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄に起因する特別損失（平成 25 年度か

ら平成 27 年度までのユニバーサルサービスコスト、ＮＴＴ東日本・西日本）を考慮。 
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■モデル見直しに係る主な提案及び意見 

 

【主な提案】 

① モデルの対象設備に係る特別損失を接続料原価へ反映させる。反映方法とし

て次の２案が考えられる。（ＮＴＴ東日本・西日本） 

• モデルのロジックに特別損失に係る入力値を予め組み込む。 

• 特別損失が発生した年度の翌々年度の接続料認可申請時に、接続料原

価へ特別損失の実績額を加算する。 

 

【主な意見】 

○ 災害が増加する中で、特別損失の計上費目について、営業費用に戻して原価算

定することができるモデルとするのは、一つの考え方としてあると思う。ただ、制度

上は、第一種指定電気通信設備接続料規則第３条ただし書きの規定に基づく許可

（以下「第３条許可」という。）申請は事業部会を通す必要があるので、それを通さ

ずに算定してしまうという点については議論の余地がある。（有識者） 

○ コストは正常な状態で通常のサービス提供を行うのに失った価値犠牲。特別損

失は異常な状態で発生するロスであることを踏まえると、これをモデルに組み込ん

で恒常的にコストとして算定可能とするのは違和感がある。第３条許可申請による

方法がよいのではないか。（有識者） 

○ 例年のトレンドカーブから想定される額が分かれば、モデルに組み込むという考

え方もある。（有識者） 

○ 災害対策と特別損失は、備えと備えにも関わらず発生してしまったものという関

係であり、どこまでをモデルに組み込むとするのか、提案内容を整理したい。（ＮＴＴ

東日本・西日本） 
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付属資料 

 
資料１  長期増分費用方式による接続料算定 

資料２  長期増分費用方式による接続料算定の検討経緯 

資料３  ＬＲＩＣモデルの改訂経緯（ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル） 

資料４  ＮＴＳコストの接続料原価への付替え 

資料５  第八次モデルの概要（ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとＩＰ－ＬＲＩＣ

モデルの比較） 

資料６  第八次モデルの概要（ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの設備構成） 

資料７  第八次モデルにおける第七次モデルからの主な改修点（ＩＰ－ＬＲ

ＩＣモデル） 

資料８  ＧＣ接続料とＩＣ接続料の構成 

資料９  メタルＩＰ電話用設備に係る技術的条件 

資料１０ 現行ＩＰモデルにおけるメタル回線の配線等 

資料１１ 現行ＩＰモデルにおける緊急通報設備 

資料１２ 第八次モデルにおけるＴＳ／ＮＴＳコスト区分 

資料１３ 現行ＩＰモデルにおける局舎タイプ等 

資料１４ 現行ＩＰモデルにおける災害対策関連コスト 

資料１５ 災害時復旧迅速化に係るＮＴＴ東日本・西日本提案内容の確認 

資料１６ 用語集 
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参考資料 

 

参考資料１ 次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討ワーキンググループ報

告 概要 

参考資料２ 長期増分費用モデル研究会 構成員名簿 

参考資料３ 長期増分費用モデル研究会 モデル検討ワーキンググループ 

構成員等名簿 

参考資料４ 長期増分費用モデル研究会 モデル検討ワーキンググループ 

サブワーキンググループ 構成員等名簿 

参考資料５ 長期増分費用モデル研究会 開催状況 

参考資料６ 長期増分費用モデル研究会 モデル検討ワーキンググループ 

開催状況 

参考資料７ 長期増分費用モデル研究会 モデル検討ワーキンググループ 

サブワーキンググループ 開催状況 

参考資料８ 次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討の提案 

・ＫＤＤＩ株式会社 提案資料 

・ソフトバンク株式会社 提案資料 

・東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社 提案資料 

参考資料９ 関係事業者ヒアリング 

・エヌ･ティ･ティ・コミュニケーションズ株式会社 

・株式会社オプテージ 

・ＫＤＤＩ株式会社 

・ソフトバンク株式会社 

・東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社 
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参考資料２ 

 

長期増分費用モデル研究会 構成員名簿 

 

 

（令和２年４月１日現在 敬称略・五十音順） 

座長 齊藤 忠夫 東京大学名誉教授 

座長代理 酒井 善則 東京工業大学名誉教授、津田塾大学総合政

策学部客員教授 

 相田  仁 東京大学副学長、東京大学大学院工学系研究

科教授 

 北口 善明 東京工業大学学術国際情報センター准教授 

 佐藤 治正 甲南大学マネジメント創造学部教授 

 関口 博正 神奈川大学経営学部教授 

 高橋  賢 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授 

 辻  正次 大阪大学名誉教授、神戸国際大学学長 

 森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授 
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参考資料３ 

長期増分費用モデル研究会 

モデル検討ワーキンググループ 構成員名簿 

 
【長期増分費用モデル研究会構成員】 

（令和２年４月１日現在 敬称略・五十音順） 

氏 名 役 職 

主査 相田 仁 東京大学副学長、東京大学大学院工学系研究科教授 

主査代理 佐藤 治正 甲南大学マネジメント創造学部教授 

 北口 善明 東京工業大学学術国際情報センター准教授 

 関口 博正 神奈川大学経営学部教授 

 高橋 賢 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授 

 森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授 

【関係事業者】 

（令和２年４月１日現在 敬称略・会社名に基づく五十音順） 

会社名 氏 名 役 職 

エヌ･ティ･ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社 

樋口 恭之 経営企画部 事業戦略部門 担当課長 

浅川 申丞 経営企画部 事業戦略部門 

株式会社オプテージ 四方 竜二 技術運営部 チームマネージャー 

飯居 幹晴 技術運営部 マネージャー 

ＫＤＤＩ株式会社 堀 俊彦 ネットワークマネジメント部 エキスパート 

藤下 裕章 渉外統括部 マネージャー 

ソフトバンク株式会社 尾崎 旨樹 テクノロジーユニット 技術戦略統括 技術

管理本部 業務推進統括部 技術渉外部 部

長 

伊藤 健一郎 渉外本部 通信サービス統括部 相互接続部 

部長 

西日本電信電話株式会社 木下 雅樹 経営企画部 営業企画部門 担当部長 

船津 光由 設備本部 ネットワーク部 企画部門 担当

部長 

東日本電信電話株式会社 濱田 宏一 経営企画部 営業企画部門 担当部長 

山本 晋 ネットワーク事業推進本部 設備企画部 担

当部長 

【オブザーバー】 

（令和２年４月１日現在 敬称略） 

会社名 氏 名 役 職 

株式会社三菱総合研究所 西角 直樹 デジタル・イノベーション本部 ICT・メディ

ア戦略グループ 主席研究員 

中山 正大 デジタル・イノベーション本部 ICT・メディ

ア戦略グループ 主席研究員 

138



 

 
 

参考資料４ 

 

長期増分費用モデル研究会 

モデル検討ワーキンググループ 

サブワーキンググループ 構成員名簿 

 

 

【関係事業者】 

（令和２年４月１日現在 敬称略・会社名に基づく五十音順） 

会社名 氏 名 役 職 

エヌ･ティ･ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社 
樋口 恭之 経営企画部 事業戦略部門 担当課長 

浅川 申丞 経営企画部 事業戦略部門 

株式会社オプテージ 四方 竜二 技術運営部 チームマネージャー 

飯居 幹晴 技術運営部 マネージャー 

ＫＤＤＩ株式会社 堀 俊彦 ネットワークマネジメント部 エキスパート 

藤下 裕章 渉統括外部 マネージャー 

ソフトバンク株式会社 尾崎 旨樹 テクノロジーユニット 技術戦略統括 技術

管理本部 業務推進統括部 技術渉外部 部

長 

伊藤 健一郎 渉外本部 通信サービス統括部 相互接続部 

部長 

西日本電信電話株式会社 木下 雅樹 経営企画部 営業企画部門 担当部長 

船津 光由 設備本部 ネットワーク部 企画部門 担当

部長 

東日本電信電話株式会社 濱田 宏一 経営企画部 営業企画部門 担当部長 

山本 晋 ネットワーク事業推進本部 設備企画部 担

当部長 

 

【オブザーバー】 

（令和２年４月１日現在 敬称略） 

会社名 氏 名 役 職 

株式会社三菱総合研究所 西角 直樹 デジタル・イノベーション本部 ICT・メディ

ア戦略グループ 主席研究員 

中山 正大 デジタル・イノベーション本部 ICT・メディ

ア戦略グループ 主席研究員 
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参考資料５ 

 

長期増分費用モデル研究会 開催状況 

 

（モデル見直し関連に限る。） 

開催日時 主な検討内容 

第６４回 

令和元年６月２８日 

○ 長期増分費用モデル研究会における検討事項等

について 

第６５回 

令和元年７月３１日 

○ 次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討について 

・モデル検討ワーキンググループの設置等 

第６６回 

令和元年１１月５日 

○ 次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討について 

・モデル検討ワーキンググループ進捗報告 

第６７回 

令和２年３月３０日 

（持ち回り開催） 

○ 長期増分費用モデル研究会中間報告書（案）につ

いて 

・モデル検討ワーキンググループ取りまとめ報告 

・長期増分費用モデル研究会中間報告書（案）の審

議 

第６８回 

令和２年５月２５日 

○ 長期増分費用モデル研究会中間報告書（案）につ

いて 

・中間報告書（案）に対する意見及びその考え方に

ついて 
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参考資料６ 

 

長期増分費用モデル研究会 

モデル検討ワーキンググループ 開催状況 

 

開催日時 主な検討内容 

第１回 

令和元年９月１２日 

○ 関係事業者ヒアリング 

○ 次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討の提案 

○ 今後の検討の進め方について 

第２回 

令和元年９月２７日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第３回 

令和元年１０月１８日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第４回 

令和元年１２月１６日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第５回 

令和２年１月１７日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第６回 

令和２年２月２７日 

○ モデル検討ワーキンググループ報告（案）について 
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参考資料７ 

 

長期増分費用モデル研究会 

モデル検討ワーキンググループ サブワーキンググループ 開催状況 

 

開催日時 主な検討内容 

第１回 

令和元年９月１９日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第２回 

令和元年１０月１０日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第３回 

令和元年１１月２７日 

○ 次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討の提案 

・後半検討に向けたモデル見直し提案 

第４回 

令和元年１２月６日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第５回 

令和２年１月８日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第６回 

令和２年１月３１日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第７回 

令和２年２月７日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 

第８回 

令和２年２月１９日 

○ 関係事業者からのモデル見直し提案についての

論点整理 
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参考資料８ 

次期ＬＲＩＣモデルに向けた見直し検討の提案 

○ ＫＤＤＩ株式会社

○ ソフトバンク株式会社

○ 東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社
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参考資料９ 

 

 
 
 

関係事業者ヒアリング 

 

 

○ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

○ 株式会社オプテージ 

○ ＫＤＤＩ株式会社 

○ ソフトバンク株式会社 

○ 東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社 
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